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1 電気通信

1-1電 気通信事業等

(1)第 一種電気通信事業

資料1-1 第一種電気通信事業者の概要
(6年 度末現在)

会 社 名 役 務 の 種 類 業務区域(接 続対象地域) 事業開始年月日

日 本 電 信 電 話 ㈱電話 専用 ・庵 報
電信等

全国 60.4.1

長

距

離

系

第 二 電 電 ㈱ 電 話 専 用

デ ジ タ ル デ ー タ伝 送

専用:46都 道府県

電話:47都 道府県

専 用:6LlO.24

電 話:62.9.4

デ ジ タル:ヱ_皇3Ω

日 本 テ レ コ ム ㈱ 電 話 専 用

デ ジ タル デ ー タ伝 送

専用:46都 道府県

電話:47都 道府県

JR系:45都 道府県

専 用:61.8.1

電 話:62,9.4

JR系:62.4.1

テ'ジ タル:6.ll.10

日 本 高 速 通 信 ㈱電 話 専 用 専用:46都 道府県
電話:47都 道府県

専 用:6L11.11

電 話:62.9.4

衛系
星

㈱ 日 本 サ テ ラ イ ト シ ス テ ム ズ 専 用全国 元.4.16

宇 宙 通 信 ㈱専 用全国 元 。7.8

地

域

系

東 京 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク ㈱ 電 話 専 用 東 京、神奈川 、千葉、埼玉、
群 馬、栃木 、茨城 、山梨、

静 岡各都県

専 用:6L11.1

電 話:63.5.1

大 阪 メ デ ィ ア ポ ー ト(㈱専 用大 阪、京都 、兵庫 、滋賀、
奈 良、和歌 山、福井各府県

62.3.1

中 部 テ レ コ ミ ュ ー ケ ー シ 司 ン

シ ョ ン㈱

専 用 デ ジ タ ル
デ ー タ 伝 送

そ の 他

愛 知、岐阜 、三重、静 岡、

長野各県

専 用:63.6.ユ

デ ジ タル:4.4.1

1SDN:8.4.1

㈱ 四 国 情 報 通 信 ネ ッ トワ ー ク 専 用
デ ー タ 通 信

そ の 他

香川、徳島、高知、愛媛各県 専 用:元.10.2

デ ー タ:元,10.2

1SDN:8.3.31

九 州 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク ㈱ 宙寸 用 福 岡、佐賀、長崎、熊本、

大分、宮崎、鹿児島各県

元.11.1

北 海 道 総 合 通 信 網 ㈱専 用北海道 2.5.1

中 国 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク ㈱ 専 用 広島、岡山、山口各県 5.10.1

東 北 イ ンテ リ ジ ェ ン ト通 信 ㈱ 宙

■

寸 用
そ の 他

青森、岩手、秋田、宮 城、
山形、福鳥、新潟各県

専 用:6.6.1

1SDN:8.4.1

北 陸 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク ㈱ 専 用 石川、富山、福井各県 6」0.1

エ ル シ ー プ イ ㈱専 用 諏訪市、岡谷市等7市 町村 62.10.1

近 鉄 ケ ー ブル ネ ッ トワ ー ク㈱ 専 用 生駒市、奈良市 7.1.1

国

際

通

信

国 際 電 信 電 話 ㈱電 話 専用 電報
電信 データ通信等

全国 60.4.1

日 本 国 際 通 信 ㈱ 電 話 ・ 専 用

そ の 他

全国 専 用:元.4.1

電 話:元.10.l

ISDN:4.12.1

国 際 デ ジ タ ル 通 信 ㈱電 話 専 用

デ ー タ 通 信

そ の 他

全国 専 用:元.5.1

電 話:元.10.1

テ㌧ タ通 信:6.8.1

ファクシミリ:3・4・1

1SDN:5.4.1

携

帯

自

動

車

電

話

及

び

無

線

呼

出

し

等

エ ヌ テ ィ テ ィ 移 動 電

通信網㈱

.

話
(携 帯 自動 車等)

無 線 呼 出 し

群 馬、茨城 、栃 木、山梨、

埼 玉、千葉 、東 京、神奈川、

新 潟、長野 各都県

4.7.1

エ ヌ ・ テ ィ ・ テf北 海 道 電

移動 通信網㈱

.

話

(携 帯 自 動 車)

無 線 呼 出 し

北海道 5.7.1

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 東 北 電

移動通信網㈱

.

話

(携 帯 自 動 車)

無 線 呼 出 し

青 森、岩手、宮 城、秋 田、

山形、福 島各県

5.7.1

エ ヌ テ ィ テ ィ 東 海 電

移動通信網㈱

.

話

(携 帯 自動 車)

無 線 呼 出 し

愛知、静岡、三重、岐阜各県 5.7.1

エ ヌ テ イ ・ テ ィ 北 陸 電

移動通信網㈱

1

話

(携 帯 自動 車)

無 線 呼 出 し

富山、石川、福井各県 5.7.1

エ ヌ テ ィ ・ テ ィ 関 西 電

移動通信網㈱

.

話

(携 帯 ・ 自 動 車)

無 線 呼 出 し
.

大阪、京都、兵庫、滋賀、

奈良、和歌山各府県

5.7.1

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 中 国 電 話広 島 、 岡 山 、 山 口 、 鳥取 、 5.7.1
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一1 電気通信

(6年 度末現在)

会 社 名 役 務 の 種 類 業務区域(接 続対象地域) 事業開始年月日

及携

び帯

無 ・

線自
呼動

出車

し電

等話

移動通信網㈱ (携 帯 ・ 自 動 車)

無 線 呼 出 し

島根各県

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 四 国

移動通 信網㈱

電 話

(携 帯 自動 車)

無 線 呼 出 し

香 川、 愛媛 、徳 島、 高知各 県 5.7.1

エ ヌ ・ テ ィ テ ィ 九 州

移動 通信網㈱

電 話

(携 帯 自 動 車)

無 線 呼 出 し

福 岡、 佐賀 、長崎 、熊 本、

大 分、宮 崎 、鹿 児島 、沖縄

各 県

5.7.1

携

帯

・

自

動

車

電

話

日 本 移 動 通 信 ㈱電 話

(携 帯 ・自動車 等)

茨城、栃木 、群馬 、埼 玉 、千葉 、

東 京 、神奈 川 、山 梨、長野 、

岐 阜 、静 岡、愛知 、三 重各 都県

63.12.15

関 西 セ ル ラ ー 電 話 ㈱電 話
(携 帯 自動車 等)

大阪 、京都 、兵庫 、 滋賀、

奈良 、和歌 山各府 県

元.7.14

九 州 セ ル ラ ー 電 話 ㈱ 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

福 岡 、佐賀 、長 崎、熊 本 、

大分 、宮崎 、鹿 児島 各県

元.12.8

中 国 セ ル ラ ー 電 話 ㈱ 電 話

(携 帯 自 動 車)

広 島 、岡 山、山 口、 鳥取 、

島根各 県

元.12.8

東 北 セ ル ラ ー 電 話 ㈱ 電 話

(携 帯 自 動 車)

宮 城 、山形 、福 島、 新潟 、

青森 、秋 田、岩 手各 県

2.4.18

北 海 道 セ ル ラ ー 電 話 ㈱ 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

北海道 2.8.8

北 陸 セ ル ラ ー 電 話 ㈱ 電 話

(携 帯 自 動 車)

富山 、石 川、福 井各 県 2.9.28

四 国 セ ル ラ ー 電 話 ㈱ 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

香川 、愛媛 、徳 島、 高知各 県 2.12.7

沖 縄 セ ル ラ ー 電 話 ㈱ 電 話

(携 帯 自 動 車)

沖縄県 4,10.20

㈱ 東 京 デ ジ タ ル ホ ン電 話(携 帯) 関東1都6県 、 山梨 県、 長野 県 6.4.1

㈱ ッ ー カ ー セ ル ラ ー 東 京 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

関東1都6県 、山梨 県、 長野 県 6.6.1

㈱ 関 西 デ ジ タ ル ホ ン電 話

(携 帯 自 動 車)

大阪 、京 都、兵 庫 、滋賀 、

奈 良、和 歌山各 府県

6.5.16

㈱ ッ ー カ ー ホ ン 関 西 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

大阪 、京 都、兵 庫 、滋賀 、

奈 良、和 歌山各 府県

6.4.1

㈱ 東 海 デ ジ タ ル ホ ン電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

愛知 、静 岡、 三重 、岐阜 各県 6.7.26

㈱ ッ ー カ ー セ ル ラ ー 東 海 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

愛知 、静 岡、 三重 、岐阜 各県 6.7.7

㈱ デ ジ タ ル ッ ー カ ー 中 国 電 話

(携 帯 自 動 車)

鳥取 、島根 、岡 山、広 島、山口 、

各県

8.10.1

㈱ デ ジ タ ル ッ ー カ ー 九 州 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

福 岡、佐 賀、長 崎 、熊本 、

大分 、宮 崎、 鹿児 島、 沖縄各 県

8.5.1

簡

易

携

帯

型

電

話

シ

ス

テ

ム

(PHS)

㈱ ア ス テ ル 東 北電 話
(携 帯)

青森 、岩手 、宮 城、秋 田、山形 、

福 島、新潟各 県

皿
㈱ ア ス テ ル 東 京電 話

(携 帯)
茨城 、栃木 、群 馬、埼玉 、千葉 、

東 京、神奈 川、山梨 、静 岡各 都県
皿

㈱ ア ス テ ル 中 部電 話

(携 帯)
長野 、岐阜 、静 岡 、愛 知、三重

各県

8.4.1

㈱ ア ス テ ル 関 西電 話
(携 帯)

滋 賀、京都 、大 阪 、兵庫 、奈 良、

和歌 山各府県

7.10.4

㈱ ア ス テ ル 四 国電 話
(携 帯)

徳 島、香川 、愛 媛 、高 知各 県 皿
テ'イ テ'イ ー ア イ 北 海 道 ポ

ケ ッ ト電 話 ㈱

電 話
(携 帯)

北海道 皿
ヂ ィ ヂ ィ ア イ 東 北 ポ

ケ ッ ト電話㈱
電 話
(携 帯)

青森 、岩手 、宮 城 、秋 田 、山形 、

福 島各 県
皿

テ"イ ー テ'イ ア イ 東 京 ポ

ケ ッ ト電 話 ㈱

電 話

(携 帯)
茨城 、栃 木、群馬 、埼 玉 、千葉 、

東 京 、神 奈川 、山 梨、静 岡各都 県

7.7.31

テ'イ ー テ'イ ア イ 北 陸 ポ

ケ ッ ト電 話 ㈱

電 話
(携 帯)

富 山 、石 川、福井 各県 皿
ヂ イー テ'イ ア イ 東 海 ポ

ケ ッ ト電話㈱
電 話
(携 帯)

岐 阜 、静 岡、愛知 、三重各 県 皿
テ"イ ー テ'イ ー ア イ 関 西 ポ 電 話 滋賀 、京 都、大阪 、兵 庫 、奈 良、 7.10.31

㈱



1-1電 気通信事業等

(6年 度 末現在)

会 社 名 役 務 の 種 類 業務区域(接 続対象地域) 事業開始年月日

簡

易

携

帯

型

電

話

シ

ス

テ

ム

(PHS)

ケ ッ ト電話㈱ (携 帯 〉和歌山各府県

テ'イ テ"イ ア イ 中 国 ポ

ケ ッ ト電 話 ㈱

電 話
(携 帯)

鳥取 、島根、岡 山、広 島 、山 口、

各県
7.10.31

テ"イ ー テ"イ ア イ 四 国 ポ

ケ ッ ト電 話 ㈱

電 話
(携 帯)

徳 島、香川 、愛媛 、高 知各 県 遡
テ"イ ー テ'イ ア イ 九 州 ポ

ケ ッ ト電 話 ㈱

電 話
(携 帯)

福岡 、佐 賀、長崎 、熊 本 、大分 、

宮崎 、鹿 児島 、沖縄 各 県
皿

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 斗ヒ 海 道 ノ{
一 ソ ナ ル通 信 網 ㈱

電 話
(携 帯)

北海道 7.7.31

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 東 北 パ

ー ソ ナ ル通 信 網 ㈱
電 話
(携 帯)

青森 、岩 手、宮城 、秋 出、山形 、

福島 各県
7」0.31

1

エ ヌ ・ テ ィ テ ィ 中 央 パ
ー ソナル通 信網㈱

電 話

(携 帯 〉

茨城 、栃 木、群馬 、埼 玉、イ・葉 、

東京 、神 奈川 、山梨 、静岡各 都県
皿

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 斗ヒ 陸 ノ{

一 ソ ナ ル通 信 網 ㈱
電 話
(携 帯)

富山 、石 川、福井各 県 遡
エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 東 海 パ

ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱
電 話

(携 帯 〉
岐阜 、静 岡、愛知 、三重 各県 7.10.31

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 関 西 パ
ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱

電 話
(携 帯)

滋賀 、京都 、大阪 、兵庫 、奈良、

和歌 山各府県

7.10.31

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 中 国 パ
ー ソ ナ ル通 信 網 ㈱

電 話
(携 帯)

鳥取 、島根 、岡山、広島 、山口、

各県
皿

エ ヌ テ ィ ・ テ ィ 四 国 パ
ー ソナル通 信網㈱

電 話
(携 帯)

徳島、香川 、愛媛 、高知 各県 週
エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ 九 州 パ

ー ソ ナ ル 通 信 網 ㈱
電 話
(携 帯)

福 岡、佐賀 、長 崎、熊本 、大分 、
宮 崎、鹿児 島、沖縄各 県

7.10.31

1

簡無

易線

陸電

上話

(

移C

R

動P
)

十 勝 テ レ ホ ン ネ ッ ト ワ ー ク㈱ 電 話

(携 帯 自 動 車)
帯広市及びその周辺 元.11.28

㈱ テ レ コ ム 青 森 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

青森市 、弘前市 、五 所川原 市、

黒 石市 及び その周辺

2.8.30

釧 路 テ レ コ ム ㈱ 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

釧路市及びその周辺 2」1.1

山 ロ ニ ュ ー メ デ ィ ア
セ ン ター㈱

電 話
(携 帯 自 動 車)

山口市 、防府市 、宇 部市 、

新 南陽市 、徳 山市等5市3町

2.12.!

1

㈱ テ レ コ ム 八 戸

1

電 話

(携 帯 自 動 車)

八戸市及びその周辺地域 5.7.1

長 岡 移 動 電 話 シ ス テ ム ㈱ 電 話
(携 帯 自 動 車)

長岡市及びその周辺地域 5.7.1

テ レ ネ ッ ト 遠 州 ㈱ 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車 〉

浜松市及びその周辺地域 5,7.1

マ リネ ッ

ト電話

瀬 戸 内 マ リ ネ ッ ト ㈱ 電 話

(携 帯 ・ 自 動 車)

広島湾及びその海岸部 3.4.26

空電

港話

無
線

ア ビ コ ム ジ ャ パ ン ㈱ 電 話
(携 帯 自 動 車)

羽田空港 5.9.1

関 西 国 際 空 港 情 報 通 信
ネットワーク㈱

電 話
(携 帯 自 動 車)

関西国際空港 6.4.1

テ レター

ミナル

日 本 シ テ ィ メ デ ィ ア ㈱ テ"シ"タ ルテ"一 タf云 送

(携 帯 ・ 自 動 車 〉

東京23区及びその周辺 元.12.20

無

線

呼

出

し

北 海 道 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し北海道 62.10.1

東 北 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し青森 、岩 手、宮 城、 秋田、
山形 、福 島各県

62.12.21

栃 木 テ レ サ ー ビ ス ㈱ 無 線 呼 出 し栃木県 元.8.1

茨 城 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し茨城県 2.2.28

群 馬 テ レ サ ー ビ ス ㈱ 無 線 呼 出 し群馬県 63.ll.1

東 京 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し東京都 、神 奈川 県、千 葉県 、
埼玉 各都県

62」0.1

㈱ 山 梨 テ レ 通 信 無 線 呼 出 し山梨県 631013

㈱ 新 潟 テ レ サ ー ビ ス無 線 呼 出 し新潟県 63 4 1

㈱ 長 野 テ レ メ ッ セ ー ジ無 線 呼 出 し長野県 63 4 1

富 山 ペ ー ジ ン グ サ ー ビ ス ㈱ 無 線 呼 出 し富山県 63 3 17

石 川 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し石川県 2 9 10

福 井 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し福井県 63 3 1

静 岡 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し静岡県 63 3 25

中 部 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し愛 知、 岐阜 、三重 各県 62 10 1

関 西 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し大阪、 京都 、兵庫 、滋 賀、 62。10.1

姻



一1電 気通信

(6年 度末現在)

会 社 名 役 務 の 種 類 業務区域(接 続対象地域) 事業開 始年月日

無

線

呼

出

し

奈良、和歌山各府県

山 陰 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し鳥取、島根各県 2.8.1

㈱ 岡 山 テ レ メ ッ セ ー ジ無 線 呼 出 し岡山県 62.10.28

㈱ テ レ メ ッ セ ー ジ 広 島 無 線 呼 出 し広島県 62.10.28

山 ロ テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し山口県 63.10.1

㈱ 徳 島 テ レ メ ッ セ ー ジ無 線 呼 出 し徳島県 2.6.1

香 川 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し香川県 63.12.21

愛 媛 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し愛媛県 63.3.1

高 知 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し高知県 2.7.1

九 州 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し福岡県 63.2.22

佐 賀 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し佐賀県 63.3.1

長 崎 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し長崎県 63.6.1

㈱ 九 州 ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム 無 線 呼 出 し熊本県 62.9.1

大 分 テ レ メ ッ セ ー ジ ㈱ 無 線 呼 出 し大分県 2.4.1

㈱ 宮 崎 テ レ メ ッ セ ー ジ 無 線 呼 出 し宮崎県 2.11.1

㈱ 鹿 児 島 テ レ コ ー ル 無 線 呼 出 し鹿児島県 63,12.1

㈱ 沖 縄 テ レ メ ッ セ ー ジ 無 線 呼 出 し沖縄県 62.12.25

(注)1.業 務 区域(接 続対象地域)に は県域の一部のみを対象 とす る場合 を含む。 また、開業予定地域 を含む。

2.下 線 は事業開始予定月 日

3.国 際デジタル通信㈱のその他は、 ファクシミリ通信。

4.日 本通信衛星㈱(事 業開始 ・元年4月16日)及 び㈱サ テライ トジャパンは、5年8月17日 合 併 し、社名

を㈱ 日本サ テライ トシステムズに変更 した。

5.青 森 テレメッセージ㈱、岩手テレメッセー ジ㈱、宮城 テレメッセージ㈱、秋田レテメッセー ジ㈱、山形 テ

レメッセージ㈱及 び福島テレメッセージは、5年7月 合併 し、社名を東北 テレメッセージ とした。

資料1-2加 入電話契約数の推移

(単位:契 約)

年度末
区別

元 2 3 4 5 6

(9月 末)

加入電話合計 52,453,493 54,527,820
.

56,259,804 57,652,332 58,830,075 59,650,105

(注)単 独電話加入数に新第一種電気通信事業者分を含む。

資料1-3加 入電話 トラピックの推移

年度
区別

元 2 3 4 5

通話回数

(百万回)

区 域 内 49,497 50,030 50,800 50,391 51,282

100kmま で 17,779 18,766 19,561 20,182 21,143

100km超 5,928 6,266 6,511 6,676 7,Ol7

合 計 73,204 75,062 76,873 77,250 79,443

通話時間

(万時間)

区 域 内 200,894 206,236 213,019 214,037 218,138

100kmま で 96,308 102,625 108,834 ll3,268 ll7,937

100km超 35,102 37,140 39,310 41,263 43,316
合 計 332,304 346,001 361,163 368,566 379,391
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1-1電 気通信事業等 一

資料1-4加 入電話の都道府県間通話の交流状況

総発信量
(単位:百 万回)

通曇の相手先の上位都道府県() は各県に着信する 数
1位 2位 3位 4位 5位

(北 海 道)

北 海 道3,627

(東 北)

青 森733

岩 手665

宮 城1,446

秋 田624

山 形667

福 島1,127

(関 東)

茨 城1,497

栃 木1,047

群 馬1,088

埼 玉3,272

千 葉2,953

東 京12,166

神 奈 川4,729

山 梨545

(信 越)

新 潟1,295

長 野1,190

(北 陸)

富 山604

石 川718

福 井496

(東 海)

岐 阜1,ll7

静 岡2,208

愛 知4,282

三 重956

(近 畿)

滋 賀637

京 都L670

大 阪7,668

暴 豊2・lll
和歌山631

(中国)

鳥 取327

島 根396

岡 山1,193

広 島1,846

山 口875

(四国)

徳 島454

香 川620

愛 媛871

高 知496

(九州)

福 岡3,523

佐 賀431

長 崎882

熊 本1,098

大 分781

宮 崎726

鹿児島1,076

沖 縄825

北海道(3,451)

馨llll;
宮 城(1,193)

秋 田(546)

山 形(580)

福 島(960)

茨 城(1,182)

栃 木(833)

群 馬(876)

埼 玉(2,272)

千 葉(2,160)

東 京(8,941)

神 奈 川(3,506)

山 梨(453)

新 潟(1,140)

長 野(1,021)

富 山(512)

石 川(602)

福 井(423)

岐 阜(887)

静 岡(1,898)

愛 知(3,621)

三 重(787)

滋 賀(473)

京 都(1,279)

大 阪(6,154)

兵 庫(2,ll5)

奈 良(489)

和 歌 山(527)

鳥 取(267)

島 根(335)

岡 山(1,016)

広 島(1,578)

山 口(738)

徳 島(391)

香 川(506)

愛 媛(763)

高 知(445)

福 岡(3,029)

佐 賀(345)

長 崎(773)

熊 本(961)

大 分(682)

宮 崎(643)

鹿 児 島(961)

沖 縄(785)

東 京(70)

宮 城(19)

宮 城(31)

東 京(57)

東 京(17)

喜 劉1;;

東 京(118)

東 京(70)

東 京(66)

東 京(600)

東 京(461)

神 奈 川(760)

東 京(757)

東 京(42)

東 京(55)

東 京(59)

石 川(28)

富 山(24)

石 川(17)

愛 知(140)

東 京(93)

岐 阜(131)

愛 知(77)

京 都(58)

大 阪(173)

兵 庫(345)

大 阪(332)

大 阪(ll8)

大 阪(60)

島 根(16)

広 島(17)

広 島(44)

大 阪(42)

広 島(47)

香 川(18)

大 阪(22)

香 川(25)

香 川(10)

東 京(60)

福 岡(52)

福 岡(50)

福 岡(59)

福 岡(45)

福 岡(20)

福 岡(28)

東 京(11)

神 奈 川(14)

東 京(17)

東 京(19)

福 島(37)

宮 城(14)

東 京(20)

東 京(43)

千 葉(52)

埼 玉(30)

埼 玉(44)

千 葉(70)

埼 玉(69)

埼 玉(597)

千 葉(68)

神 奈 川(ll)

埼 玉(12)

愛 知(17)

東 京(14)

福 井(15)

大 阪(14)

東 京(19)

愛 知(63)

東 京(107)

大 阪(25)

大 阪(48)

滋 賀(51)

東 京(204)

東 京(47)

京 都(22)

東 京(7)

大 阪(10)

鳥 取(13)

大 阪(36)

山 口(39)

福 岡(30)

大 阪(14)

愛 媛(19)

大 阪(18)

大 阪(9)

熊 本(58)

長 崎(ll)

佐 賀(11)

東 京(12)

熊 本(10)

鹿 児 島(18)

宮 崎(18)

福 岡(8)

大 阪(ll)

蕪 一1;
岩 手(30)

山 形(ll)

神 奈 川(5)

神 奈 川(ll)

埼 玉(36)

群 馬(27)

栃 木(29)

神 奈 川(67)

神 奈 川(65)

千 葉(466)

埼 玉(66)

埼 玉(8)

長 野(ll)

新 潟(17)

大 阪(10)

大 阪(15)

東 京(8)

大 阪(15)

神 奈 川(47)

大 阪(74)

東 京(15)

東 京(10)

東 京(32)

京 都(166)

京 都(28)

景轍1;

広 島(9)

大 阪(8)

東 京(17)

岡 山(38)
大 阪(12)

東 京(6)

徳 島(14)

東 京(ll)

愛 媛(7)

佐 賀(48)

東 京(4)

東 京(10)

鹿 児島(10)

東 京(8)
能 本(9)

熊 本(15)
大 阪(5)

千 葉(9)

北海道(6)

山 形(8)

山 形(25)

岩 手(6)

福 島(5)

埼 玉(10)

栃 木(29)

茨 城(27)

新 潟(15)

群 馬(48)

茨 城(53)

大 阪(191)

静 岡(47)

静 岡(7)

神奈川(ll)

神奈川(12)

愛 知(8)

東 京(15)

愛 知(7)

三 重(6)

大 阪(17)

三 重(73)

岐 阜(7)

愛 知(7)

兵 庫(28)

奈 良(121)

岡 山(16)

東 京(8)

奈 良(5)

岡 山(6)

東 京(5)

兵 庫(16)

東 京(32)

東 京(ll)

兵 庫(4)

東 京(ll)

広 島(10)

東 京(5)

大 阪(45)

大 阪(3)

大 阪(6)

大 阪(8)

大 阪(6)

東 京(8)

東 京(13)

神 奈川(3)
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一1電 気通信

資料1-5種 類別公衆電話数の推移

(注)()内 は、カード公衆電話の再掲である。

資料1-6船 舶電話契約数の推移

(注)()は 、利用休止分の再掲であ る。

資料1-7航 空機公衆電話数の推移

資料1-8一 般専用サービス回線数の推移

(単位:台

年度末
区別

元 2 3 4 5 6

(9月 末)

街頭公衆電言舌 679,929

(530,031)

726,343

(641,393)

749,022

(695.151)

770,363

(743,816)

786,123

(776,375)
795,827

(790,167)
店頭公衆電話 149,536 106,394 82,102 57,045 35,168 ll,977

合 計 829,465 832,737 831,124 827,408 821,291 807,804

年度末
区別

元 2 3 4 5 6

(9月 末)

契約数 19,620

(3.043)

21,194

(3,613)

22,082
(3.916)

22,830

(4.334)

23,067
(4.652)

23,023
(3,966)

(単位:台)

年度末
区別

元 2 3 4 5 6

(9月 末)

航空機公衆電話 111 132 149 185 207 214

年度末
区 別

元 2 3 4 5 6

(9月 末)

帯

域

品

目

自
由
利
用

3.4kHz 296,061 333,591 356,779 366,889 375,123 379,970
3.4kHz(S) 5,902 7,451 8,294 8,634 8,655 8,623
48kHz 131 一 一 一 一 一

240kHz 12 一 一 一 一 一

目
的
利
用

音 声 伝 送 279,583 293,873 305,237 311,347 306,619 302,927
音 楽 放 送 207 201 202 211 207 198
AM放 送 419 448 469 461 422 419
FM放 送 32 32 34 32 32 28
そ の 他 1,758 1,699 1,322 959 744 582
小 計 584,105 637,295 672,337 688,533 691,802 692,747

符

号

品

目

50b/s 200,815 220,468 239,184 255,949 270,558 275,226
100b/s 391 一 一 一 一 一

200b/s 4,464 一 一 一 一 一

300b/s 120 一 一 『 一 一

1,200b/s ll,274
一 『 一 一 一

2.400b/s 7,523 5,483 5,068 5,420 5,686 5,729
4.800b/s 6,841 7,185 8,747 8,831 8,596 8,632
9,600b/s 17,581 24,847 32,595 38,201 42,925 44,511
そ の 他 146 16,020 16,583 16,029 16,396 16,686
小 計 249,155 274,003 302,177 324,430 344,161 350,784
合 計 833,260 911,298 974,514 1,012,963 1,035,963 1,043,531

(注)1.NTTと 新 事業者 との合計値である。

2.エ ヌ ・テ ィ・ティ ・データ通信㈱ の分離 によ りNTTと エ ヌ ・ティ ・テ ィ ・データ通信㈱ との

契約数が含 まれている。

3.48、240kHz及 び100～1,200b/sは 、2年 度か ら 「その他」 に含 めている。
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1-1電 気通信事業等 一

資料1-9高 速デジタル専用線サービス等の回線数の推移

年度末

区別

元 2 3 4 5 6

(9月 末)

高速デジタル伝

送サービス

64kb/s 1,614 2,645 4,647 7,626 ll,770 !4,796
128kb/s 一

4 173 516 1,460 2,213

192kb/s 1,240 1,548 1,828 2,231 2,501 2,574

256kb/s 2 8 105 281 590 725

384kb/s 1,745 2,167 2,522 2,850 2,934 2,952
512kb/s 一 8 92 234 434 546
768kb/s 1,936 2,295 2,567 2,704 2,727 2,685
lMb/s } 5 52 162 287 412

1.5Mb/s 1,432 1,793 2,ll7 2,322 2,389 2,409
2Mb/s 一

1 2 1 1 2

3Mb/s 320 474 568 645 657 701
4.5Mb/s 一 5 23 44 79 100

6Mb/s 339 422 499 529 606 681

小 計 8,628 11,375 15,195 20,145 26,435 30,796

超高速デ ジタル
伝送サービス

32Mb/s 一
0 1 2 2 3

150Mb/s 一 一 『 一
1 1

衛星デジタル専

用線サービス

6.4kb/s 1 0 0 0 0 0

192kb/s 0 4 4 4 2 2

384kb/s 0 0 0 2 2 2

768kb/s 2 0 2 0 0 0

1.5Mb/s 4 4 4 0 0 0

6Mb/s 一 一 一 一 一 一

衛星ビデオ通信サービス 4 2 5 6 6 7

テレビジョン放送中継

(端末 回線数)

647 680 703 719 734 736

映 像 伝 送 サ ー ビ ス 1,408 1,740 2,076 2,419 2,779 2,863

無 線 専 用 サ ー ビ ス

(契 約 数)

517 513 501 496 491 489

(注)1.NTTと 新事業者 との合謂 直であ る。

2.エ ヌ ・ティ ・ティ ・データ通信㈱の分離によ りNTTと エ ヌ ・ティ ・ティ ・データ通信㈱ との契約数が含 まれている。

3.衛 星デジタル伝送サー ビスの6Mb/sは 、 元年5月1日 廃止された。
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一1電 気通信

資料1-10 回線交換サービス及びパケッ ト交換サービスの契約数の推移

年度末
区 別

元 2 3 4 5 6

(9月 末)

回

線
交

換
サ
1

ビ

ス

200b/s

300b/s
1,200b/s

2,400b/s
4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

16

0

11

112

1,614

6,428

1,280

14

0

9

101

1,482

6,48ユ

771

14

0

7

99

1,289

6,360

679

2

0

0

67

1,081

5,934

443

3

0

6

28

610

5,267

378

2

0

6

27

338

5,029

365

合 計 9,461 8,858 8,448 7,527 6,292 5,767

パ

ケ

ツ

ト

交

換
サ
1

ビ

ス

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

(97)
98

(15,065)
15,134

(123,810)
124,426
(1,021)
9,558

10,058

20,078

1,672

(106)
107

(14,859)
14,927

(174,060)
174,375
(1,306)
10,339

11,019

25,698

2,222

(170)
171

(9,820)
9,847

(276,400)
276,626
(1,798)
9,933

8,962

27,317

2,843

(247)
247

(8,105)
8,ll3

(329,148)
329,295
(1,908)
8,393

7,277

26,358

3,394

(253)
253

(5,797)
5,805

(363,246)
363,388
(!,537)
6,678

6,282

24,104

4,033

(263)
263

(5,894)
5,898

(385,902)
386,042
(1,715)
6,960

6,071

22,472

4,186
合 計 (139,993)

181,024
(190,331)
238,687

(288,188)
335,699

(339,408)
383,077

(370,833)
410,543

(393,774)
431,892

(注)パ ケ ット交換サービスについては、昭和60年4月 か ら電話網接続のサービス(第2種)が 開始 され、()内 は第2種 サービスの

再掲である。

資料1-11国 際電話 トラ ピックの推移

年度
区分

元 2 3 4 5

通信回数

(百万回)

発信 166.8 206.4 246.4 267.7 291.8

着信 152.6 176.1 198.9 213.7 234.7

通信分数

(百万分)
発信 701.4 937.4 1,160.5 1,288.5 1,411.2

着信 653.9 746.7 836.8 891.5 981.2

資料1-12国 際専用回線数の推移

年度末
区別

元 2 3 4 5

音 声 級 回 線 767

(54)
645

(71)
539

(69)
435

(64)
328

(70)
電 信 級 回 線 394 362 300 268 245

)
中 ・高速符号伝送用回線 394

(83)

625

(177)
825

(253)
951

(308)

llO3

(337)
合 計 1,555

(137)
1,632
(248)

!664

(322)
1654

(372)

1676

(407)
(注)()内 は新事業者の再掲である。
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1-1電 気通信事業等 一

(2)第2種 電気通信事業

資料1-13特 別第二種電気通信事業者の概要

会 社 名 電気通信役務の種類

㈱ インテ ック 音 声 、 画 像 、 テ㌧ タ、 複 合

沖電気工業㈱ 音 声 、 画 像 、 デ ー タ

エヌ・ティ・ティ・インターネット㈱ デ ー タ

日本通信 ネ ッ トワー ク㈱ 音 声 、 画 像 、 デ ー タ

㈱ アイネス デ ー タ

エヌ・ティ・ティ・テ㌧ タ通 信 ㈱ デ ー タ、 複 合

三菱電機情報ネットワーク㈱ 音 声 、 画 像 、 テ㌧ タ、 複 合

日本 ユニシス情 報 システム㈱ 画 像 、 デ ー タ、 複 合

新 日鉄情報通信システム㈱ 音 声 、 画 像 、テ㌧ タ、 複 合

松下電器産業㈱ 音 声 、 画 像 、 デ ータ、 複 合

㈱東芝 デ ー タ、 複 合

㈱豊通テ レコム 音 声 、 デ ー タ

1㈱日立情報システムズ デ ー タ

日本電気㈱1 音 声 、 画 像 、テ㌧ タ、 複 合

ネ ッ トワ ー ク情 報 サービ ス㈱ 音 声 、 画 像 、 デ ー タ

国際ヴァン㈱ 画 像 、 デ ー タ

日 本 イー舌ヌエス・エイティアンド ティ㈱ 音 声 、 画 像 、 デ ー タ

㈱ 日立情報 ネ ッ トワーク 音 声 、 デ ー タ、 複 合

㈱野村総合研究所 デ ー タ

㈱ 日本総合研究所 画 像 、 デ ー タ

日 本 アイ・ヒ㌧ ・エム・サービ ス㈱ デ ー タ

㈱日本経済新聞社 画 像 、 デ ー タ

エヌ・アイ・アント"・シー・インターナショナル(株) 画 像 、 デ ー タ

㈱電通国際情報サービス デ ー タ

バ イ テ ル ・ジ ャパ ン㈱ デ ー タ

㈱ 日本スプ リン ト 画 像 、 デ ー タ

共同ヴァン㈱ 音 声 、 画 像 、 テ㌧ タ、 複 合

㈱東洋情報システム 画 像 、 テ㌧ タ、 複 合

富士通㈱ 音 声 、 画 像 、 テ㌧ タ、 複 合

㈱ リ ク ル ー ト 音 声 、 画 像 、 テ㌧ タ、 複 合

㈱大和総研 デ ー タ

日 本 デ ジ タルエクイッフ.メント㈱ デ ー タ

フ ァス トネ ッ ト㈱ 画 像 、 デ ー タ

日 本 ケーブ ル・アンド ・ワイヤレスシーエステ1レ㈱ 画 像 、 デ ー タ

シンコーテ"イア シ"ヤハ。ン(株) 音 声 、 デ ー タ

ファックス インターナショナル ジ ャハ.ン㈱ 画像

㈱ ケイデ ィデ ィテレサーブ デ ー タ

ドイツテ レコム㈱ 画 像 、 デ ー タ

ソシエテ・アンテルナショナル・ト"・テレコミュニカシオン・

アエロノーティク

画 像 、 デ ー タ

㈱ インターネットイニシアティブ デ ー タ

テルストラ ・コーホ.レ ーション 。リミテット" 画像
アイ ・ティ 。シ"エ ー 。インテリシ"エ ント・テレコム デ ー タ

ク ラ ル ・ニ ッセ イ㈱ 画像

東京 インターネッ ト㈱ デ ー タ

(注)平 成7年4月1日 現在44社(う ち国際VAN31社)
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資料1-14一 般第二種電気通信事業の電気通信役務別企業数

(6度 末現在)

役 務 音声伝送 画像伝送 データ伝送 複 合 合 計
企 業 数 1,273 322 751 1922,538

(注)複 数役務の届出事業者があるため、合計が事業者数計を超えている。

資料1-15一 般第二種電気通信事業者の業種別分類

(6年 度末現在)

従来か らオン

ラインの受諾

計算サービス

などを行って
いる情報通信

業者

卸売業、倉庫

業など流通関
係の業務に携
わっているも
の

宅配貨物
な ど を

扱ってい
る運送会

社

出版、広

告関係の
会社

電子機器

の製造、

販売、 ソ

フ トウェ

アの開発

総合商社 そ の 他 計

384 79 19 32 166 13 1,370 2,063

(注)外 国企業の参入動向については、子会社を通しての参入(出資)、 日本企業 との合弁、業務提携による参入を行なっている企業が10

社程度ある。

資料1-16一 般第二種電気通信事業者の適用業務別分類

(6年 末現在)

小売店 と問屋間の受発注データ等の伝送 ・交換を行うもの(流通業務関係) 287社

宅配貨物の輸配送情報等の伝送 ・交換を行 うもの(運 送業務関係) 38社

信販会社 と加盟店問の売上データ等の伝送 ・交換やクレジット会社相互間の
資金決済情報の伝送 ・交換をおこなうもの(金 融業務関係)

48社

い わゆるボ イス メールサ ー ビス を提供するもの 689社

パ ソコン間 を結ぶ電子 メール、伝言板サービス等 を提供するもの 221社

専用線の単純再販を行うもの 167社

その他 1,068社

(注)1社 で2以 上の業務 を行 なっている場合は、 それぞれに計上 してい る。
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資料1-17一 般第二種電気通信事業者の本社所在地都道府県別分類

(6年 度末現在)

都道府県名 事業者数 都道府県名 事業者数 都道府県名 事業者数

北海道 69 石川県 31 岡山県 31

青森県 14 福井県 16 広島県 39

岩手県 10 山梨県 8 山口県 16

宮城県 23 長野県 24 徳島県 7

秋田県 9 岐阜県 33 香川県 18

山形県 9 静岡県 45 愛媛県 20

福島県 26 愛知県 99 高知県 10

茨城県 13 三重県 10 福岡県 77

栃木県 12 滋賀県 6 佐賀県 9

群馬県 21 京都府 52 長崎県 23

埼玉県 50 大阪府 266 熊本県 23

千葉県 41 兵庫県 47 大分県 12

東京都 647 奈良県 14 宮崎県 11

神奈川県 68 和歌山県 14 鹿児島県 21

新潟県 22 鳥取県 6 沖縄県 17

富山県 17 島根県 7 合計 2,063

(3)有 線放送電話事業

資料1-18有 線放送電話施設数、端末設備数及び利用者数の推移

年 度 末 施 設 数 端末設備数 利 用 者 数

元

2

3

4

5

575(2)
544(2)
495(3)
463(1)
419(3)

1,305,123

1,241,272

1,129,447

1,076,812

994,828

124

118

107

102

94

(注)1.有 線放送電話は、放送 と通話の二つの機能を兼ね備えたメデ ィアであり、農山漁村地域におい
て簡易な情報伝達手段おいて簡易な情報伝達手段 として利用されている。

2.施 設数中の()内 は、各年度における新施設数の再掲である。

3.利 用者数の単位は万人である。
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資料1-19都 道府県別有線放送電話施設数及び端末設備数

(5年 度末現在)

都道府県 施設数 端末設備数 都道府県 施設数 端末設備数

北 海 道

青 森
岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬
埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
山 梨
新 潟
長 野
富 山
石 川
福 井
岐 阜
静 岡
愛 知
=重

3

1

14

5

2

7

12

4

2

13

6

2

2

5

7

14

62

2

4

6

14

21

16

7

3,153

1,422

36,208

7,637

2,838

15,125

!6,788

6,802

3,492

22,070

6,755

4,757

4,064

9,232

6,829

27,139

204,018
1,328

7,431

11,901

39,234

68,296

41,422

18,654

■

滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
徳 島

香 川
愛 媛
高 知
福 岡
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿 児 島
沖 縄

23

8

1

21

3

12

1

18

13

10

23

11

12

13

4

3

0

1

6

1

0

2

2

71,710

11,377

386

59,731

3,173

26,588

1,922

57,622

20,777

24,146

36,161

17,089

38,532

22,092

7,329

8,205

0
492

12,697

1,096

0
3,076

4,0321合 計
419 994,828

(4)電 気通信に関する資格制度

資料1-20電 気通信主任技術者試験の合格者数

下段は合格率(%)
兀
一企 度

2任 度 3在 度 4在 度 5任 度 6企 度

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回

第一種伝
送交換主
任技術者

1,106

19%

1,188

21%

621

14%

477

11%

760

21%

774

20%

694

19%

481

13%

377

12%

639

21%

390

14%

413

14%

第二種伝
送交換主
任技術者

129

14%

99

14%

92

15%

36

6%

72

14%

66

13%

69

15%

48

12%

52

11%

49

12%

56

12%

30
7%

線路主任
技 術 者

523

24%

393
18%

283

15%

264

15%

197

16%

271

19%

298

25%

168

14%
153
16%

244

27%

143

16%

153

18%

合 計 1,758

20%

1,680

20%
996
14%

777

11%

1,029

19%

1,111

19%

1,061

20%
697
13%

582
13%

932
21%

589
14%

596

14%
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資料1-21工 事担任者試験の合格者数

下段は合格率(%)
一

兀
一在 度

2住 度 3在 度 4任 度 5住 度 6年 度
一

第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回 第2回 第1回
一

アナログ

第1種

1,643
21%
1,622

25%

1,606

23%

1,319

23%

1,635

27%

1,626

28%

!,795

28%

1,489

26%

1,205

20%

1,373

23%

1,560

25%
一

アナログ

第2種

2,312

15%

1,700

16%

1,658

14%

1,378

16%

1,378

14%

1,444

17%

1,456

14%

1,166

14%

1,201

14%

1,070

14%

1,965

19%
■

アナログ

第3種

4,177

18%

4,ll9

22%

3,625

16%

3,225

18%

2,835

15%

3,462

21%

3,286

19%

2,688

17%

2,519

16%

2,451

16%

3,937

25%

デジタル

第1種

3,433
21%

3,210

23%

2,999

19%

2,655

18%

3,861
23%

4,018

25%
3,233
19%
3,032
20%

2,894

18%

2,690

18%

2,894

16%

デジタル

第2種

174

8%

138

10%

148

10%

126

10%

103

7%

170

14%

132

10%

106

10%

104

9%

119

10%

137

9%

合 計 ll,739
18%

10,789

21%
10,036

17%

8,703

18%

9,812

18%

10,720

23%
9,902
19%
8,481
19%

7,923

17%

7,703

17%

lO,493

20%

1-2自 営電気通信

資料1-22航 空交通管制業務用自営電気通信の利用状況

区別 概 要 国 内 用 国 際(又 は洋上)用

移

動

業

務

用

地上の管制機関が航行中の

航空機に対 し、航空機相互間

の安全間隔の設定、離着陸及

び進入降下の指示、 レーダに

よる誘導等を行 うもの。

東京、福岡、札

幌及び那覇の各航

空交通管制部、関

西広域ターミナル

レーダシステム並

びに各空港の管制

機関の設定。

新東京国際空港及び那覇

空港の各管制機関に設定。

固

定

業

務

用

航空路管制機関が自己の管

制空域を飛行する航空機を隣

接する管制機関へ移管するた

め隣接管制機関との間で行う

もの。

東京、福岡、札

幌及び那覇の管制

機関相互に設定。

設定 な し。

(注)航 空交通管制業務用通信は、航行中の航空機の衝突を防止し、航空交通の秩序正しい流れを保つために行な

われる通信である。
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資料1-23飛 行場情報提供用通信及び航空路情報提供通信の利用状況

区 別 概 要 無線局の種別 施 設 数
5年度末 6年 度末

音

声

系

飛 提 一

行 供A

場 用T

情 通1

報 信S
)

航空機が特定の空港で離着陸する際に必要

な風速、風向、視程、飛行場の状態、航空保

安用施設の運用状況、使用滑走路等の情報 を

連続 して提供するもの。

特別業務の局 22 23

航 提

空 供 武

路 用E

情 通1

報 信S
)

飛行中の航空機(飛 行場に離着陸 しようと

する航空機を除く。)に 対 して気象情報等航
,

行の安全 に必要な情報 を提供す るもので、航

空機から要求 された情報及び当該機に必要 と

思 われる情報を提供 し対空送受信を行 うもの

と、連続的に情報の提供のみ を行 う対空送信

(放送)を 行うものとがある。

航空局

(対空送受信)

特別業務の局

(対空送信)

25

6

26

6

デ

ー

タ

系

ATIS

AEIS

上記の飛行場情報 ・航空路情報を、航空機

からの要求に基づいて、データ通信によって

提供するもの。

航空局 39 41

(注)飛 行情報業務通信は、航行の過程において必要な気象情報、航空保安施設の運用状況等を得るためのものであり、

飛行場1青報提供用通信及び航空情報提供用通信がある。

資料1-24航 空運送事業用通信の利用状況

区 別 概 要

固

定

通

信

系

定 者
期 の
航 業
空 務
運 用
送 通
事 信
業

国内路線 定期航空運送事業者は、本社、支店、営業所及び旅行代理店の各

部門の端末機 と計算機セ ンターの大型 コンピュータとを専用線で結
ぶデータ通信 システムを導入 し、座席予約、運行情報、フライ トプ

ラン、気象情報等の各情報を伝送するほか、資材管理や営業統計の

分析等に も利用 している。

国際路線 海外の国際路線就航機の乗 り入れ地等については、国際電気通信

回線又は、SITA(国 際航空通信共同体)の 回線 を利用 して、テ レタ

イプ系を含めたデータ通信網が形成 されている。

移

動

通

信

系

航 の
空 運
運 航
送 管
事 理
業 通
用 信

航空運送事業者は、国内では、 自己の事業用 としてそれぞれ航空局、航空機局

を開設 し、VHF帯 の周波数 を用いて音声又はデータによる運行管理通信を行っ

ている。また、国際間では外国企業の無線局を介 してVHF帯 及 び短波帯の周波

数 によ り行っている。

なお、新東京国際空港及び那覇空港においては、航空局の免許を受けた電気通

信事業者から通信サービスを受けることにより運行管理通信 を行っている。

航 用 の 通
空 事 業 信
機 業 務
使 等 用

警察庁、海上保安庁等の国の機関は治安維持、捜索救難等を目的として、また、
各種の航空機使用事業者等は広告宣伝、農薬散布、写真撮影、報道取材等を目的
としてそれぞれ航空機を運行 しており、いずれも航空局及び航空機局を開設し、
通信を行っている。

空 陸
港 上
内 移
に 動
お 通
け 信
る

航空運送事業者や航空関係機関等は、航空機の整備、駐機場の管理、搭乗者の

誘導、積載物の取扱いその他空港の管理運営等 に関する通信を行 うことを目的と
して、管理部門(主 として基地局)と 作業現場(移 動局)と の間等で移動通信 を

行 っている。

なお、新東京国際空港及び東京国際空港では、マルチ ・チ ャンネル ・アクセス

方式(MCA)で 、 また、那覇、大阪、名古屋及び新潟空港等の19空 港では、1周

波単信方式によ り電気通信事業者の空港無線電話サービスを受けることによって

移動通信を行っている。

衛

星

系

航 業 管
空 用 理
運 の 通
送 運 信
事 航

航空運送事業者は、 インマルサ ット衛星を利用 して、長距離国際路線の運行管

理通信 を行 っている。なお、この通信 は、航空地球局及び航空機地球局の免許を

受けた電気通信事業者(KDD)か ら航空衛星通信サー ビス(デ ー タ通信及 び電

話サービス)を 受 けることにより行われている。
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資料1-25船 舶に開設された海上移動業務用無線局等の数

区 別 4年度末 5年度末
増 減 率(%)

▲ は マ イ ナ ス

商船(特 定 船舶 局 を除 く。) 6,101 6,120 0.3

漁船(特 定船舶 局 を除 く。) 8,401 7,856 ▲6.5

特定地球局(マ リンVHF局 を除 く。) 75,917 71,980 ▲5.2

船 舶 地 球 局 1,342 1,339 ▲0.2

無 線 航 行 移 動 局 7,812 8,715 11.6

遭 難 自 動 通 報 局 330 262 ▲20.6

マ リ ンVHF局 199 976 390.5

資料1-26海 上運送事業用通信の利用状況

外

航

海

運

用

通

外航船舶は、一般に、モールス電信を中心 とした無線通信設備、VHF無 線電話、

インマルサッ ト・システムのほか、 レーダ、ファクシミリ受信機等各種の無線設備を

備 え、航行の安全等の通信 を内外の海岸局と行うとともに、気象、海象等必要な情報

報 を受信 している。

1992年2月 からは、モールス電信に代えて衛星通信やデジタル通信技術等を利用 し迅

速で効果的な捜索援助活動を目指 した 「海上における遭難及び安全に関する世界的な

制度GMDSSが 噺入されている。

日本周辺海域を航行する内航船舶は、沿岸無線電話やVHF無 線電話により通信 を

行っている。 また、無線設備の設置が強制される義務船舶局等では、GMDSSが 導

入 されている

資料1-27漁 業用通信(船 舶局)の 利用状況

区 別 概 要

沿 沖

岸 及 合

漁 び 漁

業 業

沿岸漁業に従事する小型漁船には、27MHz帯 の周波数を使用するDSB(両 側波帯

通信方式)の 無線電話設備が主に設備 されている。また、沖合漁業に従事する漁船

には、中短波帯から27MHz帯 の周波数を使用するSSB(単 側波帯通信方式)の 無線

電話設備が設備 されている。

遠

洋

漁

業

遠洋漁業の中 ・大型漁船には、中波帯からVHF帯 までの無線電信 ・電話が設置

され、僚船相互間及び所属海岸局 との間で無線通信が行われてお り、近年はインマ

ルサ ット・システムを利用するものも増大 している。 また、義務船舶局では、GM

DSSが 導入されている。
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資料1-28警 察用自営電気通信の利用状況

交 通
通
情
報
用 信

国 通
際
墾

察 信

警察通信網は、警察庁一管区警察局一都道府県警察本部間の幹線系マイクロ
ウェーブ回線及び都道府県警察本部一警察署一交番 ・駐在所間の専用回線等に

より構成されている。

災害時における通信の確保に万全を期するため、重要回線については2ル ー ト
化 を行っているほか、通信衛星を利用 した回線 も使用 している。

移動通信系には、車載通信系、携帯通信系、署活系等、用途に応 じた通信系があ

り、これらの通信系には、データ通信等に優れたデジタル方式も導入されている。

カーラジオを通 じて車両の ドライバーに道路交通情報を提供する路側通信シ

ステムを、経路選択が可能な特定区間において運用 している。

また、交通情報収集用として、マイクロウェーブを利用 した高機能な車両感知

器を導入 している。

国際間の犯罪情報の交換 を迅速に行なうため、国際刑事警察機構i(ICPO)専
用通信網 に加入 し、短波 による自営通信回線及び電気通信事業者の回線を利用し
て世界中の同機関加盟各国と通信を行っている。

警察電話は、全国の警察機関の間を結ぶ専用システムであり、警察活動を支え
る重要な情報連絡手段であることから、交換機の高度化、良好な通話品質の確保、

回線網の増強を推進 している。

資料1-29水 防 ・道路用通信の利用状況

建設省では、マイクロ波を利用 した多重無線通信回線網によ り建設本省
と施設等機関、8地 方建設局及 び北海道開発 局、沖縄総合事務所並びに工

事事務所、ダム管理所、出張所、都道府県など約900か 所 を接続 してい る。
このほか、洪水予報、水防警報、道路管理に必要な水位 ・雨量情報等を伝

送 ・収集するためのテ レメータ用無線局及びダムの放流警報を通報する

ためのテレコントロール用無線局 としてVHF・UHF帯 に よ り約5,000

局 を運用 してい る。

衛 通 建 設 省 で は民 間 通 信 衛 星 を利 用 す る こ とに よ り、 建 設 本 省 、6地 方 建 設

信 局 、北 海 道 開発 局 及 び沖 縄 総 合 事 務 所 の 固 定 型 地 球 局 、また、9局 の可 搬 型

星 系 地球 局 を結 んで 、多 重 無 線 通 信 回線 網 の バ ック ア ップ及 び災 害 現 場 か らの

画像 伝 送 を行 って い る。

移 通 建 設 省 で は、約10,000局 の 移 動 系 無 線 局 を運 用 してお り、 新 た な移 動 通

信 信 シス テ ム と して 、MCA方 式 を採 用 して多 重 無 線 通 信 回線 網 と統 合 的 に

動 系 運用 す る建 設 省 陸 上 移 動 通 信 シ ス テ ム(K-COSMOS)の 整 備 を進 め て い る 。

路 通 建 設 省 及 び公 団 等 の 道 路 管 理 者 は、路 側 通 信 シ ス テ ム を設 置 ・運 用 し、

側 信 カー ラ ジ オ を通 じて 道 路 情 報 を提 供 してい る。

建 設 省 で は、 洪 水 予 報 、水 防 警 報 及 び道 路 管 理 に必 要 な 降雨 雪 状 況 を広

域 かつ 面 的 に把 握 す るた め 、 レー ダ雨 雪 量 計 と して5GHz帯 の無 線 局23局 を

運用 してい る。

(注)建 設省では、河川、ダム及び道路の維持管理や災害に係わる情報を伝送するため、水防 ・道路用無線局を開
設している。

また・通信需要の増加とニーズの多様化に対するため、通信回線のデジタル化を図るとともに、災害時の晴報
収集や円滑な管理のために画像伝送システムの整備を行なっている。
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資料1-30中 央防災無線網の利用状況

衛 通
信
星 系

移 通

信

動 系

画伝系 近 距離被 災地 か らの被 害状 況 を国土庁 又 は立川 災害 対策 本部 予備 施設 へ

像送 画像伝 送 す る もの であ り、送 信設備 は専 用 の車 両 に搭 載 されて い る。

(注)各 通信系は中央防災無線網として有機的に接続されており、固定、衛星及び移動の各通信系に接続された端末

装置(電話、ファクシミリ)相互間は、国土庁等に設置された電子交換機を介して電話及びファクシミリが可能と
なっている。

国土庁を中央局 とし、指定行政機関、指定公共機関等の関係機関相互間を
40GHz帯 の周波数 を中心 として多重無線 で構成する固定通信回線であ りぐ非

常災害時等における防災情報の収集 ・伝達手段の確保を目的としている。

現在、53の関係機関において、固定局36局 に電話及び ファクシ ミリを設置
し、運用を行っており、国土庁から関係機関への一斉指令通信、各機関から
の電話及びファクシミリによる通信が可能である。

国土庁災害対策本部、立川災害対策本部予備施設及び地方の指定公共機関
に設置した地球局並びに可搬型地球局を通信衛星を介 して本通信系を構成

してお り、電話及びファクシミリによる通信が可能である。また、可搬型地

球局からは、災害対策本部へ被災状況の画像を伝送することが可能である。

国土庁 と移動中の自動車との電話回線の確保、非常災害対策要員連絡用、

固定通信系のバ ックアップ等の利用を目的とした複信方式の電話であり、
東京及びその周辺地域がサービスエリアである。

資料1-31消 防防災用通信の利用状況

メ

消防防災無
線網

消防 ・救 急業

無7弥

消防庁では、47都道府県 との間に地上系の電話及びファクシミリによる通信網を

有 してお り、さらに消防庁 と東海地域及び関東地域の8県 との間はCS-3を 利用
した衛星通信網 も運用中であ るが、同衛星の使用期限が6年 度末 までのため、これ

に代 わるものとして、全国の地方公共団体により構成される地域衛星通信ネット

ワークを。 した　星通 旨系によ た'こ ととしている

消 防 本部 、消 防 署 に基 地局 を設置 し、消 防及 び救 急 自動 車等 の 移動 局 との 間で消 防
一ミ急の 上 の ヒ揮 ・命A並 び に桟 の 又 、 云'幸をだ ってい る

資料1-32防 災行政用無線網の利用状況

年 度
区 別

元 2 3 4 5 6

(9月 末)

都 道府 県 防 災 行 政 用 無 線 42 44 45 46 47 47

政令指定都市防災行政用無線 9 10 ll 12 12 12

市 町 村 防 災 行 政 用 無 線 2,417 2,502 2,561 2,627 2,677 2,681

地 域 防 災 無 線 シ ス テ ム 15 38 57 78 90 93

(注)1.計 数は防災行政用無線局を設置している地方公共団体数であり、一部運用中の場合を含む。

2.防 災行政用無線には都道府県が解説するもの、政令指定都市が開設するもの及び市町村が開設するものがある。いずれ

も防災関係業務に利用するのみならず、平常時には「般行政事務に利用することが認められている。

3.地 域防災無線システムとは、市町村に置かれる災害対策本部の下に、生活関連機関及び防災関係機関を結ぶ、移動系後

高機能通信システムである。

4.都 道府県防災行政用無線については、衛星系のみを整備 した都道府県も含むものである。
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資料1-33旅 客会社等の鉄道事業用通信の利用状況

区別 名称 概 要

移

動

通

信

シ

ス

テ

ム

新列
幹車
線無
用線

新幹線列車の運転に必要な運転指令、旅客営業に関する旅客指令、業務

通信、電気通信業務の通信を行 うため、指令所 と乗務員、乗務員と駅等の

関係機関、乗客 と一般加入電話 との間で使用されている。

乗無
務線
員
列車の運転、保安等に関する情報連絡用。

構無
内線
操車場等の構内作業員相互間の業務連絡用。

自無
動線
車
鉄道の事故、災害時の現場からの情報連絡用。

防
護
無
線

線路等に異常が発生 した場合に、車上、踏切又は携帯用の装置から電波
を発射 し、対向、続行列車を停止させるためのもの。

在車
来無
線線
列

各指令から列車を個別に呼び出し、乗務員に対 して直接指示連絡を行う
もの。

衛 シ
星 ス

通 テ
信 ム

東日本旅客鉄道株式会社及び東海旅客鉄道株式会社では、民間衛星を利用 し
て①新幹線地震検地システム、②非常災害時における地上回線のバックアップ、

③被災地 ・事故現場 との回線設定を実施するために、静岡、仙台、新潟及び三浦
半島に固定型地球局を、静岡に車載型地球局を配備 している。

資料1-34電 気 ・ガス ・水道事業用通信の利用状況

ガ用
ス通

事信
業

水用
道通
事信
業

電気事業者では、本店、支店、電気所等の間に無線又は有線による通信回線 を

設置 し、電力系統の運用 ・保護及び給電指令に必要な情報伝送を行っている。

また、全国的な電力の需給調整を行 うため、中央電力協議会が設置 され、同協議

会の中央給電連絡指令所 と電力各社間に通信回線を設置 し、電力融通、需給調整

等電力の広域運営に必要な情報伝送を行っている。
これらの通信回線で無線 を使用するもののうち固定通信系 としては、本店 と支

店間等にマイクロウェーブによる多重無線通信回線網を構成 し、移動通信系 とし
ては、送電線、配電線等の保守、点検用にVHF帯 、UHF帯 の移動 通信 網 を構成

している。

ガス事業者では、施設の維持及び緊急時の処理等を行うため、移動通信系の無

線局を導管管理事業所、支社等に配置している。

水道事業者は、無線回線(固 定通信 系及び移動通信 系)を 設置 している。固定通

信系は、取水、浄水、送配水等の情報伝送に使用されている。
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1-3電 波利用

1周 波数管理

資料1-35電 波の周波数帯別の代表的な用途

周波数

Il・"Hzll,6Hzll,温
3kHz30kHz300kHz3

,000kH、30MH・300MH・30GH・300GH・

11111鉱ol。 腕Il鉱ooloG陀
波 長 100kmlOkmlkm100mτOmlmτOcmlcmlmmO .1mm

名 称
VLF

超 長 波

LF

長 波

MF

中 波

HF

短 波

VHF

超 短 波

UHF

極 超 短 波

SHF

マ イクロ波

EHF

ミ リ 波 サ ブミ リ波

光 領 域

周 波 数 帯

代表的

な用途

オメガ

(無線航行〉

船舶 ・航空

機用ヒーコン

デッカ

(無線航行)

船舶 ・航空

機用ヒーコン

ロラン

(無線航行)

中波放送

(AMラジオ)

船舶通信

船舶 ・航空

機通信

短波放送

国際放送

市民ラジオ

航空管制通信

テレビジョン

放送
剛放送

無線呼出し

沿岸無線電話

各種陸上

移動通信

簡易型携帯

電話(PHS>

テレビジョン

放送

航空機電話

携帯 ・自動車

電話

各種陸上

移動通信

コー ドレス

電話

衛星通信

衛星放送

電気通信事業
・公共業務用

マイクロ波中

継

放送番組中継

無線L姻

衛星通信

各種 レーダー

光通信システム

既に広 く利用が進んでいる周波数帯

(既利用周波数帯)
利用が進んでいない周波数帯

(未利用周波数帯)

(注)マ イクロ波、準マイクロ波、 ミリ波、準 ミリ波等の周波数帯の呼称 については、統一 された定義はないが、それぞれ次の程度の

範囲の周波数の電波 を指 して用 いられることが多い。

準マイクロ波:1～3GHzマ イクロ波:2～10GHz準 ミリ波:20～30GHzミ リ波:30GHz以 上

資料1-36国 別衛星数及び静止衛星軌道位置数一覧表

(6年12月 現在)

主管庁名 衛星数 静止衛星軌道位置数

登録数 計画数 計 登録数 計画数 計

米国 55 151 206 36 89 125

ロ シ ア 62 94 156 33 41 74

INTELSAT 32 74 106 17 28 45

日本 19 22 41 10 ll 21

オ ー ス トラ リア 15 15 30 4 4 8

フ ラ ンス 8 19 27 5 12 17

ESA

(フ ラ ンス)

0 3 3 0 2 2

イギ リス 3 21 24 3 9 12

EUTELSAT

(フ ラ ンス)

9 4 13 6 4 10

INMARSAT

(イ ギ リス)

2 30 32 2 13 15

ブラジル 2 13 15 2 6 8
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主管庁名 衛星数 静止衛星軌道位置数

登録数 計画数 計 登録数 計画数 計

中国 8 14 22 5 14 19

トン ガ 2 10 12 2 7 9

カナダ 5 4 9 5 3 8

ドイ ツ 2 6 8 2 6 8

イ ン ド 6 13 19 3 5 8

メ キ シ コ 1 8 9 1 4 5

ASETA

(ヴ ェ ネズ エ ラ)

0 6 6 0 6 6

ARABSAT

(サ ウデ ィ ・ア ラ ビア)

2 3 5 2 3 5

1 1 2 1 1 2

イ タ リア 1 9 10 1 8 9

イ ラ ン 3 3 6 3 3 6
パ プ ア ・ニ ュ ー ギ ニ ア 0 4 4 1 2 3

タイ 0 17 17 0 10 10

トル コ 3 3 6 2 3 5

ベ ル ギ ー 1 2 3 1 2 3

イ ラ ク 0 3 3 0 3 3

INTER-

SPOUTNIK

(ロ シア)

3 0 3 3 0 3

アル ゼ ンテ ィ ン 0 7 7 0 5 5

サ ウデ ィ ・ア ラ ビア 0 6 6 0 6 6
コ ロ ン ビァ 0 2 2 0 2 2

キ ュ ー バ 0 2 2 0 2 2

イ ン ドネ シア 4 14 18 4 7 ll

イス ラエ ル 0 3 3 0 3 3

韓国 0 2 2 0 2 2
パ キ ス タ ン 0 2 2 O 2 2

セ イ シ ェル 0 2 2 0 2 2

ス ペ イ ン 1 2 3 1 1 2

ア イル ラ ン ド 0 0 0 0 0 0
NOTELSAT

(ス ウ ェー デ ン)

1 0 1 1 0 1

ス イス 0 0 0 0 0 0

アラブ首長国連邦 0 4 4 0 4 4

ノ ー ル ウ ェ ー 0 1 1 0 1 1
マ ル タ 0 2 2 0 2 2

トリニ ダー ド トバ ゴ 0 1 1 0 1 1

ギ リ シャ 0 1 1 0 1 1
マ レイ シァ 0 3 3 0 3 3
シ ン ガポ ー ル 0 6 6 0 6 6
ベ ラル ー シ 0 10 10 0 10 10

合計 251 622 873 156 359 515

RB資 料 による

(注)登 録数 はRBへ の登録数 、計画数 は事 前公 表及び調整
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資料1-38無 線局数の推移
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(6年3月 末現 在)
無線局の種類

利用分野

合

計

固
定
局

航
空

固
定
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放
送
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放
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試
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航
空
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基

地
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携

帯
基
地
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無

線
呼
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陸
上
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動
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継
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舶
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遭
難
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動
通
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船
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信
局

航
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機
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無
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測
位
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地

球
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V
S

A
T

制
御

地

球
局

V
S

A
T

地
球
局

合 計 8,392,055 57,919 29 38,676 一 1,447 1,910 77,610 3,086 3,859 266 86,932 262 2,741 2,564 19,516 1,340 31 3227

電 気 通 信 業 務

陸 上 運 輸

海 上 水 上 運 輸

航 空 運 輸
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5

-

2

一

5

:
2

=

:
　

二

=
一

救 急 医 療

気 象

防 災 行 政

地 方 行 政

公 害 対 策

6,033

1,262

97,192

5,102

1,192

37

227

18,611

88

775

:

:
一

:

:
一

=

=
一

=

=
一

=
2

=

156

69

3,592

270

30

54

1

121

藺

1

449

:
4

雪

:
61

=

早

6

1

42

1

=

:
一

:

:
一

:
3

=

一

37

11

13

3

一

24
3

:

:

:
一

:

:
一

警 備

宇 宙 開 発 研 究

教 育

上 記 以 外 の 国 家 行 政

ア マ チ ュ ア

33,052

158

5,311

149,516

1,325,527

1,865

15

32

4,584

一

=
-

14

一

:

:
一

=

:
一

一

2

2

235

一

=
6

337

一

959

1

208

2,975

9

一

3

21

545

一

1

,

13

20

一

:

=
9

:
100

505

一

二

:
一

:

=
一

=
43

155

　

30

2

125

3,790

一

14

5

甲

15

一

:

=

一

=

:
一

ス ポ ー ツ レ ジ ヤ ー

パ ー ソ ナ ル

MCA(含 専 用MCA>

そ の 他

9,310

933,369

724,911

204,137

19

　

-
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=

=

=

=

:

=

182

-

■

7

:

-

14

25

-

23,717

2,535

1

-

-

135

2

-

-

1,427

=
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一

5,122

-

-
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12

-

-

224

:

-

37

=

-

1

190

-

-

9,242

二

一

24

:

:

=

=
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1-3電 波利用 一

資料1-40用 途別混信申告件数

(6年 末 在)
用途

年度

電
気
通
信

放
送

関
係

航
空

海
上

関
係

警
察
消

防

防
衛

防
災
行
政

官
公
庁

鉄
道
新

聞

電

冬
ガ

ス

各
種
業
務

簡
易
無
線

;

重
ア

パ

1

ソ

ナ

ル

そ
の

他

合
計

2 21 23 150 90 10 161 0 33 26 0 15 10 590 一 393 40 209 1,771

3 12 17 169 72 2 183 4 34 25 37 18 7 214 505 588 36 101 2,024

4 17 16 164 63 2 161 5 35 21 19 10 10 202 511 586 37 128 1,987

5 8 17 76 49 5 142 2 32 16 49 4 12 302 514 1,072 53 133 2,486

6 33 27 88 75 6 142 6 19 16 45 12 13 346 520 1,119 48 118 2,633

(注)1.地 方 電気通信監理局(沖 縄郵政管理事務所を含 む。)への無線通信に関す る申告(苦 清、相談等を含 む。)件数。

2.2年 度 「その他」欄 は、「簡易無線」を含 む。

資料1-41重 要無線通信妨害申告件数

(6年 末 在)

用途

年度

電
気
通
信
業
務

放

送

業

務

航

空

関

係

海上 関係 警

察

消

防

防

衛

防

災

行

政

官

公

庁

鉄

道

そ

の

他

合

計

海
上

保

安

そ
の

他

2 20 23 146 57 19 10 161 0 15 12 0 52 515

3 12 17 169 54 14 2 183 4 31 18 37 10 551

4 17 16 164 51 12 2 161 5 32 12 19 29 520

5 8 16 75 34 15 5 142 2 32 16 49 34 428

6 20 23 87 44 16 6 142 6 19 16 45 35 459

(注)「 資料1-40用 途別混信 申告件数1の 内数。
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一1電 気通信

資料1-42不 法無線局の探査及び措置状況

不法無線局
の 種 別

年度
区分

元 2 3 4 5 6

総計 確認局数
措置局数

21,02426,24538,40829,55730,64130,899

3,3842,8683,5093.3293,6003.837

不法市民 確認局数
ラジオ 措置局数

8,1529,7118,5679,55910,3258,664
2,0721,7702,0861.5972,2982,296

不法アマ 確認局数
チュア局 措置局数

3,7403,9604,7723,9027,12410,539

226254315411303293

不法 コー ド 確 認局数
レス電話 措 置局数

1,6701,5425091911,435449

2131076233119

不法パーソ 確認局数
ナル無線 措置局数

4,2507,15022,63113,7549,9759,255

257187310615354587

その他 確認局数

措置局数

3,2123,8821,9292,1511,7821,992

616550736673634652

(注)1.不 法無線局とは、郵政大臣の免許を受けずに不法な電波を発射する無線局である。

2.「 確認局数」とは、電波の補そく、視認等で確認された不法無線局であって、同一の日に同一局 と推定

される局を1局 として計上 した局数をいう。

3.「 措置局数1と は、郵政省が告発 又は指導を行った不法無線局の局数のことをいう。

資料1-43電 波障害原因別処理件数

年 度 元 2 3 4 5

建
造

物

ビ ル

送 配 電 線

鉄 道 ・ 道 路 ・ 橋

12,882

16,328

2,974

15,490

5,046

3,314

16,159

18,956

2,344

12,694

3,084

2,023

13,940

4,918

2,560

小 計 32,184 23,850 37,459 17,801 21,418

無
線
局

ア マ チ ュ ア 無 線 局

市 民 ラ ジ オ

そ の 他

1,443

1,104

762

1,183

1,071

680

1,293

720

462

1,040

585

408

815

473

362

小 計 3,309 2,934 2,475 2,033 1,650

高 周 波 利 用 設 備 183 191 178 138 112

ブ ー ス タ ー 5,262 4,880 5,098 4,409 4,577

電

気

雑

音

送 配 電 線

自 動 車 ・ 鉄 道

受信機の不要ふ く射等
回 転 機 器
接 点 機 器

照 明 機 器
デ ジ タ ル 機 器

そ の 他

5,617

648

87

161

1,166

775

741

376

4,759

403

57

156

883

685

609

364

3,645

281

58

107

779

574

504

729

3,652

213

60

166

726

575

437

372

3,778

210

48

136

670

554

384

351
小 計 9,571 7,916 6,677 6,201 6,131

そ の 他 の 障 害 源 1,273 1,058 2,314 809 899

原 因 不 明 10,669 ll,339 10,242 9,502 9,399
合 計 62,451 52,168 64,443 40,893 44,186

電波障害防止協議会資料による
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1-3電 波利用一

資料1-44不 用電波障害に関する苦情 ・相談等申告事例
一 申 告 事 例

申告件数
4年 度 5年 度 6年 度一

1電 話 に対す る障害

内訳(1)電 話機 に無線局等か らの音声が入る。

(2)電 話機 に雑音等 の障害があ る。
(3)電 話機 の各種機能 に障害があ る。

550
(374)
(97)
(79)

687
(443)
(173)
(71)

592
(393)
(139)
(60)

2カ ラオケ、オーデ ィオ機器等音響機器に音声や雑

音がはいる。 135 158 ll1

3テ レビや ラジオに音声 や雑音が入 る。 300 752 775

4自 動 ドアや シ ャ ッ ターが 誤 動 作 を起 こす 。
19 25 15

5テ レビの リモ コン等家電機器が誤動作を起こす。
35 94 59

6漏 電 遮 断 機 、 ブ レー カー 、 ヒュ ーズ が 断 にな る。
20 30 34

7コ ン ピュ ー ターが 誤 動 作 す る。
27 40 33

8無 変調波 の発射、無線機 に対す る雑音性の混信。 47 74 88

9FAX,無 線呼 出 し機器 の誤動作及 び障害。 6 17 16

10そ の他

内訳(1)安 全 にかかわる もの

(医療機器へ の障害、工作機器の誤動作、

電車の速度計の誤動作等)

(2)そ の他

(測定器へ の障害 、万引 き防止装置の誤
動作、ワイパーの誤動作等)

41
(13)

(28)

198
(10)

(188)

302

(10)

(292)

総 件 数 1,180 2,075 2,025

(注)1.地 方電気通信監理局(沖 縄郵政管理事務所を含む。)への不要電波障害に関する苦情・相談等申告件数。

2.不 要電波 とは、無線設備又は高周波利用設備から発射される電波であって、目的 とする通信の相手方の受信設備以外の機器若

しくは加工 しようとする物品以外の機器の機能に影響を与えるもの又は電波の発射を目的 としない機器から発射される電波を
いう。
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§
資格

区分

総 合 笹 泉 通 士 航空無線 海 上 無 線 通 信 士 合計 陸 上 無 線 技 術 士 特殊無

線技士

ア チ ュ ア …マ 鉦 線 士 総計

第 一 級第二級第三級小 通信士 第 一 第二級 小 計第三級第四級 第 一 第 二 級 小 計 第 一 級第二級第=級 第四級小 計

5

年

度

申請者数 LO99 1,⑪86 ll473 3,658 3,740 345 65 325 1,055 1,790 9,188 6,494 4,187 10,681 21,116 3,054 101803 16,207192,554222,618263,603

予

備

試

験

免 除 者 数 765

76

258

75

29.1

775

19

292

135

46.2

663

33

777

187

24.1

2,203

128

1,327

397

29.9

　

一

一

璽

一

54

52

239

50

20.9

61

2

2

2

100.0

一

一

一

一

一

一

一

一

一

一

ll5

54

241

52

21.6

2,318

182

1,568

449

28.6

3,914

347

2,233

920

41.2

2,132

201

1,854

742

40.0

6,046

548

4,087

1,662

40.7

一

一

一

一

一

一

一

一

,

圏

一

一

■

曽

一

一

一

　

一

一

一

一

一

璽

一

一

一

薗

一

一

8,364

730

5,655

2,111

37,

棄 権 者

受 験 者 数A

合 格 者 数B

合格率(%)B/A

==

験

受験有資格者数 糾0

302

538

72

13.4

910

158

752

58

7.7

850

183

667

49

7.3

2,600

643

1,957

179

9.1

3,740

581

3,159

1,508

47.7

104

69

35

11

31.4

63

20

43

15

34.9

325

98

227

53

23.3

1,055

190

865

479

55.4

1,547

377

1,170

558

47.7

7β87

1,601

6,286

2,245

35.7

4,834

1,125

3,709

634

17.1

2,874

611

2,263

265

11.7

7,708

1,736

5,972

899

15.1

21,116

2,805

18β11

10,581

57.8

3,054

941

2,113

612

29.O

10,803

3,199

7,604

2,715

35.7

16,207

5,952

10,255

4,970

48.5

192,554

39,193

153.36

108,753

70.9

222,618

亘9,285

173,333

117,050

67.5

259,329

55,427

203,902

130,775

64.1

棄 権 者 数

受 験 者 数C

合 格 者 数D

合格率(%)D/C

全科目免除者数 18 54 64 136 33 4 5 0 1 10 ユ79 9 3 12 一 一 一 一 一 一 191

6

年

4

月

ー

E

月

申請者数 505 540 719 1,764 1,386 97 15 171 367 650 3,800 3,057 1,734 4,791 13,180 2,731 9,699 9,562 120,628142,620164.39

予

備

試

験

免 除 者 数 298

25

182

66

36.3

321

13

206

125

60.7

288

28

403

115

28.5

907

66

791

306

38.7

曽

　

一

一

一

2

7

69

32

46.4

14

0

1

1

100.0

層

冒

雪

一

璽

-

罰

層

一

一

35

7

70

33

47.1

942

73

861

339

39.4

2,035

136

886

422

47.6

958

77

699

287

41.1

2,993

213

1,585

709

44.7

一

一

一

一

冒

一

一

一

一

一

■

一

■

一

一

盟

■

一

一

一

　

一

一

■

一

一

一

一

一

■

3,935

286

2,446

LO48

42,

棄 権 者 数

受 験 者 数A

合 格 者 数B

合格率(%)B/A

本

試

験

受験有資格者数 364

135

229

23

10.0

446

45

401

13

3.2

403

31

372

27

7.3

L213

211

1,002

63

6.3

1,386

171

1,215

580

47.7

53

38

15

6

40.0

15

6

9

3

33.3

17

43

128

40

31.3

367

72

295

113

38.3

606

159

447

162

36.2

3,205

541

2,664

805

30.2

2,457

527

1,930

361

18.7

L245

264

981

86

8.8

3,702

791

2,911

447

15.4

13,180

1,483

11,697

6」16

52.3

2,731

797

1,934

616

31.9

9,699

2,793

6,906

2,968

43.0

9,562

3,287

6,275

2,970

47.3

120,628

21,58ユ

99,047

67,731

68.4

142,620

28,458

114,162

74,285

65.1

162,707

31,273

131,434

81,653

62,

棄 権 者 数

受 験 者 数C

合 格 者 数D

合格率 ㈱D/C

全科目免除者数 1 2 1 4 1 0 1 0 0 1 6 6 0 6 冒 噌 一 一 一 酔 1

(注)1第 三級及び第四級海上無線通信士、航空無線通信士、特殊無線技士並びにアマチュア無線技士については、予備試験、本試験の区別がない。

2特 殊無線技士については、第一級海上特殊無線技士、第二級海上特殊無線技士・第三級海上特殊無線技士・レーダー級海上特殊無線技士、航空特殊無線技士、第一級陸上特殊無線技士、第二級陸上特殊無線技士、

第三級陸上特殊無線技士及び国内電信級陸上特殊無線技士を総称したものである。

一

1
轟
u

望
滞

醤

馨

藷

一

爵
頚

愈



1-3電 波利用一

資料1-46資 格別無線従事者数の推移

年度

亀 別

元 2 3 4 5 6

(12月 末)

{

線

通

信

士

第一級総合無線通信士
第二級総合無線通信士
第三級総合無線通信士
第一級海上無線通信士
第二級海上無線通信士
第三級海上無線通信士
第四級海上無線通信士
航空無線通信士

小 計

13,095

17,004

28,835

:
-

45,968

21,669

126,571

13,228

17,165

29,083

ニ

ー

46,591

22,540

128,607

13,320

17,235

29,178

3

71

9

46,869

24,126

130,811

13,410

17,325

29,287

24

601

101

47,208

25,586

133,542

13,517

17,433

29,447

37

1,033

145

47,685

27,260

136,557

13,592

17,520

29,502

53

1,191

191

48,129

28,633

138,811

無
線
技
術
士

第一級陸上無線技術士

第二級陸上無線技術士

小 計

1

19,745

24,938

44,683

20,645

25,321

45,966

21,405

25,514

46,919

22,126

25,652

47,778

22,722

25,874

48,596

23,308

26,004

49,312

特

殊

無

線

技

士

第一級海上特殊無線技士
第二級海上特殊無線技士
第三級海上特殊無線技士
レーダー級海上特殊無線技士
航空特殊無線技士
第一級陸上特殊無線技士
第二級陸上特殊無線技士
第三級陸上特殊無線技士
国内電信級陸上特殊無線技士
簡易無線電話
陸上無線電信
国際無線電信

小 計

■

10,092

243,882

43,580

235,375

22,258

84,775

730,107
-

10,433

295

635
221

1,381,653

11,135

246,975

47,791

239,371

24,832

90,175

746,335

29,031

10,525

295

635

221

1,447,321

11,992

249,617

51,583
242,138

27,909

94,939

760,011

63,729

10,572

294

634

221

1,513,639

12,805

252,623

58,093

245,542

30,679

99,877

774,875

97,620

10,642

294

634

221

1,583,905

13,761

256,133

66,372

248,552

33,592

104,534

789,434

129,422

10,683

294

634
221

1,653,632

14,369

258,709

78,843

249,224

35,781

109,528

802,273

154,118

10,726

294

634

221

1,714,720

ア

マ

チ

ユ

ア

無
線
技
士

第一級アマチュア無線技士

第二級アマチュア無線技士

第三級アマチュア無線技士

第四級アマチュア無線技士

小 計

■

13,581

51,775

98,895

1,760,072

1,924,323

14,003

54,675

114,026

1,919,683

2,102,387

14,703

57,530

117,952

2,090,520

2,280,705

15,160

60,416

123,040

2,253,482

2,452,098

15,771

63,101

128,164

2,407,670

2,614,706

16,376

65,920

131,865

2,528,726

2,742,887

合 計 3,477,230 3,724,281 3,972,074 4,217,323 4,453,491 4,645,730
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一2放 送

資料1-47認 定学校等の㈹ 兄

(6年12月 末現在)

認
定
学
校
数

認 定 部 課 数
総 合 無 線 通 信 士 陸上無線技術士 合

計

第 一 級 第 二 級 第 ご 級 第一級 第二級

予備英語 予備英語
通信術

予備英語 予備英語
通信術

予備英語 予備英語
通信術 予備 予備

114 1 3 9 9 6 20 11455 217

資料1-48資 格別無線従事者養成課程の実施状況

年度

資格別

5 6(12月 末)

実施件数 修了者数 実施件数 修了者数

航空無線通信士

第四級海上通信士
第一級海上特殊無線技士
第二級海上特殊無線技士
第三級海上特殊無線技士
レーダー級海上特殊無線技士

航空特殊無線技士
第一級陸上特殊無線技士
第二級陸上特殊無線技士
第三級陸上特殊無線技士
国内電信級陸上特殊無線技士

17

105

209

101

37

44

237

1,179

1

635

3,llO
7,761

2,881

2,082
2,159

11,869

32,151

20

5
2

13

82

309

7

34
33

285

681

1

72

68
360

2,321

10,806

170

1,334

1,996

9,342

23,121

36

第三級 アマチュア無線技士
第四級 アマチュア無線技士

18

1,238

338

51,806

23

932

816

39,415

合計 3,186 114,812 2,407 89,857

(注)航 空通信士 ・第四級海上無線通信士の養成課程については、
6年 度か ら実施

資料1-49船 舶局無線従事者証明書数(累 計)

年 度

発給数

元

10,676

2

10,744

3

10.798

4

10,875

5

10,968

6(12月 末)

11,023

一508



2-1放 送

2放 送

2-1放 送

資料2-1放 送種類別放送局数の推移(地 上系)

年度末
ズ別 2 3 4 5 6

中波放送

NHK

総合 199 200 201 202 205

教育 140 140 140 140 140

計 339 340 340 342 345

民間放送 217(47) 225(47> 233(47) 236(47) 240(47)
計 556 565 574 578 585一

短波放送
NHK 2 2 2 2 2

民間放送 2(1) 2(1) 2(1) 2(1) 2(1)
計 4 4 4 4 4

超短波放送

NHK 510 512 513 514 514

放送大学学園 2 2 2 2 2

民間放送

(県域) 166(35) 183(39) 194(40) 220(44) 221(44)

(コ ミュニティ) 0(一) 0(一) 1(1) 6(6) 18(16)
計 166 183 195 226 239

計 678 697 7!0 742 755

標準 テレビ

ジョン放送

NHK

総合 3,491 3,497 3,495 3,498 3,492

教育 3,414 3,420 3,418 3,421 3,415

計 6,905 6,917 6,913 6,919 6,907

放送大学学園 3 3 3 3 3

民間放送 6,853(113) 7,074(ll5) 7,307(117) 7,553(120) 7,736(121)
計 13,761 13,994 14,223 14,475 14,646

標準テレビ
ジョン音声

多重放送

NHK 6,905 6,917 6,913 6,919 6,907

民間放送 5,566(99) 6,350(109) 6,656(112) 6,903(115) 7,194(118)
計 12,471 13,267 13,569 13,822 14,101

標準テレビ
ジョン文字

多重放送

NHK 3,491 3,497 3,495 3,498 3,492

民間放送 5,441(24) 5,468(24) 5,508(24) 5,542(24) 5,570(24)
計 8,932 8,965 9,003 9,040 9,062

整短 波 音 声

多 重 放 送
民間放送 3(1) 3(1) 3(1) 3(1) 3(1)

衛星受け
中継放送局

標 準 テレビ

ジ ョン放 送
NHK 6 6 6 6 6

音 声 多 重
放 送

NHK 6 6 6 6 6

計 12 12 12 12 12

合計
NHK 18,164 18,197 18,189 18,206 18,179

放送大学学園 5 5 5 5 5

民間放送 18,248(170) 19,305(176) 19,904(180) 20,465(192) 20,984(205)

合計 36,417 37,507 38,098 38,676 39,168

注) 1.局 数には中継局を含む。

2.民 間放送の欄の()内 は社数を示す。

3.NHKの 短波放送局には、中継国際放送局を含む。

4.「衛星受け中継放送局」は放送衛星局を親局とした中継局である。

5.こ の表からは、受信障害対策中継放送を行う放送局3局 舎を除いている。
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一2放 送

資料2-2放 送種類別放送局数の推移(衛 星系)

衛
星

年度末

区別 4 5 6

放

送

衛
星
に
よ

る

放

送

標準テレビジョン放送

NHK 衛星第1 1 1 1

衛星第2 1 1 1

民間放送 1 1 1

標準 テ レビジ ョン音声多重放送

NHK 衛星第1 1 1 1

衛星第2 1 1 1

民間放送 2 2 2

高精細度 テ レビジ ョン

NHK

1 1

1

民間放送 6

高精細度テレビジョン音声多重放送

NHK

1 1

1

民間放送 6

通る

信放
衛送
星

に
よ

超短波放送 民間放送 2 1 1

標準テレビジョン放送 民間放送 2 2 2

標準テ レビジョン音声多重放送 民間放送 2 2 2

(注)4年 度、5年 度における高精細度 テレビジョン放送及び高精細度テレビジョン音声多重放送は、社団法 人による試験

放送である。

なお、6年11月25日 か らは、NHK、 民放 による実用化試験放送 に移行 している。
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2-1放 送 一

資料2-3NHKの 放送種類 ・放送事項別放送時間及び放送時間比率

区 別

5年 度

1週 間当た り

平均 放送時 間
放送時 間比率

1日 当 た り平

均 放 送 時 間

中

波

放

送

第
1

放

送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

時 間 分

8030

337

3933

4043

%

48.9

2.2

24.1

24.8

時 間 分

ll30

31

539

549

合 計 16423 100.0 2329

第
2

放
送

教 育

教 養
報 道

9032

2245

1620

69.8

17.6
12.6

1256

315

220

合 計 12937 100.0 1831

超

短
波

放
送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

1442

1304

5635
4928

10.9

9.8

42.3

37.0

206

152

805

704

合 計 13349 100.0 1907

地
上

系
テ
レ

ビ

ジ
ョ

ン

放
送

総 ヨ

合 ン
テ 放

レ 送
ビ

ジ

報 道
教 育

教 養
娯 楽

6005

1442

3219

2601

45.1

11.1

24.3

19.5

835

206

437

343

合 計 13307 100.0 1901

教 ヨ

育 ン

テ 放
レ 送

ビ

ジ

教 育
教 養
報 道
娯 楽

9601

2636

405

0

75.8

21.0

3.2

1343

348

35

0

合 計 12642 100.0 1806

衛

星

系

テ

レ

ビ

ジ

ヨ

ン

放
送

衛
星

第
1

放
送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

9114

1943

3308

1648

56.8

12.2

20.6

10.4

1302

249

444

224

合 計 16053 100.0 2259

衛
星

第
2

放
送

報 道
教 育
教 養
娯 楽

2931

4949

3816

4057

18.6

31.5

24.1

25.8

413

707

528

551

合 計 15833 100.0 2239

「放送番組統 計」(NHK)に よ る。
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一2放 送

資料2-4民 間放送の放送種類別1日 当たり放送時間

(10～12月 平均)

区 別 5年 6年

ラジオ テレビ ジ ョン ラジオ テレビ ジ ョン

1日 当たり平均放送時間
ク 最高放送時間
〃 最低放送時間

時 間 分

239

240

180

時 間 分

206

2312

1346

時 間 分

239

24Q

180

時 間 分

1957

2313

1434

「番組統計」((社)日 本民間放送連盟)に より作成。

(注)中 波放送、短波放送及び超短波放送の合計92社(5年 は91社)、 テレビジョン放送の合計120社(5年

は119社)の 平均である。

資料2-5民 間放送の放送種類 ・放送事項別1日 当たり放送時間比率

(6年10～12月 平均)

区分 ラジオ放送 テレビジョン放送

放送時間 百分率 放送時間 百分率

報道
分

177

%

12.8

分

250

%

20.9

教育 48 3.4 142 11.9

教養 209 15.1 294 24.5

娯楽 939 67.6 483 40.3

広告 10 0.7 15 1.3

その他 6 0.4 13 1.1

計 1,389 100.0 1,197 100.0

「番組統計」((社)日 本民間放送連盟)に より作成。

(注)中 波放送、短波放送及び超短波放送の合計92社 、テレビジョン放送の合計
120社の平均である。

資料2-6ラ ジオ及びテレビジョン接触者率の推移

(各年11月 調査 単位:%)

年
区別

2 3 4 5 6

ラジオ

平 日 28 30 31 31 32

日曜 18 19 20 21 19

テ レビ ジ ョン

平 日 91 90 90 90 90

日曜 89 88 88 87 88

「全国視聴率調査」(NHK)に よる。
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資料2-7ラ ジオ及びテレビジョン平均視聴時間量

区 別 611月

時間 分

ラ

ジ

オ

平
日

平
均

午前
午後

夜間
深夜
1日

5

12

18

24

5

00～12

00～18

00～24

00～5

00～5

00

00

00

00

00

18

14

10

2

44

土

曜

日

午前
午後
夜間

深夜
1日

5

12

18

24

5

00～12

00～18

00～24

00～5

00～5

00

00

00

00

00

14

11

8

2

35

日

曜
日

午前
午後

夜間
深夜
1日

5

12

18

24

5

00～12

00～18

00～24

00～5

00～5

00

00

00

00

00

10

9

8

1

28

テ

レ

ビ

平
日

平

均

午前

午後
夜間
深夜
1日

5

12

18

24

5

00～12

00～18

00～24

00～5

00～5

00

00

00

00

00

1

3

49

46

52

3

30

土

曜

日

午前
午後
夜間

深夜
1日

5

12

18

24

5

00～12

00～18

00～24

00～5

00～5

00

00

00

00

00

1

3

48

50

54

6

38

日

曜

日

午前

午後
夜間
深夜
1日

5

12

18

24

5

00～12

00～18

00～24

00～5

00～5

00

00

00

00

00

1

2

4

56

5

0

2

3

「全国視聴率調査」(NHK)に よ る。

(注)1.1日 の扱いを午前5時 か ら翌 日の午前5時 まで としている。

2.テ レビ衛星 放送を含 む。

2-1放 送 一
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一2放 送

資料2-8NHKの 放送受信者契約数の推移

区別
年度末 普通契約 カラー契約 衛星カラー契約 衛星普通契約 特別契約 契約総数
63

元

2

3

4

5

1,549,755

1,446,803

1,358,442

1,270,82ユ

1,126,167

1,039,792

31,289,438

30,534,930
29,826,427

28,855,151
28,205,722

27,798,686

一

1,200,362
2,343,529

3,785,030
4,969,729

5,814,583

一

5,010
11,870

21,882

30,111
34,902

一

1,632
2,433

4,367
12,312

13,045

32,839,193
33,188,737

33,542,701
33,937,251

34,344,041
34,701,008

(注)普 通契約 衛星系によるテレビジョン放送の受信および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を除く放送受信契約
カラー契約………衛星系によるテレビジョン放送の受信を除き、地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を合む放送受信契約

衛星カラー契約…衛星系および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約

衛星普通契約 一 衛 星系および地上系によるテレビジョン放送のカラー受信を除き、衛星系によるテレビジョン放送の白黒受信を

含む放送受信契約

特別契約 地上系によるテレビジョン放送の自然の地形による難視聴地域 または、列車、電車 その他営業用の移動体におい
て、地上系によるテレビジョン放送の受信を除き、衛星系によるテレビジョン放送の受信を含む放送受信契約

資料2-9有 料放送の加入者数

(単位:千 件)

区別
年度末

テレビジョン放送 テ レビジョン音声多重放送

6年 1,747 86

(注)テ レビジョン放送は3年4月1日 か ら、テレビジョン音声多重放送は3年9月1日 か

ら有料放送を開始。

資料2-10都 市受信障害未解消世帯数(推 定)の 推移

(単位:万 世帯)

年度末
区別 57 61 元 4

都市受信障害未解消世帯数 62 67 68 61

(注)NHK資 料 による。

資料2-・11民 間放送の中継局建設数の推移

年度
区別 2 3 4 5 6

中継局建設数 130 219 231 243 182

(注)NHK資 料 については、衛星放送 により解消す ることとしている。

一514



2-1放 送

資料2-12都 市受信障害解消世帯数の概要

(5年 度末現 在)

区分 施設数 障害解消世帯数

都市受信障害解消目的の共同受信施設 33,748 約4,978千 世 帯

(注)施 設数、世帯数 とも、5年 度末現在 までの累計であ る。

なお、他にSHFテ レビジョン放送 局が全国に4施 設ある。

資料2-13テ レビジョン音声多重放送の実施状況

(6年 度 末現在)

送事業者

項目

NHK 民間放送

地上系 ・衛星系の別 地上系 衛星系 地上系 衛星系
利用区分 補完利用 補完利用 補完利用 補完利用 独立利用

実施社数 1 1 118 1 1

放送局数
(中継局を含む) 6,907 2 7,194 1 1

(注)独 立利用は、同時に行なわれるテレビジョン放送の内容 とは別の全 く独立 した音声番組を放送 している。

資料2-14文 字放送の実施状況

地区 事 業 形 態事 業 者 数 1日 当た りの平均放送番組
数 の合計(字 幕 を除 く)
()は 字幕番組別掲

全
国 日 本 放 送 協 会

1 22(10)

関
東

テ レ ビ ジ ョ ン兼 営 社 5 28(10)

文 字 放 送 単 営 社 5(注1) 346(一)

東
海

テ レ ビ ジ ョ ン兼 営 社 2(注2) 118(1)

文 字 放 送 単 営 社 2(注3) 160(一)

北
陸
テ レ ビ ジ ョ ン兼 営 社 1(注4) 0(26)

近
畿

テ レ ビ ジ ョ ン兼 営 社 5(注5) 96(14)

文 字 放 送 単 営 社 3(注6) 215(一)

錆 テ レ ビ ジ ョ ン兼営 社 1(注7) 21(9)

(注)1.う ち1社 は、甲信越、東北及び北海道地 区を放送区域 に含む。

2.う ち1社 の放送区域は中京地区のみ、1社 の放送区域は静岡地区のみ。

3.う ち1社 は北陸地区を放送区域 に含む。

4.放 送区域は富山地区のみ。

5.う ち1社 の放送区域は大阪地区のみ。

6.う ち1社 の放送 区域は大阪地区のみ、1社 の放送区域は、中国、四国、九州及び沖縄地

区を含 む。

7.放 送区域は福岡地区のみ。

8.放 送番組数については、6年10月 ～12月 までの もの。
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資料2-15緊 急警報放送システムの実施状況

(6年 度末現在)

使用す る放送 メデ ィア 放送事業者数
中波放送 20

テ レビジ ョン放 送 36

テ レビジ ョン音 声多重放送 36

超短波放送 4

衛星放送 1

(注)緊 急警報放送システムとは、受信者が緊急警報受信機を用意 し、あらかじめ待受受信の状態にしておけば、

放送局が災害に関する放送の前に送出する緊急警報信号によって自動的に受信機が動作 し、災害に関する放送

を受信できるものであり、60年6月 に同システム導入のために関係省令が改正され、同年9月1日 からNHK

及び一部の一般放送事業者により運用されている。

資料2-16放 送大学の学生数の推移

(単位:人)

区分
全 科
履 修 生

選 科
履 修 生

科 目
履 修 生

特修生 研究生 特 別 聴
講 学 生

合計

5年 度

第1学 期 25,784 11,479 7,067 73 88 2,046 46,537

6年 度

第1学 期 26,050 14,697 8,660 0 59 2,145 51,611

(注)1.全 科履修生 とは、6つ の専攻のいずれか1つ の専攻に所属 し、4年 以上在学 して、所要の124単 位以上を修得
した場合に卒業が認定され、学士(教 養)の 学位が授与されるものをいう。

2.選 科履修生(期 間1年)、 科目履修生(期 間1学 期)と は、卒業を目的と、せず、自分の学習 したいテーマに

基づいて特定の科目を選択 して履修するものをいう。

3.特 修生 とは、全科履修生としての入学資格を得 るため、基本科目、基礎科目のうちから、人文、社会、自然の

3分 野にわたって、16単位以上の修得をするものをいっ。

4.研 究生 とは、大学卒業又はこれ と同等以上の学力を有するもので、特定事項についてさらに専門的知識を深め

るため一年間にわたり専任教員の指導により研究を行うものをいう。

5.特 別聴講学生とは、他の大学、短期大学の学生で、当該大学 ・短期大学 と放送大学 との協議の結果、履修を認

められたものをいう。
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資料2-17国 際放送の状況

(6年 度)

放送区域

(地域 向け放送)

欧 州 、北米 、中米 、 アフ リカ、中東 ・北 ア フリカ、南米 、ハ ワイ

極東 ロ シア 、アジア大陸(北 部)、 アジア大 陸(中 部)、 アジア大陸

(南部)、 豪州 ・ニュー ・ジーラ ン ド、東南 ア ジア、南西 アジア、

比 島 ・イン ドネシア、東 アジア、朝 鮮(17)

(一般 向 け放送)

全 区域

放送時間

(地域向け放送)

1日35時 間

(一般向け放送)

1日30時 間

使用言語

(地 域 向 け放 送)

英 語 、 ドイツ語 、 フランス語 、ス ウェーデ ン誤 、 イタ リア語

スペ イン語 、ポル トガル語 、ロ シア語 、中国語、 イン ドネシア語、

マ レー語 、 タイ語、 ミャンマー語、ベ トナム語、 ヒンデ ィ語

ウル ドゥ語 、ベ ンガル語 、アラ ビア語、 スワ ヒリ語、朝鮮 語、ペ ルシア語

日本語(22)

(一 般 向け放送)

日本語 、英 語(2)

国内送信所

KDD八 俣送信所

300kW×7台

100kW×4台(計ll台)

中継放送

(ガ ボ ン ・モヤ ビ送信所 、借 用 によ り実施)

1日12時 間(欧 州 ・中東 ・北 アフ リカ向け9.5時 間 、 アフ リカ東部向 け

0.5時 間、 ア フリカ南部 向け2時 間)

(カ ナ ダ ・サ ック ビル送信所 、相互交換 中継 及び借用 に より実 施)

1日8時 間(北 米東部 向け4時 間、北米 中部 ・西部 向け4時 間)

(南 米 仏領 ギ アナ ・モ ンシネ リ送信 所、相互 交換 中継 によ り実 施)

1日7.5時 間(中 米向け2時 間、南米(東 部)向 け4時 間 、

同(西 部)向 け1.5時 間)

(ス リ ・ランカ ・エ カラ送信所 、借用 に よ り実施)

1日10.5時 間(南 西 アジ ア向 け6時 間、中東 ・北 ア フリカ向け4.5時 間)

(イ ギ リス ・スケル トン送信所 、借用 に よ り実施)

1日10時 間(欧 州 向け)

(シ ンガポー ル送信所 、相 互交換 中継 に よ り実施)

1日8時 間(イ ン ドシナ半島向け)

(注)我 が国の国際放送 は、放送法 に基づ き、NHKが 「ラジオ日本」の名称で短波により全世界 に向 け実

施 している。

放送番組 は、ニュース等報道番組、国情紹介番組及び娯楽番組か ら構成されている。 また、戦争、内

乱、クーデター及び大規模災害等の緊急事態の発生に際 し、在外法人のために各種 情報 の提供 も行なっ

ている。使用周波数帯は、6、7、9、11、15、17及 び21MHz帯 で ある。
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資料2-18民 間放送の営業収入等の推移

(単位:社 ・百万 円)

年度
区 別 元 2 3 4 5

ラ テ

ジ レ 兼

オ ビ
・ ジ 営

ヨ

ン社

社数
ラジオ収入

テレビジョン収入

営業収入計
営業利益

36

92,589

517,581

636,267

65,705

36

97,709

553,730

683,930

64,645

36

97,890

551,779

688,599

46,006

36

94,397

526,844

667,699

24,082

36

86,946

503,584

634,595

23,486

ラ

ジ単
オ 営

社

社数
ラジオ収入
営業収入計
営業利益

44

146,800

159,711

19,373

47

165,!26

179,883

22,362

48

167,034

183,190

20,755

52

157,065

176,292

12,789

55

148,038

169,057

4,460

テ
レ 単

ビ

ジ 営

ヨ

ン社

社数
テレビジョン収入

営業収入計

営業利益

70

1,084,299

1,140,985

134,646

73

1,181,517

1,242,499

139,154

79

1,248,548

1,312,174

122,977

81

1,221,777

1,301,621

75,927

83

1,191,234

1,271,532

57,342

(注)営 業収入には、ラジオ収入、テレビジョン収入以外のその他営業収入を含む。

資料2-19有 線電気通信設備数の推移

年度末
設備区分

元 2 3 4 5

有線テ レビジョン放送設備

有 線 ラ ジ オ 放 送 設 備
一般 の有線 電気 通信 設備

47,507

11,862

11,277

50,484

12,291

11,287

53,612

12,530

11,511

56,393

12,735

11,539

58,950

18,436

10,857

合 計 70,646 74,062 77,653 80,667 88,243

(注)こ こでの設備 とは、有線電気通信法上の届出数である。
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2-2有 線テレビジョン放送

資料2-20規 模別有線テレビジョン放送施設数及び受信契約者数の推移
'

区別

年度末

許可 施設

引込 端子数
501以 上

届出 施設

引込 端子数
500-51

小規模 施設

引込 端子数
50以下

合 計

施 設 数 受 信
契約 者数 施 設 数

受 信
契約 者数施 設 数

受 信
契 約 者 数施 設 数

受 信
契 約 者 数

元

2

3

4

5

一

944

1,091

1,261

1,371

1,491

1,930,752

2,322,145

2,751,ll7

3,440,875

4,132,121

26,583

27,869

29,173

30,400

31,599

3,761,558

3,928,064

4,127,926

4,322,999

4,492,512

19,810

21,488

23,169

24,666

25,860

479,968

517,328

552,239

580,314

604,462

47,337

50,448

53,603

56,437

58,950

6,172,278

6,767,537

7,431,282

8,344,188

9,228,095

(注)引 込端子数50以 下の施設で 自主放送を行 うものは、小規模施設 として計上せず、届出施設に含めた。

資料2-21都 道府県別有線テレビジョン放送施設数

5年 度 現在)

都道府県
許 可
施 設
届 出
施 設
小規模
施 設

計 都道府県
許 可
施 設
届 出
施 設
小規模
施 設

計

北海道

青森
岩手

宮城
秋田
山形

福島

茨城
栃木
群馬

埼玉
千葉

東京
神奈川
山梨

新潟
長野

富山
石川
福井

岐阜
静岡
愛知
ゴ重

27

18

15

28

1

4

17

17

19

6

168

97

170

128

20

8

35

4

7

6

35

45

100

43

750

163

276

364

217

196

368

276

203

313

1,519

1,223

4,622

2,ll2

149

439

371

87

308

142

549

482

1,318

286

1,878

158

229

332

172

369

287

122

135

351

748

536

3,839

1,604

133

385

447

157

432

281

384

382

1,015

179

2,655

339

520

724

390

569

672

415

357

670

2,435

1,856

8,631

3,844

302

832

853

248

747

429

968

909

2,433

508

大阪
京都
兵庫

滋賀

奈良
和歌山
広島

岡山
鳥取
山口

島根
愛媛
高知

香川
徳島
熊本

福岡
佐賀
長崎

大分
宮崎

鹿児島
沖縄

161

21

97

6

5

5

21

18

4

12

4

10

7

11

23

1

19

16

10

11

2

5

4

4,825

1,101

2,194

374

412

335

752

657

225

483

332

353

281

130

220

240

729

112

273

256

159

345

78

2,643

1,096

1,881

366

382

319

366

437

141

254

220

438

335

75

215

490

334

93

129

546

169

257

119

7,629

2,218

4,172

746

799

659

1,139

1,112

370

749

556

801

623

216

458

731

1,082

221

412

813

330

607

201

合計 1,491 31,599 25,860 58,950
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資料2-22規 模 ・運営主体別有線テレビジョン放送許可施設数

(5年 度 末現在)

区別

施設の規漠(引 込端子数)
合計501～

1,000

1001～

2,000

2001～

3,000

3001～

5,000

5001～

10,000

10001～

20,000

20,001

以 上

営利法人 131 175 94 89 104 69 117

(52.2)
779

任意団体 124 128 30 15 10 3 2

(20.9)
312

国 ・地方公共団体 48 52 19 22 5 2 1

(10.0)
149

特殊法人 20 22 6 7 5 一
}

(4.0)
60

公益法人 32 41 23 15 12 8 6

(9.2)
137

協同 ・共済組合 3 2 4 3 3 1 一

(1.0)
16

個人 2 一 一 一 一 『 一

(0.1)
2

その他 15 8 8 3 1 一 1

(2.6)
36

合計 375 428 184 154 140 83 127

(100.0)
1,491

(注)1.()内 は、構成比を示す。
2.運 営主体の 「その他」には、共同設備(運 営主体が営利法人 と任意団体、HNKと 任意団体

等)の もの、学校法人及び管理組合法人を掲上 した。

資料2-23業 務内容別有線テレビジョン放送許可施設数及び構成比の推移

区別

年度末

同時再送信 同時再 送信と
自主放送

自主 放送 合 計

施設数 構成比 施設数 構成比 施設数 構成比 施設数 構成比

元

2

3

4

5

720

808

914

971

1,075

76

74

72

70

72

%

3

1

5

8

1

223

281

345

398

414

23

25

27

29

27

%

6

6

3

0

8

1

2

2

2

2

0

0

0

0

0

%

l

l

2

2

1

944

1,091

1,261

1,371

1,491

lOO

lOO

100

100

100

%

0

0

0

0

0

(注)「 同時再送信 と自主放送」を行 う施設には、他の有線 テレビジョン放送事業者に施設を提供 して

自主放送を行 う施設(以 下 「チャネル リース」 という。)が 含 まれている。

資料2-24自 主放送を行う有線テレビジョン放送施設数の推移

区分
年度末 許可施設数 届出施設数 合計
元

2

3

4

5

224

283

347

400

416

107

131

143

163

209

331

414

490

563

625

(注)1.自 主 放 送 を行 うの もとして許 可 を受 け又 は届 出 を行 なっ てい るが、現 に 自主放送 を行 なって
いない ものは除 いてあ る。

2.チ ャンネル リー スに よ り自主放 送 を行 う もの を含 めてあ る。
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2-2有 線 テレビジョン放送 一

資料2-25自 主放送を行う大規模ケーブルテレビの状況

(5年 度末現在)

施設者 施設の所在地 受信契約者数

1 (株)日 本 ネ ッ トワー クサー ビス 山梨県甲府市 106,607

2 エ ル シーブイ(株) 長野県諏訪市 63,396

3 ケ ー ブルテ レビジ ョン四 日市(株) 三重県四日市市 56,458

4 大 阪 セ ン トラルケーブルネ ッ トワーク(株) 大 阪市都 島 区、城東 区、 中央 区、東成 区、鶴

見 区 、 旭 区 、 北 区 、 淀 川 区 、 東 淀 川 区

52,746

5 関 東 ケーブルテ レビジョン(株) 埼玉県和光市、朝霧市、他 46,000

6 (財)研 究 学 園 都 市 コミュニティーケーブ 尉 一ビ ス 茨城県つ くば市 40,6571

7 (株)テ レビ松本 ケーブル ビジ ョン 長野県松本市 37,253
1

8 (財)神戸市開発管理事業団 神戸市垂水区、須磨区、西区、明石市 31,648
1

9 佐 世 保 ケー ブル ビジョン(株) 長野県佐世保市 30,654
1

10 札 幌 ケーブルビジ ョン(株) 北海道札幌市 30,089
1

11 長 崎 ケーブルジ ョン(株) 長崎県長崎市 30,076
1

12 (株)上 田ケーブルビジ ョン 長野県上田氏 29,462
■

13 大分ケーブルテレビ放送(株) 大分県大分市 29,200

14 (株)ケ ーブルネ ッ トワーク千葉 千葉県千葉市中央区、他 28,505

15 セ ン トラルケーブルテ レビ(株) 愛知県名古屋市 24,043
■

16 名 古屋 ケーブルネ ッ トワーク(株) 名古屋市東区、中区 22,592
1

17 (株)嶺 南ケーブルネ ッ トワーク 福井県敦賀市 22,039
■

18 (株)イ ンフオメーション・ネットワーク・コミュニティー 長野県長野市 20,111
■

19 ひ まわ りネッ トワー ク(株) 愛知県豊田市 20,108
1

20 (株)東 急ケーブルテ レビジ ョン 東京都世田谷区 19,859
■

21 (株)テ レビ岸和田 大阪府岸和田市 19,841
■

22 生活共同組合唐津ケーブルテレビジョン 佐賀県唐津市 19,662
1

23 (株)ケ ー ブルテ レビネリマ 東京都練馬区 19,283
■

24 (株)神戸市開発管理事業団 兵庫県神戸市垂水区、須磨区 18,930
125

(株)シ テ ィウェー ブおお さか 大坂 市西 区、福 島区、西 淀川 区、港 区、此花

区 、 大 正 区 、住 之 江 区 、 浪 速 区 、 西 成 区

18,183

■

26 (株)東 急 ケー ブルテ レビジ ョン 東京都目黒区 17,644
1

27 (株)東 急 ケー ブル テレビジ ョン 神奈川県横浜市緑区 17,449
■

28 横 浜 ケーブルビジ ョン(株) 神奈川県横浜市旭区、泉区、戸塚区 17,431
1

29 沖縄 ケーブルネ ッ トワー ク(株) 沖縄県那覇市 16,977
1

30 (株)東 京 ケーブルネ ッ トワー ク 東京都文京区 16,900
1

31 (株)東関東ケーブルテ レビニ九六 千葉県佐倉市 16,872
1

32 高知ケーブルレビ(株) 高知県高知市 16,672

33 (株)ケ ーブル ビジ ョンニ十一 福岡県福岡市 16,512

34 近鉄 ケーブルネ ッ トワーク(株) 奈良県奈良市、生駒市 16,464

35 碧海 キ ャッチ ネ ッ トワーク(株) 愛知県刈谷市、安城市、高浜市、碧南市、

知立市

16,000

36 (財)福 岡ケーブルビジ ョン 福岡県福岡市 15,961

37 (株)中 国ケーブルテ レビジ ョン 広島県中区 15,345

38 上越 ケーブル ビジ ョン(株) 新潟県上越市 15,019

39 (株)志 木 ケーブルメデ ィア 埼玉県志木市 15,000

40 シー エーテ ィーブ イ愛知(株) 愛知県半田市 14,391

41 (株)帯 広 シテ ィーケーブル 北海道帯広市 13,895

42 (株)愛 媛 シーエーティーヴ ィ 愛知県松山市 13,777

43 マ イ テ レビ(株) 東京都立川市 13,672

44 (株)CATV富 士五湖 山梨県富士吉田市 13,575

45 (株)神戸市開発管理事業団 兵庫県神戸市西区 13,431
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施設者数 施設の所在地 受信契約者数

46 洛 西 ケー ブルテ レビジ ョン(株) 京都市西京区 13,313

47 (株)ケ ーブルコ ミュニ ケー ション長良川 岐阜県岐阜市 13,223

48 宮 城 ネ ッ トワーク(株) 宮城県仙台市青葉区 13,026

49 (株)チ ャンネルウェーブあ まが さき 兵庫県尼崎市 12,962

50 (株)東 急 ケーブルテ レビジ ョン 東京都大田区 12,634

51 多 摩 ケーブルネ ッ トワーク(株) 東京都青梅市、福生市 12,100

52 さ くらケーブルテ レビ(株) 東京都墨田区 12,067

53 熊 本 ケーブルテ レビネ ッ トワーク(株) 熊本県熊本市 12,038

54 浦 和 ケー ブルネ ッ トワー ク(株) 埼玉県浦和市 11,967

55 ケ ー ブルテ レビ徳島(株) 徳島県徳島市 11,747

56 仙 台 シーエ ーテ イー ブイ(株) 宮城県仙台市青葉区 11,386

57 (株)ニ ューメデ ィア米沢 山形県米沢市 11,242

58 (株)東 急 ケーブルテ レビジョン 東京都渋谷区 10,889

59 東 名 ケーブルテ レビ(株) 愛知県名古屋市緑区 10,882

60 福 井 ケーブルテ レビ(株) 福井県福井市 10,632

資料2-26都 市型ケーブルテレビの許可状況

(6年 度許可分)

施設者名 施設区域 許可 年月 開始 年月

㈱ シテ ィテ レビ中野 東京都中野区 6-6 7.4

㈱小田急情報サー ビス(世田谷区 ・狛江市) 東京都世田谷区 ・狛江市 6-9 7.12

狭山ケーブルテレビ㈱ 埼玉県狭山市 6.11 7.3

㈱ ケーブルテレビ若狭小浜 福井県小浜市 6.11 9.4

㈱ 京都 ケー ブル コ ミュニケ ー シ ョンズ 京都府京都市右京区 6.11 8.4

ケーブルテ レビ東葛企画㈱ 千葉県柏市 7.2 7.12

ケーブルテ レビ西東京企画㈱ 東京都小平市 ・田無市 ・保谷市 ・東久留米市 7.2 7.12

㈱ ケーブルテレビ富山 富山県富山市 7.2 8.5

こうベ ケー ブルテ レビ㈱ 兵庫県神戸市東灘区・灘区・中央区・兵庫区 7.2 7.12

泉大津ケーブルテレビ㈱ 大阪府泉大津市 7.2 8.10

(注)都 市型ケーブルテレビとは引込端子1万 以上、自主放送5チ ャンネル以上で、

中継増幅器が双方向機能を有するケーブルテレビである。

2-3有 線 ラジオ放送

資料2-27有 線ラジオ放送施設数の推移

年度末
区別 元 2 3 4 5

施設数 12,214 12,390 12,549 12,682 12,875

資料2-28業 務内容別有線ラジオ放送施設及び構成比

■522

(5年 度末現在)

業務別 施設数 構成比

共同聴取業務 1,620

%

12.6

告知放送業務

① 農村漁村において地域i青報や農事関係
ニュース等を放送するもの

② ① とラジオ放送の共同聴取を併せて
行うもの

③ ②の電話業務を併せて行うもの
④ 有線音楽放送を行うもの

7,227

1,076

462

915

56.1

8.4

3.6

7.1

小計 9,680 75.2

街頭放送業務 1,575 12.2

合計 12,875 100.0



31 郵便物数一

3-1 郵便物数

資料3-1 引受郵便物数の推移

(単 位:
工 通(個))

年度
区別 2 3 4 5 6

総 計

一一直 一一一」軋.

通 常

普 通

特 殊

年 賀

選 挙

小 包

普 通
圭 ム刀
日 田

速 達 等

国 一」魁 差立L.

通 常

小 包

EMS

(到 着)

通 常

小 包

EMS

22,814,889

22,689,479

22,338,045

18,107,080

707,452

3,509,852

13,661

351,434

338,776

4,233

8,425

125,410

120,099

2,770

2,541

183,060

179,609

2,275

1,176

23,945,723

23,814,654

23,406,536

18,951,057

727,725

3,658,707

69,047

408,118

394,396

4,696

9,026

131,069

125,085

2,929

3,055

196,550

192,797

2,342

1,411

24,395,419

24,263,783

23,837,788

19,398,138

722,319

3,699,309

18,022

425,995

412,367

4,651

8,977

131,636

124,972

3,100

3,564

202,905

198,792

2,391

1,722

24,479,048

24,350,534

23,949,999

19,498,ll8

722,705

3,687,419

41,757

400,535

387,474

4,557

8,504

128,514

121,451

3,008

4,055

217,276

212,497

2,670

2,109

24,036,024

23,911,544

23,534,035

19,237,694

701,410

3,580,766

14,165

377,509

365,348

4,269

7,892

124,480

117,041

2,942

4,497
241,480

235,868

3,033

2,579

(注)総 計 は、国内 と国際の差立の合計である。

EMS:国 際 エクスプ レスメール
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3郵 便

資料3-2引 受郵便物数

(単位:千 通(個))

区別

6年 度

計 料金別 ・後納 その他

物数 増減率 物数 増減率 物数 増減率

総 計 24,036,024
%

△1.8 12,351,354

%

△0.3 11,684,670

%

△3.4

内 国 23,911,544 △1.8 12,351,354 △0.3 11,560,190 △3.4

通 常 23,534,035 △1.7 12,083,041 △0.1 11,450,994 △3.4

普 通
第一種

定 形
定形外

第二種
第三種

第四種
特 殊
圭 二刀臼 田

速達等
年 賀
選 挙

19,237,694

11,763,513

10,580,379

1,183,134

6,142,692

1,292,321

39,168

701,410

351,884

349,526

3,580,766

14,165

△1.3

△3.1

△3.5

△0.2

3.9

△7.6

△0.3

△2.9

△0.3

△5.5

△2.9

△66.1

ll,922,705

7,043,692

6,486,633

557,059

3,627,418

1,222,015

29,580

160,336

112,760

47,576

一

一

△0.1

△3.1

△3.5

1.5

9.6

△7.9

1.2

△0.7

△0.2

△1.7

-

一

7,314,989

4,719,821

4,093,746

626,075

2,515,274

70,306

9,588

541,074

239,124

301,950

3,580,766

14,165

△3.3

△3.2

△3.5

△1.7

△3.5

△0.6

△4.6

△3.6

△0.3

△6.1

△2.9

△66.1

小 包 377,509 △5.7 268,313 △6.8 109,196 △3.2

普 通
圭 ム刀
日 田

速達 等

(一 般)

(書 籍)

(カ タ ロ グ)

365,348

4,269

7,892

142,890

116,457

118,162

△5.7

△6.3

△7.2

△4.5

△9.7

△3.1

263,638

1,092

3,583

73,750

76,401

118,162

△6.8

1.1

△7.4

△6.5

△12.2

△3.1

101,710

3,177

4,309

69,140

40,056

一

△2.8

△8.6

△7.0

△2.4

△4.5

一

国 際
差 立

到 着

124,480

241,480

△3.1

11.1

一

一

一

一

124,480

241,480

■

△3.1

11.1

(注)1.小 包(一 般)、(書 籍)及 び(カ タログ)は 再掲である。

2.△ 印は減少率を示す。

3.総 計は、内国 と国際の差立の合計 であ る。

資料3-3電 子郵便物数の推移

(単位:千 通)

年 度 2 3 4 5 6

取扱通数 14,447 15,591 15,774 16,225 16,321

資料3-4広 告郵便物数

(単 価:千 通 、 件)

年度
区分 2 3 4 5 6
引受物数 1,887,351 2,190,390 2,557,092 2,769,078 2,830,591

引受件数 80,536 89,883 100,047 109,916 129,718

■524



3-1郵 便物数一

資料3-5小 包郵便物、宅配便取扱個数の推移

(単位:千 個 、%)

年度

便名(事 業者名) 元 2 3 4 5

小包郵便物

取扱個数 297,598 351,434 408,118 425,995 400,535

増減率 26.6 18.1 16.1 4.4 △6.0

シェア 22.4 24.2 26.6 26.4 24.3

全宅配便

取扱個数 1,028,540 1,100,500 1,124,950 1,189,000 1,244,600

増減率 12.9 7.0 2.2 5.7 4.7

シェ ア 77.6 75.8 73.4 73.6 75.7

合計

取扱個数 1,326,138 1,451,934 1,533,068 1,614,995 1,645,135

増減率 15.7 9.5 5.6 5.3 1.9

主

要

宅

配

便

5

便

宅急便

(ヤマ ト運輸(株))

取扱個数 415,560 451,810 478,770 515,200 547,850

増減率 17.8 8.7 6.0 7.6 6.3

シ ェ ア 31.3 31.1 31.2 31.9 33.3

ペ リカン便

(日本通運(株))

取扱個数 289,910 309,290 316,090 318,890 324,180

増減率 10.3 67 2.2 0.9 1.7

シ ェ ア 21.9 21.3 20.6 19.7 19.7

フ ッ トワ ー ク

(フ ットワークエクスフ.レス(株))

取扱個数 94,770 105,970 106,740 107,660 108,180

増減率 12.0 11.8 0.7 0.9 0.5

シ ェ ア 7.1 7.3 7.0 6.7 6.6

カンガルー便

(西濃運輸(株))

取扱個数 76,400 82,200 76,120 88,750 105,760

増減率 8.7 7.6 △7.4 16.6 19.2

シ ェ ア 5.8 5.7 5.0 5.5 6.4

フクツー宅配便

(福山通運(株))

取扱個数 49,020 52,570 58,670 67,360 73,380

増減率 8.2 7.2 ll.6 14.8 8.9

シ ェ ア 3.7 3.6 3.8 4.2 4.5

(注)1.取 扱個数の単位は千個、増減率及びシェアは%で ある。

2.シ ェアは合計に対するものである。

3.宅 配便取扱個数は、同一便名ごとにその便名を扱っている各事業者の取扱実績を集計 したものである。(運

輸省調べ)

4.航 空宅配便の取扱個数は全宅配便の取扱個数欄に含まれる。ただし、各宅配便ごとの取扱個数が公表され

ていないため主要宅配便5便 の取扱個数には含まれていない。

資料3-6ふ るさと小包取扱数の推移

年 度 2 3 4 5

取扱個数(万 個) 1,762 1,865 1,910 1,913

取扱 品 目数(品 目) 8,500 8,000 8,100 7,900

資料3-7ふ る さと小包取扱ベ ス ト10

(5年 度)

順位 品 目
取扱個数
(万個)

産 地

第1位

2

3

4

5

6

7

8

9

10

鮭

信州 りんご

宇治茶

静岡茶

さくらんぼ

アスパラガス

メロン

ぶどう

せんべい

じゃがい も

120

84

68

56

48

39

37

34

27

24

北 海 道

長 野
京 都

静 岡
山 形

北 海 道
北 海 道

山 梨
福 岡

北 海 道
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資料3-8 国際郵便物数の推移

(単位:千 通(個))

年度
区別

2 3 4 5 6

差

立

(

外

国
あ
て

)

通

常

航 空 便

船 便

エコノミー航 空

109,237

10,357

505

ll3,539

10,983

563

ll3,158

11,316

498

109,519

11,200

732

103,918

12,143

980

小 計 120,099 125,085 124,972 121,451 ll7,041

小

包

航 空 便

船 便

エコノミー航 空

1,733

643

394

1,819

683

427

1,835

806

459

1,725

819

464

1,638

845

458

小 計 2,770 2,929 3,100 3,008 2,942

EMS 2,541 3,055 3,564 4,055 4,497

計
航 空 便

船 便

EMS

エコノミー航 空

llO,970

11,000

2,541

899

ll5,358

11,666

3,055

990

114,993

12,122

3,564

957

111,244

12,019

4,055

1,196

105,556

12,988

4,497

1,438

合 計 125,410 131,069 131,636 128,514 124,480

到

着

(

外

国
来

)

通

常

航 空 便

船 便

エコノミー航 空

144,779

34,830

153,246

39,551

161,747

37,045

167,664

18,179

26,654

182,883

18,051

34,934

小 計 179,609 192,797 198,792 212,497 235,868

小

包

航 空 便

船 便

エコノミー航 空

1,278

997

1,369

973

1,404

987

1,638

853

179

1,913

937

184

小 計 2,275 2,342 2,391 2,670 3,033

EMS 1,176 1,411 1,722 2,109 2,579

計
航 空 便

船 便

EMS

エコノミー航 空

146,057

35,827

1,176

154,615

40,524

1,411

163,151

38,032

1,722

169,302

19,032

2,109

26,833

184,796

18,988

2,579

35,ll8
合 計 183,060 196,550 202,905 217,276 241,480

(注)EMS国 際 エクスプ レスメール

資料3-9 国際郵便物の地域別構成比

(5年度 単位:%)

区別
差立 到着

通常 小包 EMS 通常 小包 EMS

アジア

アメ リカ

欧州

中南米

オセ アニア

アフリカ

30.6

32.9

22.0

6.0

6.3

2.2

38.2

31.l

l5.7

8.7

5.O

l.2

58.0

20.3

16.2

1.7

2.6

1.2

26.4

36.4

30.8

2.2

3.8

0.4

34.0

40.2

20.0

1.2

4.3

0.3

78.0

15.7

2.6

1.7

1.2

0.8
合計 100.0 100.O 100.0 100.0 100.0 100.0



3-2郵 便事業 一

資料3-10国 際郵便 物の国(地 域)別 差立 ・到着(上 位10か 国)

(5年 度 単位 ●千通(個))

国(地 域)名 差立 割合(%) 国(地 域)名 到着 割合(%)
米国 37,788 29.4 米国 73,950 34.0

英国 7,806 6.1 英国 23,157 10.7

韓国 6,764 5.3 香港 !6,593 7.6

中国 5,890 4.6 台湾 9,299 4.3

ドイ ツ 5,514 4.3 ドイ ツ 9,011 4.1

台湾 5,284 4.1 オ ラ ン ダ 8,556 3.9

オー ス トラ リア 4,584 3.6 タ イ 7,802 3.6
香港 4,Ol4 3.1 オ ー ス トラ リ ア 6,998 3.2

カナダ 3,736 2.9 中国 5,374 2.5

フ ラ ンス 3,731 2.9 韓国 5,340 2.5

3-2郵 便 事業

資料3-11郵 便事業の財政状況の推移

(単位:億 円)

年度
区別 元 2 3 4 5

収 益

費 用
利益又は欠損
同上累計

16,991

16,825

166

559

18,026

17,901

125

684

18,750

18,923

△173

511

18,950

19,631

△681

△170

19,611

20,443

△832

△1,002

資料3-12郵 便物数と郵便事業定員の推移

区別

年度 郵便物数 郵便事業定員

り乙

り0

4
〔
」

ρ0

百 万 通(個)

22,815

23,946

24,395

24,479

24,036

指 数

100

105

107

107

105

人

141,759

142,121

142,880

143,331

142,712

指 数

100.0

100.3

100.8

101.1

100.7

3-3郵 便施 設等

資料3-13郵 便局数の推移

年度末

1ヌ別 2 3 4 5 6

普
通

郵

便
局

集 配 局
無 集 配 局

集 中 局
輸送郵便局
鉄道郵便局
船内郵便局

1,239

51

3

3
3

1,245

51

3

」
3

1,255

51

3

3
3

1,268

51

3

」
3

1,267

53

2

2
3

小 計 1,299 1,305 1,315 1,328 1,327

特 郵
定 便
局

集 配 局
無 集 配 局

3,922

14,319

3,840

14,475

3,769

14,622

3,721

14,754

3,697

14,878

小 計 18,241 18,315 18,391 18,475 18,575

簡 易 郵 便 局 4,567 4,570 4,597 4,616 4,619

合 計 24,107 24,190 24,303 24,419 24,521
527■ 一 ■



一3郵 便

資料3-14郵 便切手類販売所 ・印紙売りさばき所数の推移

年度 末 元 2 3 4 5

郵便切手類販売所 ・印紙
売りさばき所数 119,639 119,997 120,563 121,261 124,329

資料3-・15ゆ うパ ック取次所数の推移

年度末
ゆうパ ック取次所数

元
81,157

2

82.709

3

82,966

4

81.153

5

77.279

資料3-16郵 便ポス トの設置数の推移

年度末

郵便ポス トの数

元
158,392

2

160,952

3

161,620

41単 位1本)
163,0671164,409

資料3-17郵 便輸送施設の推移

機関別
年度末 鉄道 自動車 航空 船舶 その他 合計

元

1日 延 べ キ ロ程(km) 13,097 488,353 616,349 12,377 215 1,130,391

構成比(%) 1.2 43.2 54.5 1.1 0.0 100.0

2

1日延べキ ロ程(㎞) 39,305 532,624 618,447 12,192 218 1,202,786

構成比(%) 3.3 44.3 51.4 1.0 0.0 100.0

3

1日 延 べ キ ロ程(km) 50,457 536,839 778,610 ll,923 216 1,378,045

構成比(%) 3.7 38.9 56.5 0.9 0.0 100.0

4

1日 延べ キ ロ程(km) 50,527 567,086 797,437 13,890 240 1,429,180

構成比(%) 3.5 39.7 55.8 1.0 0.0 100.0

5

1日 延べ キ ロ程(㎞) 51,902 564,140 803,179 11,983 180 1,431,384

構成 比(%) 3.6 39.4 56.1 0.8 0.0 100.0

(注)「 その他」欄は、自転車、徒歩等による輸送である。

資料3-18主 要 郵 便 機 械 配 備状 況

(6年度末現在)
機械名 局数 台数 備考

郵便番号自動読取区分機
郵便物あて名自動読取区分機

郵便物自動選別取 りそろえ押印機
選別台付自動取 りそろえ押印機

小包区分装置

局

lll
l21

130

49

台

lll
l44

130

55

うち77局99台 は、郵便物 の選別

か ら取 りそ ろえ、押印、区分 ま

でを一貫 して自動処理する連動

システムとなっている。

一528



3-3郵 便施設等 一

資料3-19寄 附金付お年玉付き郵便葉書・郵便切手及び寄附金付広告付葉書の発行による寄附金配分事業

配 分 団 体 3年 用 4年 用 5年 用 6年 用 7年 用

団体数 配分額 団体数 配分額 団体数 配分額 団体数 配分額 団体数 配分額

①社会福祉の増進を目
的とする事業を行う団

体

団体

201

百 万 円

(40.3)

507.1

団体

167

百 万 円

(27.3)

368.5

団体

205

百 万 円

(29.5)

465.2

団体

217

百 万 円

(29.9)

480.2

団体

218

百 万 円

(28.0)

463.6

②風水害、震災等非常
災害による被災者の救
助又はこれらの災害の
予防を行う団体

1
(4.9)
61.3

1
(6.7)
90.7

1
(4.6)
72.6

1
(4,6)
74.3

1
(14.2)
235

③がん、結核、小児ま
ひその他特殊な疾病の

学術的研究、治療又は
予防を行う団体

13
(15.3)
192.7

16
(23.8)
321.1

15
(20.6)
324.0

16
(19.0)
304.4

18
(19.3)
318.6

④原子爆弾の被爆者に
対する治療その他の援
助を行う団体

2
(2.9)
36.5

2
(6.2)
83.2

2
(3.0)
47.3

2
(4.9)
79.2

2
(5。0)

83.1

1⑤交通事故
の発生もし

くは水難に際して人命
の応急的な援助又は交
通事故の発生もしくは

水難の防止を行う団体

4
(5.4)
67.9

3
(3.2)
43.8

1
(1.9)
30.0

4
(1.8)
27.7

4
(1.0)
16.2

1

⑥文化財の保護を行う
団体 5

(5.4)
68.0

6
(5.8)
78.1

4
(3.3)
52.7

5
(4.8)
76.2

10
(7.0)
115.8

1

⑦青少年の健全な育成
のための社会教育を行

う団体
18
(15.4)
193.9

19
(17.9)
241.6

21
(13.9)
219.7

29
(19.2)
308.2

19
(11.7)
192.9

1

⑧健康の保持増進を図
るためにするスポーツ

振興のための事業を行
6
(3.7)
46.9

6
(3.7)
49.5

8
(4.0)
62.3

6
(3.3)
52.6

5
(1.1)
18.7

講 途上にあ。海外
の地域からの留学生又
は研修生の援助を行う

団体

4
(6.7)
84.3

4
(5.4)
73.6

5
(4.3)
68.5

5
(2.9)
46.4

5
(3.2)
53.5

⑩地球環境の保全を図
るための事業を行う団

体
34
(14.9)
235.1

40
(9.6)
154.5

39
(9.5)
156.0

計 251
(100)
1,258.6

222
(100)
1,350.0

294
(100)
1,577.3

323
(100)
1,603.6

319
(100.0)
1,653.4

(注)1.団 体数については、複数分野の事業で配分 しているため、各事業分野ごとの団体数の合計 と総合計 は異なる。

2.7年 用の②の配分額 には、「阪神 ・淡路大震災」の被災者救助のために配分 した200百 万円が含 まれる。

3.配 分額欄上段()内 は配分額に対する割合(%)で ある。
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一4通 信産業

4通 信産業等

4-1通 信産業

資料4-1事 業別売上高

(単 位:百 万 円 、 社)

区 分 5年 度

実績額

6年 度

計画額

通信産業全体 10.948,426(739) 11.369.747(739)

電気通信事業 8.294,759(370) 8.690.966(370)

放送事業(含 むNHK) 2,653,667(369) 2,678,781(369)

〈電気通信事業〉

区 分 5年 度

実績額

6年 度
計画額

第一種電気通信事業 7,645,677(78) 8,007,153(78)

NTT篶 、 6,618,56Z(.ll) 6,7ユ5,754( .11)、"門 蟹

NCC
"

1,027.110(67)
隔闘

1,291,399(67)

第一種電気通信事業 649.082(292) 683.813(292)

特別第二種 498,06δ(8) 5a4,ll5 .(8.)."H"

一般第二種 151,014(284) 159,698(284)

合 計 8.294,759(370) 8,690.966(370)

lNTT等 を除 く 1,676,192(359) 1,975,212(359)

(注)NTT等 とは、NTT、KDD及 びNTTDoCoMo㈱ 他8社

〈放送事業〉

区 分 5年 度
実績額

6年 度
計画額

放送事業(民 放) 2.032,040(191) 2.030.742(191)
ケーブルテレビ事業 67.961(177) 81.381(177)
合 計 2.100.001(368) 2.ll2,123(368)

〈参考〉

区 分 5年 度

実績額

6年 度

計画額
日本放送協会 553,666 566,658

(注)1.()内 は回答事業者数

2.通 信産業実態調査(総 務庁承認統計)に より作成

蘭530



4-1通 信産業 一

資料4-2事 業別取得設備投資額推移

陣 位:百 万 円 、社)
分 63年 度

実績額
兀年度
実績額

2年 度

実績額
3年 度
実績額

4年 度
実績額

5年 度

実績額
6年 度
修正計画額

言産業全体 2,224,273(632) 2.493.622(665) 2.681.494(768) 2.797、495(879) 2.9U.069(945) 3,056.ユ701960) 3,玉28.345〔960)一

託通信事業 2.107.533(468) 2.255.685(379) 2.436.658(443) 2.542.284(498) 2.663136(558) 2.797.740(557) 2,911,917(557)1
藤 業1含むNHK> 116.740(164) 237.937(286) 244.836(325) 255.211(381) 247、9331387) 258430(403) 216,428(403)1

駄 通信事業〉一 分
63年度

実績額
元年度
実績額

2年 度

実績額
3年 度

実績額
4年 度
実績額

5年 度

実績額
6年 度
修正計画額一種電気通信事業 1.970,092(59) 2.101,730(68) 2.246、692(69) 2.371.037(80) 2.489.680(84) 2.611,017(85) 2,653.849185)

rT蓋 1」769、713(2) 1'791」026(2) 1,882,121(-2) 1謬945,557(3) .2,q79,P3a(_U.)

410、641(73)

.a乳171,q65(一 ユ1.1 2,15↓,239(11)

502,610(74}
CC 200。379ぐ57) 310.704(66) 364.571(67) 425.480(77) 439.952(74)
三種電気通信事業 137.441(409) 153.955(311) 189.966(374) 171.247(418) 173、4561474) 186,723(472) 258,068(472>麟 92,667(21) 106,.316(13) 146.527( 、30 .145,633(30! 154,2Z4(鍛) 、 168,642(35,

18.081(437)
236,Z82(35)

21,286〔437)蹉二種 44.774(388) 47.639(298)
)

43.439(344) 25,614(388) 18.482(442)
・ 計 2.107.533(468) 2.255,685(379) 2,436.6581443) 2.542,284(498) 2.663.136(558} 2.797.740(557} 2,911,917`557)
rT等 を除 く 337.820(466) 464.659(377) 554.537(441) 596.727(495) 584,097(547) 626.675(546} 760.678(546)

NTT等 とは、NTT、KDD及 びNTTDoCoMo㈱ 他8社

改送事業〉
、 分 63年 度

実績額
元年度
実績額

2年 度

実績額
3年 度
実績額

4年 度
実績額

5年 度

実績額
6年 度
修正計画額

送事業(民 放) 57.066(109) 149.404(165) 135.337(172) 136。523(工93) 108.ユ75(198) ユ32.8831205) ユ07,259一ブルテ レビ事業 16.222(54) 42.860(120) 51.227(152) 62231(187) 70、435(188) 66781(197) 49,169
h計 73.288(163) 192.264(285) 186.564(324) 198,754(380) 178.610(386) 199.664(402) 156,428

参考〉
1分 63年度

実績額
元年度
実績額

2年 度
実績額

3年 度
実績額

4年 度

実績額
5年 度
実績額

6年 度

修正計画額
本放送協会 43,452 45,673 58,272 56,457 69,323 58,766 60,000

1.()内 は回答事業者数

2.通 信産業設備投資等実態調査(総 務庁統計) に よ り作成

4-2通 信関連業

資料4-3事 業別売上高

(単 位1百 万 円、 社)
区 分 5年 度

実績額
6年 度
計画額

放送番組制作業 135,121

「548,651](250) 「532,4201(250)

電気通信工事業 502,541

「890,8261(41) 「923,7661(41)

有線テレビジョン放送設備
設置工事業

94,192

「6.785,0661(158) 「6,933,6211(、 、158)

(注)1.当 該事業の売上高
2.[]内 は、当該事業を含む会社全体の売上高

3.()内 は回答事業者数

4.郵 政関連事業実態調査(総 務庁承認統計)に より作成

矧



一5国 際関係

5国 際関係

5-1国 際協調

資料5-1万 国郵便連合(UPU)の 活動㈹ 兄

(1994年 度)

会議名 期問 場所 概要

第21回 万国郵便

大会議

1994

8.22～9.14

ソウル

(韓 国)

UPUの 組織 ・機能の見直 し、新条約類、

「UPU戦 略計画」及び「ソウル郵便戦略」の

採択、連合予算の最高限度額の決定、到着

料制度の見直 し、リメーリング対策、郵便
の品質管理活動の強化、サービス改善。

国際事務局長及び同次長選挙、管理理事会

及び郵便業務理事会理事国選挙。

郵便業務理事会

(POC)

1995

1.30～2.17

ベル ン

(ス イ ス)

新条約類に対応 した、新たな施行規則の策

定、 「UPU戦 略計画」に基づ く、今後5
年間のPOCの 作業計画及び財務計画の採

択、到着料作業部会、EMS作 業部会等の
作業部会の創設。

資料5-2ア ジア ・太平洋郵便連合(APPU)の 活動状況

(1994年 度)

会議名 期間 場所 概要

執行理事会年次

会合及びAPP
TC運 営理事会

会合

1994

6.29～7.5

クィーンズ ランド

(オーストラリア)

「郵便マーケテイングセンター」の設立の

決定、域内におけるEMSの 強化 に関する

決議 の採択 、 「UPU・EDIプ ロジェク

ト」 を支援 す る決議 の採択、APPU中 央

事務 局長及びAPPTC研 修部長の選出、

1995年 度予算の決定、第21回 万国郵便大会

議 の主要議 案 についての域内郵政庁の意見

調整。

資料5-3国 際電気通信連合(lTU)の 主要会議

(1994年 度)

会議名 期間 場所 概要

1994年 次理事 会 1994

5.2～5.17

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イス)

連合の年間活動計画、予算及び決算、職員

問題、戦略政策及び計画等の審議。
全権委員会議 1994

9.19～10.14

京都

(日本)

世界電気 通信 政策 フ ォーラムの設置、民間

セクターのITU活 動への参加拡大、1995
～1999年 の シーリング等の決定、各種選挙

職及び理事国の改選。
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資料5-41TU無 線 通信 部門(lTU-R)の 活動状況

(1994年)

会議名 期間 場所 概要

SGl

(スペ ク トラム

利用技術)

1994

3.9～3.11

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

スペ ク トル拡散(SS)技 術 の与干渉 ・被

干渉 に関する評価、送信機 の周波数許
容偏差 、ISM装 置か らの許容値等 、

周波数管理技術 に関する新勧告案12件

及び改訂勧告案3件 の承認。

SG4

(固定衛星 業

務)

1994

3.15～3.18

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

13.75～14GHz帯 に お け る 固 定 衛 星 業

務 と無 線 標 定 及 び無線 航 行 業務 との共

用 基準 等 の勧 告 案 、 固定 衛 星 シス テ ム

にお ける 国際 デ ジ タル伝 送路 の 品質 目

標等の研究課題等の取 りまとめ。
I

SG5

(非電離媒質内
電波伝搬)

1994

3.7～3.9

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イス)

地 上 固定 中継 回線 、衛 星 回線 、陸 上 移

動 体 衛 星通信 、地 上放 送 、 干 渉調 整 等

に関す る伝搬 推 定 法 、電 波気 象 等 に関

す る勧 告案19件 の 承 認 。SG6と 統 合

したSG3発 足 に 向 け 、 本 会 合 を最 後

に活動 を終了。
■

SG6

(電離媒質内電

波伝搬)

1994

3.10～3.11

ジ ュ ネ ー ヴ'(
ス イ ス)

短 波 帯 電搬 推定 法 、1,600kHz帯 空 間 電

界 強 度 推 定 法 、 電 波 雑 音 、30MHz～3

GHz帯 に お け る周 波 数 共 用 に 及 ぼ す 電

離圏効 果等 に関す る勧告 案9件 を承 認 。

SG5と 統 合 したSG3発 足 に 向 け 、

本会合 を最後 に活動 を終了。
l

SG7

(科学業務)

1994

3.16～3.17

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

宇 宙 科 学 業務 と固定 衛 星 業 務 の13.75
～14GHz帯 の 利 用 の 勧 告 案 、 衛 星 搭 載

能 動 セ ンサ ー と無 線 航 行 、無 線 測位 業

務 シス テ ムの共 用可 能 性 の研 究 課題 の

取 りまとめ。
l

SG8

(移動 、無 線測

位、アマチ ュア

及び これ らの衛

星業務)

1994

3.21～3.25

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

FPLMTSの 無 線 イ ン タ フ ェ ー ス の

要 求 条 件 、1GHz以 下 の 低 軌 道 衛 星 と

他 業 務 と の周 波 数 共用 等 の新 勧 告 案20

件 及 び勧 告 改 訂 案12件 の承 認 。WRC
-95に 向 け たSG8所 掌 業 務 に 関 す る

議 題 を審 議 す る ため の タス ク グル ー プ

(TG8/3)の 設置 。
■

SG9

(固定業務)

1994

3.15～3.18

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イス)

1992年11月 及 び1993年9月 のWP会 合 に

て 作 成 さ れ た勧 告 案44件(新 勧 告 案22

件 、勧告修 正案22件)に つ いて審議 。

承 認 後 、 加 速 手 続(郵 便 投 票)適 用 の

承 認(全 て郵便投票 に よ り承認 済)。

WPの 構 成 の 見 直 し(旧WP9CをWP9Bに 吸

収 、 旧WP9Eを 新 た にWP9Cに 改 称)。T

G2/2研 究 課 題 の 審 議 を行 う ア ドホ

ック9D設 置 の決定 及 び審議 。

SG10

(音声放 送)

1994

2.28～3.3

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

地上 及 び衛 星 デ ジ タル音 声 放 送 方 式 の

勧 告 化 手続 、低 ビ ッ トレー ト音 声 符号

化 等 の勧 告 案13件 の 承 認 。 知 覚 モ デ ル

に 基 づ く客 観 的 品 質評価 法 及 びHF放

送 の プ ラ ン ニ ン グ手 続 を そ れ ぞ れ研 究

するタスクグループの設立。
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会議名 期間 場所 概要

SGll

(テ レ ビ ジ ョン

放 送)

1994

2.28～3.4

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

HDTVス タ ジ オ 信 号 用 デ ジ タ ル イ ン

タ フ ェー ス 、DTTB(デ ジ タ ル地 上

テ レ ビ ジ ョ ン放 送)プ ラ ンニ ン グ と実

用 化 の た め の 基 本 目標 、 テ レ ビジ ョン

の ゴー ス ト除去 の た め の基準 信 号 等 の

勧告案37件 の承 認 。

SG4/9

(固定業務 と衛
星業務との周波

数共用)

1994

3.16

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

角 度 変調 され た搬 送 波 の最 大 電力 密度
の計 算(勧 告675-2)に 関 す る 修 正 案

の審 議 、承 認 後 、 加速手続(郵 便 投 票)

適用 の承 認(郵 便投 票 に よ り承認 済)。

WRC-93で 採 択 さ れ たRes.No.[COM

4/1](1995年 のWRCの 議 題)の 項 目 中 、

SG4及 びSG9で 取 り扱 うべ き議 題

に つ い て 審 議i、FSとMSSの フ ィ ー ダ リ ン

ク の 干 渉 検 討 結 果 を 第2回CPM(1995

年3月 ～4月)ヘ レ ポ ー トの 形 で ま と
め る こ と を承 認 後 、 この ため の ラポー

タグループの設立が提案 され承認。

RAG

(優先順位 、戦

略等)

1994

4.12～4.15

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

知 的所有 権 に関す る ガ イ ドラ イ ン、京

全 権 委 員 会議 にむ け た戦 略 、SGの 構

成 等 に つ い て 検 討 。TSAGと の 合 同

会 合 を 開催 し、 研 究 課 題 の分担 、検討
スケジュール等について合意。
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資料5-51TU電 気通信標 準化部門(lTU-T)の 活動状況

(1994年)

会議名 期間 場所 概要

SG1

第2回 会合

1994

1.18～1.28

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イス 〉

B-ISDNサ ー ビ ス に よ り提 供 可 能

と な る 新ISDNサ ー ビ ス(音 声 、 非

音 声 、 マ ル チ メ デ ィ ア 、 付 加 サ ー ビ ス

等)、 ユ ニ バ ー サ ル パ ー ソ ナ ル 通 信(

UPT)の 勧 告 案F.851(UPTサ ー ビ ス ・セ

ッ ト1)、F.ll5(FPLMrsの サ ー ビ ス 原

則 及 び 運 用 原 則)等 の 審 議 。 勧 告 案F.

141(衛 星 に よ る 国 際 双 方 向 マ ル チ ポ

イ ン ト電 気 通 信 サ ー ビ ス)他2勧 告 案

に つ い て、 勧 告 化 手 続 の適 用 を承 認 。
■

SGl

第3回 会合

1994

9.27～10.7

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

テ レ フ ァ ッ ク ス3と4を 統 合 す る ジ ェ

ネ リ ッ ク な フ ァ ク シ ミ リ勧 告 案F.FAX、

国 際 フ リ ー フ ォ ン サ ー ビ ス 、ISDN

新 サ ー ビス等 の 審 議 。

(注)F.FAXに つ い て は 、 ユ ーザ ー か ら

み て異 な る テ レ フ ァ ック ス3と4

のサ ー ビ ス の統 合 に は問 題 あ り と

の我 が 国 の意 見 に よ り廃 案 。

F.851、F.ll5他13件 の 勧 告 案 につ い て

勧 告 化 手 続 の 適 用 を承 認 。■

SG2

第2回 会合

1994

3.22～3.31

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

3件 の勧 告 案 採 択 の た め の 郵 便 投 票 手

続 開始。①勧告案E.453(伝 送 品 質劣 化
に よ る走 査 線 エ ラ ー によ り影響 される

フ ァクシ ミリ画像 品質:新 規)、 ② 勧

告 案E.456(フ ァ クシ ミ リ伝 送 試験 の た
め の試 験文書:新 規)及 び③ 勧 告 案E.

800(サ ー ビス品 質 と信 頼 性 を含 む網 能

力 に関連する用語 と定義:修 正)

国 際 フ リー フ ォ ンサ ー ビス の 番 号 、 タ

イムTの 周 知 、UPTル ー テ ィ ン グ、

B-ISDNの トラ ピ ッ ク等 につ い て

検 討 。 な お、課題14(N-ISDNの

トラ ピ ック工 学)は 、 次 会 合 で 寄 書 が

なければ機 能を停止す ることを確認。
■

SG2

第3回 会合

1994

11.29～12.9

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イス 〉

4件 の勧 告 案 採 択 の た め の 郵 便 投 票 手

続 開始 。①勧 告案E.162(タ イ ムT以 降
の 国際E.164番 号 の7桁 分析 能 力:新 規)、

② 勧 告 案E.174(UPTの ル ー テ ィ ン グ

原 則 及 び指 針:新 規)、 ③ 勧 告 案E.527

(マ ル チ ス ロ ッ ト ・ベ ア ラサ ー ビ ス 及
びオー バー フローが あ る場 合 の 回線群

設計:新 規)及 び④ 勧 告 案E.743(No.7

共 通 線 信 号 網 の 回線 設 計 と通 話 量 測定

:新 規)。 ダ イ ナ ミ ッ ク ル ー テ ィ ン グ

に関する検討 を開始(課 題6、9、12、13)。

ま た 、代 替 通 話 手 段(コ ー ル バ ッ クサ
ー ビス 等)の 網 運 用 に与 え る影 響 につ

い て検討 を開始。
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会議名 期間 場所 概要

SG3

第2回 会合

1994

5.31～6.9

ジ ュ ネー ヴ

(ス イス)

勧告D.140(国 際電話サービスの計算料

金原則)の 付録A(国 際計算料金設定

/改 定時に考慮すべ きコス ト要素の指針
:今 次会合で最終案 を完成)及 び付録

C(国 際計算料金の二国間交渉 に関す
る指針:継 続審議)、 海上移動業務、

MHS料 金原則等 について審議i。IS

DNサ ー ビスに関する2件 の勧告案に
ついて、勧告化手続の適用を承認。

SG3

第3回 会合

1994

12.12～12.15

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イス)

勧 告D.140の 付 録Cの 最 終 案 を完 成 し、

次 回 会 合(1995年6月)で 勧 告 化 手 続
の 適 用 を審 議 予 定 。 その ほか移動体 端

末経 由で提供 され る電気 通信 の一般 料
金原則 について も審議。勧告D.140の 付

録Aほ か 、計15件 の 勧 告 化 手 続 の適 用

を承 認 。

SG3

TAS会 合

1994

10.18～10.20

オークランド

(ニュー・シ㌧ ラン

ド)

TAS(ア ジ ア ・大 洋 州 地 域 料 金 グ ル
ー プ)に お い て使 用 され る 直 通 関係 に

お け る着信IDDサ ー ビ ス の コ ス トモ

デ ル の 完 成 。 今後 の作 業計 画 の優 先順

位の決定。I
SG4

第2回 会合

1994

6.20～7.1

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

勧 告 案4件(0.41、M.1540、M.3000、M.

3641)を 郵 便 投 票 に か け る こ と を 承 認 。

SG4に お け る 勧 告 の 分 類 が 不 十 分 と

して 、 次 回JCG-TMN会 合 で 議 論

の 予 定 。FPLMTS、UPT等 の 新

サ ー ビス に つ い て も検 討 予 定 。

SG5

第2回 会合

1994

3.15～3.18

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

WPI(高 周 波 のEMC)で は、K.1(ISD

N基 本 ア クセ ス イ ン タ フ ェー ス に おける
エ ミッシ ョン規制 と試験 方法)、K.cla

(通 信 装 置 の 電 磁 環 境 の分 類)等 の審

議 。WP2(電 力 か らの誘 導)で は 、
K.10(通 信 装 置 の 不 平 衡)、K.ALIG

(人 体 安 全 に 関 す る 誘 導 電 圧 許容 値)
の 審議 。WP3(雷 、接 地)で は、K.C

(遠 隔 通 信 サ イ トの 接 地)、 通 信 セ ン
タ ー ビ ル にお け るLEMPに 対 す る 防

護 、新 勧告等 の審議 。

SG5

ラポ ー タ会 合

1994

9.5～9.9

ロ ー マ

(イタリア)

本 会合 の検討 を踏 まえ勧 告草案K.E(静

電 気放 電 イ ミュニ テ ィの試 験 方 法)、K

.15(伝 送 装 置 の 防 護i)の 修 正 。 次 会 合

にお ける勧 告化へ の承認手続の決定。

勧 告草案K.mit(EMCの 対 策 方 法)、

K.C(遠 隔 通 信 サ イ トの 接 地)、K.sel

(防 護 素 子 の協 調)が ラ ポ ー タか ら提

出 。 本 会 合 の 討議 結果 を反 映 した ホ ワ

イ ト寄書の次会合への提出が決定。
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会議名 期間 場所 概要

SG6

第2回 会合

1994

4.25～4.29

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イス)

WP1の 議 長 の選 出。Q.8(光 フ ァイバ

ケ ー ブ ル の保 守)、Q.12(公 衆 網 に お

け る光 加 入 者 ア ク セ ス 系 の構 築法)、

Q.2(建 物 に対 す る 防 火対 策)等8件 の

勧 告 案 の 勧 告 化 が 了 承 。Q.13(海 底 中

継 器 を用 い な い 浅 海 海底 シ ス テム用光
フ ァイ バ ケ ー ブ ル)等3件 の 課 題 の

1996年 にお けるハ ン ドブ ック化が 了承 。

SG6

ラポー タ会 合

1994

10.31～11.3

ストックホルム

(スウェーデ ン)

第2回 全 体 会 合 に てハ ン ドブ ック化 を

了承 した 「海底 中継器 を用 い ない浅海

海底 シス テム用 光 ファイバケ ーブル」

につ いて各 国か ら提 出 され た寄書 を議

論 、次 回全体 会合 に向け たハ ン ドブ ッ

ク草案 の提 出及 び今後 の作 業 方針 の決

定。I
SG7

第2回 会合

1994

2.7～2.18

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

PADやOSI関 連 の勧 告 案27件 を郵

便投 票 にか け る こ と を承 認 。標 準化 活

動 を行 っている フ ォー ラム等 との協調

関係 につ いて審議 、 ガ イ ドライ ンを作

成す る よ うTSAGに 対 し リエ ゾ ン を

送付 。 こ れ に 関 連 しSG7の 研 究 に関

係 の ある国際団体 の リス トを作成。
I

SG7

第3回 会合

1994

10.31～11.11

ソウル

(韓 国)

デ ー タ通 信 に 関 す る勧 告 案54件 を郵 便

投 票 にか け る こ と を承 認 。 内3件(M
HS及 び オ ブ ジ ェ ク ト 哉別 子 関 連)は

投 票 を6週 間留 保 。 電話 番 号 の 拡 張 を

目指 した タイムTへ の対 応 、 多 国 籍 組

織 へ のIDの 付 与 、ISOと の 協 調 、

技 術 的 間違 い訂 正 の迅 速化 のTSAG
へ の 要 望 等 を審議 。 フ レー ム リ レー関

連で は、公衆 デ ー タ通信 網 の ため の勧

告案X.36のPVC部 分 につ い て の 郵 便

投 票 が 行 わ れ 、次 回 にはSVC部 分 に
つ い て も勧 告 化 され る 予 定 。MHSに

つ い て は文 字 コ ー ド関 連勧 告 の 変更 を

受 けた改定 を試 み たが、旧勧 告 との相
互接続性 の確保 を図る ため 、今 回の勧

告化 を見送 り。■

SG8

第3回 会合

1994

6.21～6.30

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

G3、G4フ ァ ク シ ミ リの マ ル チ カ ラ ー化

対 応 に向 けたJPEGの 適 用 に 関 す る勧 告

化 手 続 の 了承 。 フ ァクシ ミリの高速 モ
デムへ の適用 に関 し、V.8(電 話 網 にお

け る デ ー タ伝 送 の 開始 手順)は 合 意 に

は至 ら な か た もの の 、V.34(28.8kb/s

まで のデ ータ信 号 速 度 で 動 作 す る電話 交

換網 及び2線 式 電話 帯 域専 用 線 用モデ ム)
のG3フ ァク シ ミ リへ の 適 用 方 式 は 、 半

二重手 順 の必須 化 、全 二重手 順 の オプ

シ ョン化で合 意。SGlか ら の リエ ゾ

ン に よ り質 問 され て いたG4フ ァ ク シ ミ

リの ク ラ ス構造 の 削 除 は合意 したが、

廃 止 に伴 うクラス1機 能 と オ プ シ ョ ン

機 能 との 標 準 解像 度/プ ロ トコ ル ス タ
ック の相 違 に つ い て、サ ー ビス面 の考

え方を問うリエゾンを返送。
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会議名 期間 場所 概要

SG9

第1回 会合

1994

2.28～3.4

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ITU-T移 行 後 の 初 会 合 。 今 後 の 進

め 方 の 整 理 を主 に議 論 。研 究 課題 を整

理 し、新 設 したWPl/9(画 像 関連)

とWP2/9(音 声 関 連)に 振 り分 け 。

1、2、3×64kb/sチ ャ ンネ ル を用 い た高 品

質 サ ウ ン ドプ ログ ラム信号 の デジ タル

伝送等の勧告案5件 の承 認。

SGIO

第2回 会合

1994

10.19～10.27

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

勧 告 案2件(Z.105、Z.120)を 郵 便 投

票 に か け る こ と を 承 認 。 課 題1～3の

課 題11、12へ の 再 編 、 課 題5の 廃 止 を

承 認 。

SGll

第3回 会合

1994

3.17

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

B-ISDNの 信 号 方 式 に 関 す る勧 告

案3件(Q.2100、Q.2110、Q.2130)を

郵 便 投 票 に か け る こ と を承 認 。(本 会

合 は勧 告 化 の促 進 を 図 る た め に特 別 に

開催、勧告案の承認のみを検討。)

SGI1

第4回 会合

1994

9.5～9.23

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イス)

UPT、B-ISDN、N-ISDN、

GVNSに 関 連 す る勧 告 案26件 の郵 便

投 票 の 開 始 の承 認(B-ISDNに つ
い て は 、公 衆 網 接 続 を行 う た め の信号

方 式 の勧告 が 出揃 う)。IN関 連 勧 告

につ い て は 、 次 回 会 合 で能 力 セ ッ ト1

の 改 版 の 郵 便 投 票 を承 認 予 定 。INに

つ い て は 、 デ ー タベ ー スへ の オ ープ ン

ア クセ スの検 討 の ため、 ア ドホ ック グ

ルー プ を作 りTSAGと も協 力 して意

見交換 を行 って い く予定。
SGI2

第2回 会合

1994

2.15～2.25

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

規則合成音 を用いた音声合成 システム
の主観評価法 に関する勧告及 び無線通

信 システムの伝送品質 に関す る勧告を
郵便投票 にかけることを承認。端末機

器特性測定用試験信号、オーディオビ
ジュアルの双方向品質評価法、広帯域

電話、符号化音声の客観評価法、低 ビ
ッ トレー トコーデ ックの主観評価 に用
いるレファレンス信号等に関 し審議。

SG12

第3回 会合

1994

11.28～12.8

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

端 末機 器の特性 測定 に用い る試験信号、

簡易化擬似耳介 を用い た端末の特性、音

声 品質の客観評価 尺度 に関す る検討、ド
フリー電話機 の特性 に関す る勧 告、映像

品質評 価 に関す る レフ ァレンス信 号 に

関す る勧告案 、4kb/s、8kb/s、16kb/sの 音

声 符 号 化 方 式 に 関 す る 品 質 評 価 に関す

る審議 。
SGI3

第2回 会合

1994

3.7～3.18

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

既存 網 との イ ンター ワーキ ング 、AT

M網 に ア プ リ ケ ー シ ョ ン と してH.262/

MPEG-2の 接 続 を想 定 した場 合 の 検 討 、

トラ ヒ ック制御 にお け る ピクセル レー

トの規定 。SDH網 の ア プ リ ケ ー シ ョ

ン 関係 で は ポ イ ン トーマ ルチ ポ イ ン ト

構 成 内容 を追加 す る規定 の審議 、 品質

関係 で は通信 系 が1:n時 の 呼 処 理 品

質 に重 点。
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会議名 期間 場所 概要

SG13

第3回 会合

1994

11.14～11.25

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

B-ISDN関 連 で は64kb/slSDN

との イ ン ター ワー キ ン グ及 びVODに

焦 点 を 当 て た 検 討 、 そ の ほ か プ ライベ
ー トVSATとISDNの イ ン タ ー ワ

ー キ ング の検 討
、OAM関 連 勧 告 及 び

リ ソ ー ス管 理 関連 勧 告 の凍結化 、伝送

網機能アーキテ クチャの検討。

SGI4

第2回 会合

1994

6.1～6.9

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

V.34及 びV.8に 関する勧告化手続の了承。

テ キ ス ト電話 モー ドで動 作す るモ デム

及 びイ ンター ワー キ ングにおけ る要 求

条件 に関す る規 定及 びVシ リー ズDC

Eに 対 す る管 理 情 報 モ デ ル の勧 告 に対

して も勧告化手続が了承。I
SG15

第2回 会合

1994

5.16～5.27

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

オーデ イオ ビジ ュアル関連 で、広 帯域

映像 符号 化(H.262/MPEG-2)、N-I

SDNオ ー デ ィ オ ビ ジ ュ ア ル シス テ ム

用 伝送 フ レーム構成等 に関す る草案が

完成 、次 会合 で の加 速勧告化手 続が 決

定。 チ ャ ンネル ア グ リゲーシ ョン関連
で 、ISOで の 標 準 化 作 業 との 整 合 性

を保 ちつつ次 会合 で加 速勧告化 手続 の

承 認 を審議す る方針 。新課題 としてモ
ー ビルサ テ ライ トの新設が 了承 。音 声

符号化 、信号 処理 関連 で、LD-CE
LPの 可 変 ビ ッ トレー ト、 エ ンベ デ ッ

ト、 オペ レー シ ョン、 フレー ム消失対

応 の アル ゴリズ ム要求条件 が決定 。光
ファイバ 及び光伝 送 システムで は、ポ

イ ン トーマルチ ポ イ ン ト構 成 に よる光

分 配網 を対 象 と した光 ア クセ スシステ
ム勧 告の必 要性 の確 認 及び議 論 の推 進

の決定。

TSAG

第3回 会合

1994

4.14～4.20

ジ ュ ネー ヴ

(ス イス)

ITU-Tの 戦 略 及 び優 先 事 項 、他 の

標 準 化 機 関 との協 力 と協 調、SG別 及

び標 準 化 分 野 別 の 作 業 計 画 、 知 的所 有

権 の取扱 い等 につい て検 討。RAGと
の 合 同会 合 に よ り、研 究 課 題 の分担 、

検討スケジュール等 について合意。
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資料5-6国 際電気通信衛星機構(lNTELSAT)の 活動状況

(1994年 度)

サ ー ビスの概要 太 平洋 ・イ ン ド洋 ・大西 洋 ・ア ジアの4地 区 に計19機 の衛 星 を

配置 。総 回線 容量 は、延 べ電 話34万5千 回線+TV82回 線 とな
ってお り、134の 加 盟 国 のほか 多 くの 国が利 用。

収支 1994年 度決算 におい て 、収入7億9百 万 ドル、支 出4億3千2

百万 ドル程度 にな る もの と推 定。

最近の動き ① 第19回 締約国総会(1994年10月)に おいて、協定改正 の発
効要件である 「締約国総会がこれを承認 した日の18箇 月を経
過 した後は、効力 を生 じない」 との部分を削除する旨の協定
改正を採択。

② 競争環境への対応 として、さらに協定改正発効要件の緩和、
複数署名当事者制の導入、その他の改革について検討中。
③ 今までのような大洋を東西に横断 し大陸間を接続するサー
ビスの他に、南北アメリカ大陸やアジア太平洋といった陸地

を主体にカバーするサービス(ラ ン ドマスサー ビス)を 開始

する予定。

資料5-7国 際海事衛星機構(lNMARSAT)の 活動状況

(1994年 度)
サ ー ビス の概 要 太平洋 ・インド洋 ・大西洋東 ・大西洋西の4地 区に計11機 の衛

星(内3機 はイ ンテルサ ッ ト衛星 を共用)を 配置。75の 加盟 国
のほか多 くの国で、船舶 ・航空機等の各地球局(計2万9千

局)が 利用。
収支 1994年 度 決 算 にお い て 、収 入3億2千7百 万 ドル、支 出2億1

千7百 万 ドル 程 度 に な る もの と推 定。

最近の動き ① 第10回 臨 時総 会(1994年12月)に お い て、Pサ ー ビス を提

供 す る新 会社(イ ンマ ル サ ッ トP会 社:仮 称)の 設 立 を承 認 。

② 第10回 臨 時総 会(1994年12月)に お い て、機 構 の 名称 を
`lnternationalM

aritimeSatelliteOrganization'か ら
`lnte
rnationalMobileSatelliteOrganization'に 変 更 す

る との 内容 の条 約 改 正 を採 択 。

なお 、 略称 は`Imarsat'へ の変 更 を採 択 。

③ 航 空 通信 の拡 充 の た め、 次 世代(第 三世代)衛 星 に高 い 精

度 で 航 空機 等 の位 置 の測 定 が行 え るナ ビゲー シ ョンペ イ ロー

ド(GPSを 補 完 す る ため の装 置)の 搭 載等 新 た なサ ー ビス

の 提供 につ い て検 討 中。
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資料5-8ア ジア ・太平洋電気通信共同体(APT)の 活動状況

(1994年)

会議名 期間 場所
APT衛 星 セ ミナ ー 1994

4.12～4.15

東京

(日本)
ネ ッ トワークの計画 及び開発 に関する

サブ ・リージョナル会合(東 アジァ)

1994

5.4～5.6

ハ ノ イ

(ヴ ィ ェ トナ ム)

電気通信 によるサービス貿易支援セ ミ

ナー

1994

5.14～5.17

マ レ

(モ ル デ ィ ヴ)
地域標準化協力会議 1994

5.25～5.27

プ ー ケ ッ ト

(タ イ)

ネ ッ トワ ー クの計 画 及 び 開発 に 関す る

サ ブ ・リー ジ ョナ ル 会 合(南 ア ジァ)

1994

6.8～6.10

コ ロ ン ボ

(ス リ ・ラ ン カ)

アマチ ュ ア無線 セ ミナ ー 1994

6.14～6.17

東京

(日本)
リス トラに関す るAPT/世 界銀行

共催 セ ミナー

1994

8.4～8.6

バ ン コ ッ ク

(タ イ)

AIIに 関す る臨時会合 1994

8.8

バ ン コ ッ ク

(タ イ)

APT研 究委員会第14回 会合 1994

9.6～9.13

クア ラ ンプ ール

(マ レイ シ ア)

APT第18回 管理委員会 1994

11.15～11.23

バ ン コ ッ ク

(タ イ)

ルー ラル通 信 セ ミナ ー 1994

12.8～12.12

ク ラ イ ス トチ ャ ー チ

(ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン ド)

資料5-9ア ジ ァ ・太平洋経済協力(APEC)の 活動状況

(1994年)

会議名 期間 場所 概要

第10回 電気通信
専門家会合

1994

8.1～8.3

チ ェ ン ラ イ

(タ イ)

国際VANサ ー ビス と電気通信 機

器の認証 に関す るガイ ドライン案
の採択、APEC/OECD共 催

シ ンポ ジウム開催 の合意等 。

第4回 高級事務
レベル会合

1994

11.8～11.10

ジ ャ カル タ

(インド ネシア)

電気通信専門家会合からの報告書
の承認。

第6回 閣僚会議 1994
11.ll～ll.12

ジ ャ カ ル タ

(インドネシア)

閣僚声明の採択、閣僚宣言、公共
的 ・商業的インフラ整備のための

協力。
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資料5-10国 連アジア ・太平洋経済社会委員会(ESCAP)の 活動状況

(1994年)

会議名 期間 場所 概要

第50回 総会 1994

4.4～4.13

ニューデ リー

(イ ン ド)

ESCAPの 最高意思決定機関。ESCA
Pの 役割、地域経済協力、事業計画等につ
いて討議。

運輸 通信 の10年
フェーズHに 関

す る政府 間ア ド
ホ ック会合

1994

11.9～ll.11

ハ"ンコック

(タ イ)

1運 輸 通信 の10年 フェーズH」 の フォロー

ア ップ、 ポ ス ト 「運輸 通信 の10年 」 につ い

て討議 。

資料5-11国 際海事機関(lMO)の 活動状況(無 線通信関係のみ)

1994

加盟国は147か 国(そ の他に準加盟国として、香港及びマカオがある)
GMDSSの 導入に伴う、無線設備の機能や備付けについての規定の整備等を

無線通信小委員会で、無線通信担当職員の資格や訓練に関する規定の整備等に
ついてを訓練 ・当直基準小委員会でそれぞれ審議。

資料5-12国 際民間航空機関(lCAO)の 活動脚 兄(無 線通信関係のみ)

1994

加盟 国は180か 国。

将来 の航 空航法 に関す る特 別委員会(FANS)の 第2フ ェーズが行 われ、現

在 の無線 管制システムを改善 し、将来の航空交通需要の増大 に対応で きる無線

管制システムの構築のための審議 を実施。当該 システムは、①通信、②航法、

③監視 の3つ の柱 につ いて、衛 星 を利用 し、遠 く離れた大洋上 にいる航空機の

位置等 の情報 を的確 に把握することにより、航空機の飛行間隔の短縮に貢献 し

同一航空路 を飛行で きる航空機の数を大幅に増やすことができると期待。
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資料5-13 経済協 力開発機構(OECD)の 情報 ・コンピュータ ・通信政策

(ICCP)委 員会の主要活動状況

(1994年)

会議名 期間 概要

中東欧における相互接続

及びイコールアクセスに

関する作業部会

1994

1.27～1.28

中東の電気通信の現状及び競争導入の是非、

OECD加 盟先進 国の現状 の紹介。

ICCP第25回 会合 1994

3.14～3.16

電気通信政策の新展開について各国からの報

告、1995～1996年 度の作 業計画 の策定。情報

技術 関連活動やTISP活 動 のフ ォロー。

DSTI(科 学技術 産業

局)/3委 員会合同会合

1994

3.17～3.18

産業委員会(IND)、 科学技術政策委員会

(CSTP)、ICCPの 合 同で、3月 のG
7雇 用サ ミッ トか らの要請 に対 して、前向き

に対応することを決定。

TISP(電 気通信及 び

情報サ ービス政策 に関す

る作業部会)第13回 会合

1994

6.13～6.14

国際通信におけるインフラ競争に関 して、各

国がプレゼンテーションを行い、競争の利益

等について検討。

国際計算料金第2回 専門
家会合

1994

6.15～6.16

リファイル及び代替通話手段、国際単純再販

等 について、計算料金及び収納料金への影響
を各国が報告、討議。

1

技術、生産性及び雇用に

関する第1回3委 員会合

同専門家会合
1

1994

6.28～6.29

生産性向上、雇用創出と技術(特 に情報技術)

の関連 について、G7雇 用サ ミッ トか ら検討

の要請 を受 け、OECDで の検討 を決定。

電気通信インフラ競争に

関する作業部会

1994

9.19～9.20

電気通信市場におけるインフラ競争の成果に

対する理解を深めるとともに、インフラ競争
を導入する際の政策の留意点を検討。

I

I

EDI(電 子 デー タ交換)

の経済的意味 に関す る会

合

1

1994

9.28～9.29

EDIに つい て、有益 な点及び問題点の把握、

OECD及 び各国の今後 の対応 について検討。

I

ICCP第26回 会合 1994

10.24～10.26

1995年4月 の情報 インフラ特別セ ッシ ョン開

催提案、委員会組織改変提案等の検討。我が

国よりITU京 都全権委員会議 の報告。
1知識集約化経済における

雇用と成長会合

1994

11.7～11.8

情報技術 に代表 される新技術の経済(特 に雇

用面)に おける影響 につ いて分析。 「情報 イ
ンフラ1を 含 む4つ の作業部会で検討。

技術、生産性及び雇用に

関する第2回3委 員会合
同専門家会合

1994

11.7～ll.9

G7雇 用 サ ミッ トの要請 を受 けた各活動の進

捗の報告及び今後の作業予定の討議。

情報インフラにおけるシ
ステム安全性及び個人デ
ータ ・プライバシー保護

に関する専門家会合

1994

11.30～i2.2

情報システム ・セキュリティ及び個人データ
・プライバシー、知的財産権保護を、情報イ

ンフラ運用の視点か ら検討。暗号化の効用、

政府の役割等 を議論。

TISP第14回 会合 1994

12.6～12.7

電気通信分野における雇用の問題について、

各国か らの報告 も含めて検討。番号政策や広

帯域通信網 に関 しても議論。
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5-2国 際協力

資料5-14研 修員の受入れ人員の推移

謙 1990 1991 1992 1993 1994

集団研修 328 323 327 367 354

個別研修 139 218 268 184 175

合計 467 541 595 551 529

資料5-15郵 政事業関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式 1990 1991 ユ992 1993 1994

アジア ・大洋州地域

中近東 ・アフ リカ地域

中南米地域

㎜P刈PU計 画

APPU職 員交換計画

その他

46

19

4

1

6

1

56

9

0

2

11

3

55

26

3

2

11

1

18

9

2

0

11

2

33

13

2

2

11

5

合計 77 81 98 42 66

資料5-16電 気通信関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式

1990 ユ991 1992 ユ993 ユ994

アジァ ・大洋州地域

中近東 ・アフリカ地域

中南米地域

国連計画(ITUほ か)
APT計 画

その他

100

80

63

5

25

0

182

68

61

0

29

10

150

63

70

0

73

23

147

65

85

0

57

59

103

74

76

0

82

43
合計 273 350 379 413 378

資料5-17放 送関係研修員の受入れ人員の推移

年度
方式 1990 1991 1992 1993 1994

アジア ・大洋州 地域

中近東 ・アフ リカ地域

中南米地域

国連計画(ITUほ か)

その他

66

35

15

0

1

60

20

27

1

2

50

30

24

2

12

49

23

24

0

0

19

31

31

0

4
合計 ll7 110 118 96 85
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5-2国 際協力

資料5-18第 三国研修(郵 政省関係)の 実施状況

(1994年 度)

研修開催国 コ ー ス 名 実施
回数

期間
参加
国数
参加

員数

シ ンガ ポ ー ル コ ン ピュ ー タ ソフ トウ ェ ア技 術 6
1994

1994

9

11

30～

23
15 20

ス リ ・ラ ン カ コンピュータ情報処理技術 2
1994

1995

12

2

12～

3
8 20

ス リ ・ラ ン カ カラーテレビ放送技術 6
1995

1995

1

3

23～

3
7 17

タイ 上級電気通信技術 18
1995

1995

2

3

14～

31
14 22

、"

ブ イ ン ー 電気通信 12
1994

1994
8
10

29～

28
12 20

フ ィ リ ピ ン 通信線路施設技術 2
1995

1995

2

3

5～

18
8 13

(注)第 三国研彦は、開発途上国が我が国政府の財政及び専門家派遣による技術的支援を受け、近隣諸国の研1多生を招請
し、地域の事情に適合 した技術研 彦を行うことを目的として実施するものであり、具体的には途 ヒ国の実施機関と我

が国国際協力事業団が協力して実施 している。

資料5-19専 門家の派遣人員の推移

年度
方式

1990 1991 1992 1993 1994

・ア ジア ・大 洋 州 地域

JICA中 近 東 ・ア フ リカ 地域
ベ ー ス ・中 南 米 地 域

東 欧 地域
・国 際機 関等

UNDP/ITUベ ー ス

APTベ ー ス

UPUベ ー ス

88

22

39

0

13

5

0

1

62

23

37

0

8

0

2

9

94

18

43

0

9

0

3

4

62

20

47

0

8

2

0

1

74

26

51

2

10

0

2

2

合計 168 141 171 140 167

(注)1.派 遣人数は当該年度に継続 して赴任中の専門家(当 該年度内に任期満了 となった者を含む。)及び新たに赴任

した専門家の合計である。

以下、資料5-23ま で同じ。

2.専 門家の派遣は、開発途上国の通信主管庁、事業運営体、訓練機関等へ専門家を派遣 し、通信開発計画の企画
・助言、運用保守面の指導、職員の訓練等を行 うことにより開発途上国の経済 ・社会の発展及び人材育成に貢

献することを目的として実施するものである。
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資料5-20郵 政事業関係専門家の派遣人員の推移

年度
方式

1990 1991 1992 1993 1994

!ア ジア ・大洋州地域

JICA中 近東 ・アフ リカ地域
ベース ・中南米地域

東欧地域
、国際機 関等

UPUベ ース

1

0

0

0

0

1

1

0

0

0

0

9

3

0

0

0

0

4

3

0

0

0

0

1

0

1

0

0

4

2
合計 2 10 7 4 7

資料5-21電 気通信関係専門家の派遣人員の推移

年度
方式

1990 1991 1992 1993 1994
!ア ジア ・大洋 州 地域

JICA中 近 東 ・ア フ リカ地域
ベ ース ・中南 米 地 域

東欧 地 域
・国際 機 関等

UNDP/ITUベ ース

APTベ ー ス

50

19

29

0

3

5

0

34

20

28

0

3

0

2

54

15

24

0

2

0

3

36

15

3ユ

0

2

2

0

48

16

39

0

5

0

2
合計 106 87 98 86 110

資料5-22放 送関係専門家の派遣人員の推移

年度方式
1990 1991 1992 1993 1994

'ア ジア ・大洋州 地域

JICA中 近 東 ・ア フ リカ地域
ベ ース ・中南 米地域

東 欧地域
・国際機 関等

37

3
10

0

10

27

3

9

0

5

37

3

19

0

7

23

5
16

0

6

26

9

12

2

1
合計 60 44 66 50 50
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資料5-23プ ロジェク ト方式技術協力による実績の推移

年度
事項

1990 1991 1992 1993 1994

協力 中の プロジェク ト(件)

事前調査段 階の プロジェ ク ト(件)

調査 団の派遣(件)

調査 団の派遣(名)

専門家 の派遣(名)

研修員 の受入れ(名)

機材 の供与(百 万 円)

11

3

13

50

88

27

879

8

2

10

36

64

28

1,075

8

0

8

20

72

28

738

6

2

8

41

51

30

572

7

0

3

15

64

22

310

資料5-24プ ロジェク ト方式技術協力の実施状況

国名 プ ロ ジ ェ ク ト名 期間 協力分野

ジ ョル ダ ン
コ ン ピ ュー タ訓 練研 究

セ ンター

1990.6.27～

1994.6.26

プ ロ グ ラム言 語 、OS利 用 方

法 、 デ ー タベ ー ス とデ ー タ通

信 、 シス テ ム設 計

パ ナマ 電気通信訓練センター
1990.8.1～

1996.7.31

デ ジ タル伝 送 、光 フ ァイバ ケ ー

ブ ル

メキ シ コ
教育テレビ研修セン

ター

1991.4.1～

1996.3.31

番組制作技術、テレビカメラ、

照明、音響、映像及びVTR技

術、編集、機器 の保守

タイ
国 立 コ ンピ ュー タ ソ フ

トウ ェ ア研 修 セ ン ター

1991.5.1～

1996.4.30

プ ログ ラ ム言語 、 オペ レー テ ィ

ン グ、 デ ー タベ ー ス、 デ ー タ通

信 、 シ ス テ ム分 析 及 び設計

パ ラグ ァイ 電気通信訓練センター
1992.4.1～

1997.3.31
デジタル交換、デジタル伝送

チ リ
デジタル通信訓練セン

ター

1992.7.27～

1997.7.26

デ ジ タル交換 、 光 フ ァイバ ケ ー

ブル 、 デ ジ タルケ ー ブ ルPC

M、 マ イ ク ロ ウ ェー ブ

イ ン ドネ シ ア 電話線路建設センター
1994.11.20～

1998.11.19

電話線路建設工法、工事監督、

検査

(注)プ ロジェク ト方式技術協力 とは、専門家の派遣、研修員の受入れ、機材の供与を有機的に関連付けて、計画の

立案か ら実施、評価 まで計画的かつ総合的 に行 う技術協力形態である。
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資料5-25通 信 ・放送分野における開発調査件数の推移

年度 1990 1991 1992 1993 1994

件数 4 5 10 6 5

(注)開 発調査は、開発途上国の電気通信 ・放送開発計画に関 して、現地調査及び国内

作業を行い、その開発計画の推進に寄与することを目的 としている。

資料5-26通 信 ・放送分野における開発調査の実施状況

(1994年 度)

国名 案件名 概要

ウガンダ 電気通信網長期計画
イ ンテ リム レポ ー ト提 出1994年5月

ドラ フ トフ ァ イナ ル レポ ー ト提 出1994年8月

キルギス
全国ラジオテレビ放送

網整備計画

イ ンテ リム レポ ー ト提 出1994年7月

ドラ フ トフ ァ イナ ル レポ ー ト提 出1994年ll月

カ ンボ デ イア
プノンペン市電気通信

網整備計画

イ ンセ プ シ ョ ン レポ ー ト提 出1994年9月

イ ンテ リム レポ ー ト提 出1995年1月

ス リ ・ラ ン カ
全国電気通信網整備計
画

事前調査1994年12月

インセプ ションレポー ト提 出1995年3月

シ リア
全国電気通信網拡張計

画
事前調査1994年12月
イ ンセプ ションレポー ト提 出1995年3月

資料5-27通 信 ・放送分野における単独機材供与の実施状況

(1994年 度)

国名 供与先機関 機材名 金額(百 万円)

イ ン ドネ シア
運輸省海運総局 ・海上

安全局
衛星通信機器検査訓練用機材 19.5

タ イ タイ電話公社 ISDN電 話機審査用機材 26

西 サモァ 郵電省郵電庁 電気通信用機材 31

テ ユ ニ ジ ア
職業訓練雇用省電気技
術者訓練センター

電気技術者訓練用機材 41

ケ ニ ア ビデオ教材作成用機材 内務文化省ケニア国立博物館 13

計 5件 130.5
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5-2 国際協カー

資料5-28技 術協力の実施状況(1994年 度)
ジョルダン

プロジェク ト方式技術協 カ

コンピュータ訓練研究 センター

1

'

シリア
紗

開発調査'

瞠,
亀

ウガンダ

開発調査
電気通信網長期計画

全国電気通信網拡張計

。1

覧

＼

＼

顧

阜

＼

キルギス

開発調査

全国ラジオテレビ放送網整備計画

臆 諺
レ

∂

第3国 研修
コンピュータ情報処理技術
カラーテレビ放送技術

開発調査
全国電気通信網整備計画

コンピュー タソフ トウ ェア技術

!レ ー一_

♂ンノ プロジェク ト方式技術協力戸
フィリピン 教育テレビ研修センター

第3国 研修
通信線路施設技術 パナ

マ

'翫ゼ

〆し

へ 、

開発調査
プノンペン市電気通信網整備計画

塩A

、

軽助ダ

タイ

第3国 研 修

上級電気通信技術

プロ ジェク ト方式技術協 力

国立 コンピュータソフ トウェア研修 センター

プロジ窪ク ト方式技術協力
電気通信訓練センター

バラグァイ

プロジェク ト方式技術協力

電気通信訓練 センター

フ インー

第3国 研修

電気通信

プロジェクト方式技術協力

電話線路建設センター

憲へ吻
・緬
瀕
.
㍉Lノ 「

幽
ア1

語曾

嚢
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資料5-29二 国間の科学技術協力協定に基づ く郵政省の協力状況

(1994年 度末現在)

相 手 国
(協定締結日)

郵政省の協力テーマ等

オ ー ス トラ リ ア

(1980.ll.27)

・ 日豪共同VLBI実 験

・ 宇宙天気予報のための国際的データベースの構築

・ 大気汚染監視用レーダの開発と実験

衛星を用いた地球外気圏、磁気圏研究
・ 移動体衛星通信

・ 海洋のマイクロ波リモー トセンシングとその応用

・ 宇宙からの降雨観測の研究

カ ナ ダ

(1986.5.7)

・ 高精細度 テ レビジ ョン放送(HDTV)

・ 超 高速通信技術

・ 日加VLBI

・ オプテ ィカル ・ニ ュー ラル ・ネ ッ トワー ク

・ 映像 レー ダによる地球環境モニ タリング技術の研究

・ ミリ波サブ ミリ波帯分光放射計 による上層大気微量 ガスの計測 に関す る研究

・ETS一 皿ペ イロー ド・COMETS一 小 型衛星 ・衛星 間通信

・60GHz室 内伝搬研究

・ ライダーに よる北極ヘ イズ の観測研究

中華 人民 共和 国

(1980.5.28)

時刻標準の国際比較 と原子標準の高精度化

日中VLBI共 同観測
・ 地震前兆電波の日中共同観測

・ 電離層伝搬実験

・ 宇宙天気予報のための日中データ交換システムの構築

・ 中国砂漠地域での大気中砂塵のライダー観測

・ 有機薄膜の作成 ・評価技術に関する国際共同研究

ドイ ツ

(1974.10.8)

(旧 西 独 との 合

意)

・ 宇宙技術による地球力学の研究

・ 通信放送衛星

・ 情報 ドキュメンテーションのためのデータ通信ネットワーク

・ 高機能ネットワーク

・ 海洋と氷の人工衛星によるマイクロ波 リモー トセンシングに関する共同研究

・ ネットワーク ・アーキテクチャー分散処理及び画像処理

・ 電離層不規則構造に関する研究

・VLBI及 びその他の宇宙技術を用いた時刻 ・周波数比較

・ 生体運動素子駆動原理の解明

・ 静止衛星の共位置制御技術

フ ラ ン ス

(1974.7.2)

改 定

(1991.6.5)

・ 人工衛星 ・航空機搭載降雨レーダアルゴリズム

・ 宇宙天気予報のための国際的データベースの構築

・ ミリ秒パルサータイミングの精密計測に関する研究

イ ン ド

(1985.11.29)

・VLBI技 術 を用 いた イン ド ・ユー ラシアプ レー ト間相互移動の測定

イ タ リ ア

(1988.10.7)

・ 宇宙技術を用いた地球力学及び電波天文 に関する研究

・ ミリ波帯衛星通信技術

韓 国

(1985.12.20)

・ 電波科学技術に関する研究協力

・ 衛星による時刻比較の研究

ロ シ ア

(1973.10.10)

(旧 ソ連 との 合

意)

・ 地震予知

・ 宇宙技術による地球力学の研究

・ 南極における電離層共同観測

・ ミリ秒パルサータイミング精密計測に関する研究
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5-2国 際協カ ー

相 手 国

(協定締結日)
郵政省の協力テーマ等

米 国

(1979.5.2)

改 定

(1988.6.21)

地球力学に関する研究
・ 地球環境のための高度電磁波利用技術に関する国際共同研究

・ デジタル電離層観測機による汎世界的電離圏構造の研究観測

・ 地球気候変動に関する大気中エアロゾルの長期モニタリング

・ 近 ミリ波帯超電導薄膜デバイスの研究

ミリ波帯研究分野における協力

・ 文献情報等の交換

イ ギ リス

(1994.6.13)

超高速通信技術

・ バ イオ ・知 的通信技術

・ 超 多元可塑 的ネ ッ トワー クアーキテクチ ャーの研 究開発

・ オープ ン ・システム ・ス タンダーズ

・ 宇宙機搭載 雲 レーダの基礎研 究

南極の地上及び衛星観測 による磁気 圏電波の研究

・ 電離層垂直観測デー タの交換

電離圏 ・熱圏 ダイナ ミクスの研 究

ス ウ ェー デ ン

(1986.9.29/30)

貿 易 、経 済協 議

(科学技 術 分 野)

・VLBI共 同実験の調査研究

資料5-30資 金協力供与額の推移

(単位 網 ・、 億 円)

署名年度
区別

1990 1991 1992 1993 1994

円借款件数 8 6 3 10 2

円借款供与額 850.96 411.26 204.44 557.19 176.20

無償資金協力件数 13 ll 14 13 6

無償資金供与額 100.85 80.28 llO.11 99.27 33.26

資料5-31通 信 ・放送分野における円借款の実施状況

(1994年 度署 名分)

交換公文
署名年月日

国名 案件名
金 額

(億円)
概要

1994.11.29 イ ン ドネ シア

ジャカルタ首都

圏通信網整備計
画(第2期)

137.66

ジャカル タ首都 圏の通信 ネ ッ ト

ワー ク(交 換機 、 中継線 、加 入

者線等)の 総合 的 な整備 を行 い

通信事情 の改善 を図るもの。

1994.11.29 イ ン ドネシ ア

電話局外設備保

守センター建設

計画(第2期)

38.54

加入者線等の局外設備保守のた
めのセンターを全国主要都市15

か所に建設 し、全国レベルでの

通信品質の向上を図るもの。
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一5国 際関係

資料5-32通 信 ・放送分野における無償資金協力の実施㈹ 兄

(1994年 度署 名分)

交換公文

署名年月日
国名 案件名

金 額

(億円)
概要

1994.8.9 西サモア
地方電話網整
備計画

6.40

同国の電話網は首都アピアに集中して
いることから、地方農村部の無電話 ・

電話回線不足地区50村 落 に電話網 を構

築す るため、TDMA加 入者無線方式
回線の設備 を供与するもの。

1994,8.15 シ リア
教育放送拡充
機材整備計画
(第2期)

4.75

同国東北部は重要な農業地帯である
が、開発が遅れており教育水準 も低い

状況にあること等から、教育放送の拡

充により、農業振興の啓蒙及び教育水

準の改善を図るため、新送信所の送信
設備及び2か 所の既存送信所の送信設
備 を供与するもの。

1995,1.30 イ ン ド

インデ イラ ・
ガンジー国立

公 開大学教材

制作 セ ンター

(第2期)

6.79

老朽化 した同大学の視聴覚教材制作施
設の更改及び制作能力の向上のため、

教材制作センターの建設及び関連機材
を供与するもの。

1995.2.2 パ キス タン

教育テレビ
チャンネル拡

充計画(第2
期)

3.33

教育の地域格差是正、特に、識字教

育 ・衛生教育が必要 とされている農村
部への放送拡大を行うため、地上再送
信設備を供与するもの。

1995.3.22 パ キス タン
アラマ ・イク
バル公開大学

機材整備計画

9.74

正規教育を受ける機会に恵まれない国

民や教育施設が未整備な地方の児童に
対 し遠隔地教育を行っている同大学に

教材制作用機材を供与するもの。

1995.3.29 ラオス
国際通信設備
整備計画

2.25

国際通信回線容量の不足 している同国
に対 し、インテルサ ット地球局を建設

し、また一部既存交換機の容量増大及
び機能整備を行 うもの。
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5-2 国際協カー

資料5-33資 金協 力の実施状況(1994年 度 署名分)
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5-3国 際比較

資料5-34通 信メディアの国際比較

項目

国名等

郵便 電話 テ レビ ジ ョ ン

利用通数

(百万通)

回線数

(千回線)

100人 当た

り普及率

(%)

受信契約数(千

契約)/受 信機

台数(千 台)

100人 当た

り普及率

(%)

日本 24,475 57,640 46.4

受

信

契

約

数

34,920 28.1

英国 16,651 25,595 44.6 20,829 36.0

ドイツ 19,066 35,421 44.0 31,888 39.6

フ ラ ンス 26,124 29,905 52.1 19,903 34.7

イ タ リア 6,832 23,709 41.0 15,675 27.6

ス イス (4,296) 4,185 60.7 2,560 37.0

韓国 2,988 15,865 36.3 9,100 20.8

シ ンガ ポ ール 512 1,153 41.0 1,035 36.7

米国 171,222 130,llO 51.5

受

信

機

台

数

236,300 92.7

カナ ダ 10,832 16,165 58.9 17,252 62.9

ブラジル 3,947 10,670 6.8 31,400 20.1

香港 953 2,778 47.9 1,600 27.5

フ ィ リ ピ ン 801 702 1.1 2,800 4.4

イ ン ドネ シ ア (485) 1,583 0.8 11,000 5.8

タイ 882 1,790 3.1 6,300 10.9

オ ー ス トラ リ ア (3,962) 8,540 48.7 8,330 47.5

(注)1.郵 便 の項 目は、「郵便業務統計表」(UPU)に よ る1993年(ス イス、インドネシア及びオース トラ リアは1992

年)の データである。 なお、英国は小包郵便物 を含 まないデータである。

2.電 話の項 目は、「YearbookofCommonCarrierTelecommunicationStatistics」(ITU)に よ る1992年

12月 末 のデータで ある。 なお、英国及び米国 は1991年 の データである。

3.テ レビジョンの項 目は、「世界受 言 計1994/1995」(NHK)に よ る。 なお、日本 は1994年10月 、米国は

1993年1月 、欧州各国は1993年12月 、 その他の国等 は1991年12月 のデータで ある。
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6-1研 究開発機関及び審議会一

6技 術開発

6-1研 究開発機関及び審議会

資料6-1各 研究所の研究者数と予算

(6年 度)
研 究 所 名 研 究 者 数 予算(単 位億 円)
通 信 総 合 研 究 所 294 83
NTT通 信 研 究所 3,100 3,000※

KDD研 究 所 134 88
NHK放 送技術研 究所 275 94
ATR研 究 所 239 84

(注)ATR研 究 所 とは、㈱エイ ・ティ・アール通信 システム研究所、㈱エイ ・ティ ・

アール音声翻訳通信研究所、㈱エイ ・テ ィ・アール人間1青報通信研究所 ㈱エイ ・テ ィ・

アーノレ光電波通信研究所の ことである。

※全社的な研究開発費

資料6-2電 気通信技術審議会答申

(6年 度)

答申年月日 答 申 事 項
6.4.25

6.4.25
6.4.25

6.5.23

6.6.27

6.6.27

6.11.28

7.1.23

7.3.27

7.3.27

将来 のマルチメデ ィア情報通信技術の展望

周波数有効利用のための技術的諸方策について
公共業務に用いる多方向多重無線通信 システムの技術的条件

端末設備 としての移動機に求められる技術的な条件のうち 「無線呼出

受信機及び簡易型携帯電話 に求められる技術的な条件」(一 部答 申)
移動通信 システムの将来像 と開発の在 り方
12.5～12.75GHzを 使用す る衛星放送 に関す る技術 的条件のうち 「デー

タ放送及び文字放送の技術的条件」(一 部答 申)

電気通信 業務用 データ系 移動通信システムの技術的条件のうち 「高速
ペ ージャーシステム用無線設備の技術的条件」(一 部答 申)

テ レビジ ョン放送の画質改善技術のうち 「第2世 代EDTVの 技術的

条件」(完 結答 申)
小電力無線 設備 の技術 的条件 の うち 「60GHz帯 の周波数 を利用する小

電力 ミリ波 レーダの技術的条件」(一 部答 申)
FM放 送電波 に重畳 で きる信号 の技術 的条件のうち 「サービス機能拡

張及び有料方式 に係る技術的条件1(完 結答 申)
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一6技 術開発

6-2研 究開発

資料6-3電 気通信 フロンテ ィア研 究開発の研究課題 とその概要

[目標][分 野][研 究課題][研 究の概要]

高温超電導体による
超高速 ・高性能通信
技術の研究開発(S63-)

超電導体の持つ優れた性質
の通信への応用

伝送能力の
強化

一 超高速通信
技術

一一

一

電

気

通

信

の

高

度

化
一

一

一

_未 開拓電磁波技術の
研究開発(H元 一)

超大容量通信の可能性を持
つ未開拓電磁波の発生技術

知覚機構モデルによる
超高能率符号化技術の
研究開発(S63-)

知覚機構の優れた情報処理
機能を利用した情報圧縮技
術

一

次世代通信のための
高次知的機能の研究
開発

(H元一)

人間の高次知的機能 の解明
・工学的実現 によるマ ンマ

シ ンコ ミュニケーシ ョンの

高度化

一 通信サー ビ
スの高度化
・多様化

一 バ イオ ・知

的通信技術

生体機能に関する研究
開発

生体を利用 した素子の開発
や、生体機能に学んだ情報

(H3.)1通信系の構築

一

一

一

高度情報通信のための
分子素子技術の研究開
発(H5-)

分子レベルの情報通信素子
を設計することにより、高
度情報通信システムを構築

一

超多元 ・可塑 的ネ ッ ト

ワー ク基礎技術 の研究

開発(S63-)

いつで もどこで も安定 ・高

品質 な通信 サー ビス を可能
とす るネ ッ トワー ク技術通信接続の

高度化
一 高機能 ネッ
トワー ク技

術

一

一

ネ ッ トワー ク ・ヒュ ー

マ ン イ ン タ フェ ー ス の

研 究 開発

(H元 一)

ネ ッ トワー クの提 供す る多

種多様 なサー ビス をあ らゆ
る人が利 用で きるための イ

ンタフェース技術

..尉 画研究2

公募研究

(H2-)

計画研究の補完 ・充実を図るとともに、若手研究者
等の独創的 ・創造的な研究の発掘育成を行い、地域
の研究開発能力の向上、地域の活性化を推進する。

()内 は各課題の開始年度
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6-2研 究開発一

研究分野

資料6-4宇 宙通信

研究目標 主 な 研 究 課 題

固定衛星通信 固定衛星通信の

衛 星 放 送 衛星放送の高度
化、周波数資源
の 丑

高度多重衛星通信技術の研究と超小型地球
局の開発(昭 和63年 度～CS-3計 画)
衛星による高精度双方向時刻比較等の研究
(昭和62年度～)
ハイビジョン等の大容量衛星通信方式の研
双

1マ ルチ ビームアンテナによる地域 別衛星放

送技術 の研究開発(3年 度～:COMETS

計画)
2ス タジオ品質HDTV等 の21GHz帯 大容量

デ ジタル衛星放 送技術の研究 開発(3年 度～

:COMETS計 画)

3降 雨減衰補償 のための階層符号化方式の研
弛 死滋3～:COMETS雪 面

移動体衛星通信
移動体 ・パーソ
ナル衛 星通信 の

高度化 、周波数
,、の 牙

Ka/ミ リ波帯 アクテ ィブア レーア ンテナ

の研究開発(3年 度～COMETS計 画)

オ ンボー ドスイ ッチ ング、再生中継技術 の

研究開発(3年 度～COMETS計 画)
小型周回衛星通信 システムにおける蓄積転
ドップラ補償方式等の研究(3年 度～)
移動体のための次世代衛星通信、衛星音声
放送 システムにおける大規模 スイ ッチ ング、
宛A'術 の

衛星間通信 ・
デー タ

有人宇宙時代
涌旨の基盤 ヱ

Sバ ン ド、ミリ波、光 による衛星 間通信 技術
の研 究開発(昭 和61年 度～ETS-VI計 画)

宇宙 データ中継 のための大型 ア ンテナ組立

技術 の研究開発(4年 度～ETS-VII計 画、
宇宙ステーション)

衛星 間大容量 データ伝送 のための光先端通

信技術の研究(3年 度～)
スペースデブ リ ム 術 の

信 頼 性 向 上 宇宙システムの
信頼性向上 ・軌
道の有効利用

1ク ラス ター衛星通信 システムの ための近接

軌道制御 、通信制御技術 の研究(4年 度 ～)
2長 期軌道変化 の解析研究(4年 度～)

衛星通信の普及
玉

遠隔医療、遠隔教育、コン ピュー タ通信等
のための汎太平洋情報通信 ネ ッ トワーク

(PARTNERS計 画)の 実験研 究(2年 度～
ETS-V善 面
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一6技 術開発

資料6-5周 波数資源の研究開発動向

項目
、

概要
6年 度の研究動向 7年 度以降の研究予定

未利用
周波数
帯の開
発

ミリ波通信技

術の研究開発

・B-ISDN対 応 ミリ波通信技術 に関

して技術 開発動向、利用 イメージ

及び電波伝搬特性 について調査 し

な屋内での多聾 伝搬特性の測定、

伝搬遅延歪み補償方式の研究開発、
ミリ波アンテナの研究開発 を行っ
た。

・B-ISDN対 応 ミリ波通信技術 に関

して引 き続 き技術 開発課題 、開発
シナ リオ等 を検討す る。
・伝搬 、高速伝送方式、 ア ンテナ

な ど要素技術研究 の継続実施、 こ

れ を踏 まえたモ デルシス テムの開

発 を行 う。

ミリ波 ・サブ

ミリ波 デバ イ

ス技術 の研 究

開発

・薄膜技術 を用いた ミリ波回路技

術の研 究を開始 した。マイ クロマ
シンの高周波応用の研究 に着手 し

た。

・機能素材、デバイス機能の研究

開発を継続すると共に、通信デバ
イスの研究開発を行う。

40GHz以 上の

電波伝搬研 究

・本研究計画の最 終年度 であ り

60GHz帯 、80GHz帯 及 び100GHz帯 散

乱計 を用いた反射散乱実験 を実施

した。

光領域周波数
帯の研究開発

・光領域通信システムの高度利用

のための高速レーザ本体部の開発

等を行った。

・光と電波の共用技術及び光領域

通信 システム高度化の研究開発 を

継続する。
邑

既利用
周波数
帯の再
開発

マイクロ波に

おける移動通
信技術の研究
開発

・多重伝搬特性測定装置(遅 延 プ

ロファイル測定系)及 びマイクロ

波帯車載 ダイバーシチア ンテナを

開発 した。

・多重路伝搬特性、ゾーン構成法、
高機能アンテナ、高品質デジタル
高帯域伝送方式の研究開発、シス
テム総合評価実験 を行 う。

周波数
有効利
用技術
の開発

単一周波数中
継技術の開発

・室 内実験 を行 い、昨年度試作 し
た高機能干渉補償器 の性能 を評価

した。 また、 フィール ド実験 に向

け、ルー ト選定等 の予備検討 を行
った。

・試作高機能干渉補償器 を用いて

フィール ド実験を行い、実用に向

け、装置の性能を総合評価する。
7年 度 に最終報告 を取 りまとめる。

周波数共用
技術の開発

・主に、放送 と他業務 との周波数共
用化 を図るための技術を開発する。

インテリジェ
ント電波有効

利用技術の研
究開発

・ゾーン構成模擬装置変復調部、
送信時間適応制御伝送方式実験装

置等を開発 した。

・ダイナ ミックゾー ン構成 、イ ン
テ リジェン ト伝送 、 ダイナ ミック

チ ャンネル割 当技術 の研究 開発 を

継続 する と共に、システムの総合

評価 実験 を行 う。
放送用周波数
有効利用技術
の研究開発

・FM同期放送に関してデジタル変

調器等を開発 し、野外実験の実施

等を行った。
・デジタル圧縮技術の研究開発用

動画像記録装置インタフェース部
及び高能率符号化装置拡張部並び
にデジタル伝送技術の研究開発用

広帯域信号伝搬測定装置基本部を
開発 した。

・FM同期放送 に関して、干渉領域
受信障害の改善方策のための技術
開発 を行 う。
・デジタル圧縮技術の研究開発を

継続すると共に、デジタル伝送技

術の研究開発 も行 う。
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6-2研 究開発 一

研究分野

資料6-6宇 宙 ・地球環 境

研究目標 主な研究課題

電波を用い

た地球環境
の計測技術

の研究開発

電波 リモー トセンシン

グ技術 を用いて、降雨、

低層大気、地殻変動、

海洋、雪氷、植生、災

害等の計測技術の開発

及びデータ処理解析技

術についての研究を行
い、地球環境の電波計

測技術の確立を目指す

と共に地球環境の科学

的及び実用的知見を得

る。

・人工衛星(TRMM) 、航空機搭載降雨 レー
ダの研究開発 と観測実験(昭 和63年度～)
・低層大気観測用 レーダの開発と風 ・気温の

垂直分布の観測(2年 度～)
・アイスレーダの開発と氷床内部の観測

(2年 度～)
・航空機搭載高分解能3次 元マイクロ波映像

レーダによる地球環境計測及び災害監視技

術の研究(5年 度～)
・地球環境に関する画像データ処理技術の研

究(3年 度～)

光を用いた

地球環境の

計測技術の

研究開発

地球環境、特に大気環

境に関 して新 しい知見

を得るための光学計測

方式の開発に関する研

究及び観測実験を行

う。また光学計測シス

テムの開発にあたり必

要なレーザや光検出処

理技術等の確立を目指

す。

電波と光の
境界領域の

電磁波を用
いた地球環

境の計測技

術の研究開

発

地球環境計

測に関する

国際共同研

究

短波長ミリ波 ・サブミ

リ波を用いたオゾン層

破壊の原因となる中層

大気微量ガス等の最先

端計測技術 を開発 し、

地球環境科学に新 しい

知見 をもたらすと共に

観測精度の向上を計る。

アラスカ大学との間で

中層大気を対象とした
国際共同研究を実施す

る6こ のため、中層大

気観測用の計測機器を

開発 し、アラスカにお
いて米国側の観測実験

施設と共に中層大気を

総合的に観測研究 し、

地球環境変動機構の解

明を図ると共に地球環

境保全技術の開発に資
する。

・人工衛星搭載を目指 したEYe-Safety近 赤

外ライダーの開発(3年 度～)
・レーザリモー トセンシングによる観測実

験:① 中国砂漠での大気中砂塵粒子の観測

(元年度～)② 北極域エアロゾルの観測(2

年度～)③ 高層雲の観測(3年 度～)④ 高

層大気の組成と運動の観測(3年 度～)⑤
ピナツボ火山による成層圏火山の観測(3年

度〉
・レーザ高度計の開発 と応用に関する研究:

①土砂災害発生場に関する前兆的山体変形
検出手法の開発(2年 度～)② 航空機搭載
レーザ高度計の開発(3年 度～)

・短波長ミリ波 ・サブミリ波帯計測技術の研

究(3年 度～)① 中層大気微量ガス観測用
地上設置観測システム(短 波長ミリ波帯分

光放射計)の 開発および観測実験②中層大

気微量ガス観測用高度気球搭載サブミリ波

帯リムサウンダ分光計の開発、人工衛星に
よるグローバル観測のための基盤技術の確

立

・アラスカ大学との 「地球環境のための高度

電磁波利用技術に関する国際共同研究」の

推進(4年 度～)① 国際共同研究の推進と

取りまとめ②中層大気計測機器の開発(イ
メージングリオメーター、レーリー ドップ

ラライダ、広帯域ミリ波放射計、ファブリ
ペロー干渉計、分反射レーダ等)
・地球環境変動機構の研究(3年 度～)太 陽

風、大気波動等の地球環境変動要因の観測
および理論的研究

アジアの途上国に適 し

た地球環境計測技術の

国際共同研究を行う。

・タイ国との低層大気観測用レーダ及び大気

観測用ライダーに関する共同研究(5年

度～)
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宇宙電波を
用いた高精
度時空計測
技術の研究
開発

グローバルなプレー ト

運動、日本列島周辺の

局所的な運動を総合的

に測定 し、地震予知等
への基礎データを得

る。また、地球回転変

動のモニター及び、パ
ルサーの周期安定度を

測定することで、長期

的時系の維持や時刻比

較への応用 を行 う。さ

らに、地球内部の研究
やグローバルな地球環

境に関する知見を得
る。これらの観測研究

に必要なVLBI技 術

等の高精度化に関する

研究開発を実施する。

・VLBI観 測 ・解析研究=① 地球回転VLBI

の実施(元 年度～)② ダイヤモン ドクロス

(首都圏近傍VLBI)実 験の実施(3年 度～

③絶対天体電波源強度 一基準座標系に関す
る研究(2年 度～)④メーザ・cm～㎜波ライン
スペク トル ・連続波等天体電波源の研究(2

年度 ～)⑤VLBI解 析技術の向上に関する

研究
・VLBIの 高精度化のための開発研究=① 冒

速 ・多ビッ ト対応K4型 インターフェー
スの開発(2年 度～)②K-4型 相関処理 シ

ステムの開発(2年 度～)③ ミリ波関連観

測技術の研究開発(5年 度～)④ 宇宙空間
VLBIに 関する研究開発(元 年度～)
・ミリ波パルサータイミングの高精度測定法

の研究開発(元 年度～)

首都圏広域

地殻変動観

測 システム

の整備

宇宙測地技術 を用い、

人口密集地である首都

圏をとりまく4局 の地
殻変動観測網を構成

し、直下型地震の前兆

を監視するシステムの

整備を行う

・小金井、鹿島へのVLBl観 測システムの整

備(5年 度)
・三浦半島のVLBl観 測システムの整備(6年

度)
・房総半島のVLBI観 測システムの整備(7年

度以降)
・上記4か 所へのSLR観 測局の整備

・高精度定常観測用4局集中監視 システムの

整備

宇宙天気予

報システム
の研究開発

本格的宇宙利用時代に
おける人命の安全確保

と宇宙機器の安全運用

のために、これ らに重

大な影響を及ぼす宇宙

環境の予報(宇 宙天気

予報)業 務を確立する。

・太陽活動予報の研究=① 電波観測による太

陽活動の研究②光学観測による太陽活動の

研究(太 陽プラズマ動態望遠鏡 ・太陽磁場

望遠鏡の整備)
・太陽一地球間環境擾乱の研究:① マイクロ

波帯による太陽風シンチレーションの研究

②宇宙環境の利用に関する調査研究③宇宙
観測機器基礎実験装置の整備④宇宙環境の

直接測定技術の研究開発
・予報技術の研究:① 太陽地球間環境のモデ

ル化 とシミュレーション②太陽フレア予知

③地磁気嵐予報
・宇宙天気予報業務:① 計算機ネッ トワーク

等による、太陽地球環境データの交換②宇

宙天気予報を実施 し、利用者に伝達する。
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資料6-7周 波数、時刻及び時間間隔の標準の技術動向

項 目 要
6年 度の研究動向 7年 度以降の研究予定

原子周波数標準の研究

時空計測の研究
(1)時 間計測

(2)空 間計測

周波数 ・時刻標準の供
給及び利用法の研究

・セシウムー次標準器の改良 と

確度評価。
・原子 ビームのレーザ冷却 と蓄

積およびその原子標準への応

用に関する研究。
・水素 メーザの周波数安定度精

密計測。水素 メーザ磁気シー
ル ドの評価 と超伝導シール ド

の検討。時系の発生開始。
・静止衛星双方向精密時刻比較

の高確度化の検討を実施。

・高安定 ミリ秒パルサーの時系

への応用 を目的とした観測装

置の開発 を実施。

・宇宙空間VLBIの 実現 に向

けた衛星へ の基準信号 の伝送

システムの開発 を実施。

・衛星 レーザ測距(SLR)の

同期 レーザ技術 、 ピコ秒計測

技術 の推進。

・日本標準時、周波数標準の維

持及び供給。
・電話回線による標準時の供給

法の研究。
・インターネットによる標準時

供給法の研究。
・静止衛星双方向精密時刻比較

実験。

・BSに よる精密周波数供給法

の研 究。

・セシウムー次標準器の改良と

確度評価の継続。
・原子の レーザによる運動制御

操作 と原子泉型周波数標準器

に関する研究。
・超伝導技術の水素メーザへの

応用に関する研究。

・静止衛星双方向精密時刻比較

の高確度化を実証する。
・超高精度周波数/時 刻比較法

を確立す る。
・高安定 ミリ秒パルサーの時系

への応用を目的とした観測の

実施、時系の高確度化に関す
る研究を行 う。 また、観測施

設の高精度化 に関する開発 を

実施する。
・宇宙空間VLBIの 実現 に向

けた衛星への基準信号の伝送

実験 を実施 しシステムの確立
を行 う。
・SLRシ ステムの多色化 、 自

動化 につ き研究を行 う。
・ピコ秒光パルスを用いた精密

時刻比較の研究開発を行 う。
・継続 して実施する。

・実用化サービスを開始する。

・インターネットによる標準時

供給の実用化試験 を行 う。
・インテルサ ット衛星による日

米豪間精密時刻比較実験をめ

ざす。
・BSに よる精密周波数供給法

の研 究。
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6-3標 準化活動

資料6-8国 際標準化活動

電気通信に関する国際標準化は、主 として国際電気通信連合(lTU)のlTU-T及 び
lTU-Rで 行われている。我が国では、関係機関からの意見を電気通信技術審議会での審

議 を通 じてとりまとめ、これらの各機関へ寄与 している。

国際電気通信連合(lTU)

[lTU-R][重]

弾 国際標準

を勧告

A

電気通信技術審議会

電気通信標準化
委員会

÷ 標準化政策部会 無線通信委員会

↑ ▲

:
vl

」

A

十

A

標準化に関する

基本方策等

国 内 標 準 化 機 関

幽TTC

・RCR

・BTA・

等

↓

・各種調査研究プロジェク ト

・各種協議会活動

等

〔

〉

AA 承

電気通信事業者
放送事業者
製造業者

ユ ー ザ ー 電気通信事業者
放送事業者
製造業者

ITU-R:無 線通信部門一従来の無線通信主管庁会議(WARC)とCCIR及 び国際周波数登録委員会(IFRB)

の活動を統合 したものであり、無線通信規則の改正、無線通信の技術 ・運用等の問題の研究及び勧告の作

成、周波数の割当 ・登録等を行う。

ITU-T:電 気通信標準化部門一従来の国際電信電話諮問委員会(CCITT)と 国際無線通信諮問委員会(CCIR)

の活動の一部を統合 したものであり、電気通信の技術、運用及び料金に関する標準問題を研究し、これら

についての勧告を行 う。

lll難 講 欝 ■ 国内の民間… 関
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資料6-9国 内標準化活動

電気通信に関する国内標準化は、主として郵政省が行う強制規格の策定と民間を中心に行われる任意の標準

規格の策定がある。また、これらの規格については、極力、国際標準に準拠 して作成される。

無線 ・放送分野については、電気通信技術審議会の答申に基づき、郵政省が強制規格を作成する他、RCR、
BTA等 により民間の標準規格が作成 されている。有線 を含むその他の電気通信分野については、広 く一般に推

奨すべき通信方式が、電気通信審議会の答申に基づき推奨通信方式(JUST)と して告示されている他、TTC
により民間の標準規格が作成 されている。

国際電気通信連合(ITU)

lTU-R lTU-T

團

世界電

気通信

標準化

協調機
構

(GSC)

国際標

準化機
構

(lSO)

團

電 気 通 信 技 術 審 議 会

標準化政策部会 JUST委 員 会 各種委員会

1. ⊥_

、

覧

、

穐

、

、
「

RCR

JUST

告 示

BTA

標準化に関する基本方策等

τ「C

1

各種の
規格

RCR

標準
規格

BTA

規 格

TTC

標 準

各種協議会活動、プロジェク ト等
高度通信 システム相互接続(HA丁S)推 進会議

相互接続試験実施連絡会

電気通信事業者
放送事業者
製造業者

ユ ー ザ ー 電気通信事業者
放送事業者
製造業者
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資料6-101TU-T各 研究委員会の勧告作成等の状況

E.ll7

F.141

E.453

E.456

E.800

D.210

D.232

ISDNに よっ て提 供 され る 国際 電 気 通 信 業 務 の一 般 課 金 ・計 算 原 則

ISDNの ・ サ ー ビス に 滴 され る'盈金 び量_、1

0.41

M.1540

M.3000

M.3641

電話 型回線上 で使 用 される雑音測定器

伝送システムの計画的サービス中断についての1青報交換

TMN勧 告 の体系化

ISDNのDチ ャン不ル におけるデー タリンクと不 ットワークレイヤの
竺理のための 由 に る

SG5(蔚 磁 的妨害 か らの通信施設 の防御)

勧告番号 勧 告 名
(今会期中の今年中の新規又は改訂勧告なし)

SG6(屋 外設備)

勧告番号 勧 告 名
(今会期中の今年中の新規又は改訂勧告なし)

(X.atc)

国際フレームリレーPVCサ ー ビス を提供す るデー タネ ッ トワークのため
のユーザー情報転送性能パ ラメータ

公衆データ網問におけるア ドレス変換能力の定義

公 衆 デ ー タ網 に専 用線 で接 続 され 、 フ レー ム リ レー デ ー タ伝 送 サ ー ビス を

提 供 す る デ ー タ端 末装 置(DTE)と デ ー タ回線 終 端 装 置(DCE)問 の

イ ン タフ ェ ー ス

フ レー ム リ レー を含 む各 種 プ ロ トコル のX.25パ ケ ッ トへ の エ ン カ プセ レ
ー ン ヨ ン

フ レー ム リ レーデ ー タ伝 達 サ ー ビス を提 供 す る公 衆 デ ー タネ ッ トワ ー ク間

の網 問 イ ン タフ ェ ース

公 クくデ ー タ維 カス タマ維 懲 理 サ ー ビス の{・

闘564
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止 丞 口

X.162

X.163

X.701

X.710

X.730、

X.731

X.732

X.733

X.734

X.735

X.736

X.740

X.741

X.742

X.746

X.413

※X.419

X.445

X.460

X.290

X.291

X.293

X.294

X.295

※X.666

(X.rpmo)

※X.669

(X.rpca)

X.811

X.830

止

公衆データ網カスタマ網管理サービスのためのCNMcイ ンタフェースで

用 いる管理情報定義

公衆データ網カスタマ網管理サービスのためのCNMeイ ンタフェースで

用い る管理情報定 義

情報技術一開放型システム間相互接続(OSI)一 システム管理概 要
CCITTア プ リケー シ ョンのための共通管理情報サービス

情報技術一開放型システム間相互接続(OSI)一 システム管理:オ ブジ
ェ ク ト管理機能

情報技術 一開放型システム間相互接続(OSI)一 システム管理:状 態管

理機能

情報技術 一開放型 システム問相互接続(OSI)一 システム管理:関 係表

示属性

情報技術 一開放型 システム間相互接続(OSI)一 システム管理:警 報報

告機能

情報技術 一開放型 システム問相互接続(OSI)一 システム管理:イ ベ ン
ト報告管理機能

情報技術 一開放型システム間相互接続(OSI)一 システム管理:ロ グ制

御機能

情報技術 一開放型 システム間相互接続(OSI)一 システム管理:セ キュ

リテ ィ警報報告機能

情報技術一開放型システム問相互接続(OSI)一 システム管理:セ キュ
リテ ィ監査履歴機能

情報技術一開放型システム間相互接続(OSI)一 情報管理:接 続制御 の

ためのオブ ジェ ク トと属性

情報技術一開放型システム問相互接続(OSI)一 情報管理:会 計計測機

能

情報技術 一開放型 システム間相互接続(OSI)一 情報管理:ス ケジュー
ル機 能

情報技術 一 メッセージ通信処理 システムーメッセージ蓄積:抽 象サ ービス

定義

情報技術 一 メッセージ通信処理システム:プ ロ トコル仕様
MHS:MHS非 同期 プロ トコル仕様 一電話網 か らのMHSへ のアクセス

メ ッセー ジ通信処理 システム(MHS)管 理:モ デル とアーキテ クチ ャ

ITU-Tア プ リケーシ ョン向けプロ トコル勧告のためのOSI適 合試験

方法 お よび フレームワーク:一 般概
ITU-Tア プ リケーシ ョン向けプロ トコル勧告のためのOSI適 合試験

方法 お よび フレームワーク:抽 象 テス トスー ト仕様
ITU-Tア プ リケーシ ョン向けプロ トコル勧告のためのOSI適 合試験

方法 お よび フレームワーク:テ ス ト認識

ITU-Tア プ リケーシ ョン向けプロ トコル勧告のためのOSI適 合試験

方法 お よびフ レームワークー適合アセスメン ト処理のための試験及びクラ

イアントへの要求条件

ITU-Tア プ リケーシ ョン向けプロ トコル勧告のためのOSI適 合試験

方法お よびフ レーム ワー クープロ トコルフロファイル試験仕様

国際組織お よび多国籍組織名の登録手順

OSI登 録主官庁の オペ レーシ ョン手順 一ITU-Tと 配下 アー クのため

の登録手順

情報技術一開放型システム問相互接続(OSI)一 開放型 システムのため
のセキュ リテイフレームワーク:認 証 フ レームワーク

情報技 術 一開放型システム間相互接続(OSI)一 汎用上位 レイヤセ キュ
リテ イ:概 、モデルお よび 王記述
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X.691

X.213

X.802

X.222

情 報 技 術 一 開放 型 シ ス テ ム 間相 互 接 続(OSI)一 汎 用 上 位 レイヤ セ キ ュ

リテ ィ セ キ ュ リテ ィ交換 サ ー ビス 要 素(SESE)サ ー ビス定 義

情 報 技 術 一 開放 型 シス テム 間 相 互接 続(OSI)一 汎 用 上 位 レイヤ セ キ ュ

リテ ィ セ キ ュ リテ ィ交換 サ ー ビス 要 素(SESE)プ ロ トコル定 義

情 報 技 術 一 開放 型 シス テ ム 間 相 互接 続(OSI)～ 汎 用 上 位 レイ ヤ セ キ ュ

リテ ィ:保 護 転 送 シ ン タ ックス仕 様

情 報 技 術 一 開放 型 シス テ ム 間相 互 接 続(OSI)～ ア ソ シ ェ ー シ ョン制 御

サ ー ビス要 素(ACSE)

情 報 技 術 一 〇SI一 ア ソ シェ ー シ ョン制 御 サ ー ビス 要 素(ACSE)プ ロ

トコル仕 様

ア ソシ ェ ー シ ョン制 御 サ ー ビス要 素 の た め の コネ ク シ ョン レス プ ロ トコル

仕 様:プ ロ トコル仕 様

情 報 技 術 一開放 型 シ ス テ ム 間相 互 接 続(OSI)一 コネ ク シ ョン レス ァ ソ

シェ ー シ ョン制御 サ ー ビス要 素 の た め の プ ロ トコ ル:プ ロ トコル 実 装 適合

記 述(PICS)プ ロ フ ォル マ

情 報 技 術 一開放 型 シ ス テ ム 問相 互 接 続(OSI)一 コ ネ ク シ ョン レス セ ッ

シ ョ ンプ ロ トコル プ ロ トコ ル仕様

情 報技 術 一 開放 型 シ ス テ ム 間相 互接 続(OSI)一 コ ネ ク シ ョン レス型 プ

レゼ ンテ ー シ ョンプ ロ トコ ル プ ロ トコ ル仕様

情 報技 術 一 開放 型 シス テ ム 問相 互接 続(OSI)一 コ ネ ク シ ョ ン型 セ ッシ

ョ ンプ ロ トコル プ ロ トコル 実装 適 合 記 述(PICS)プ ロ フ ォル マ

情 報技 術 一 開放 型 シス テ ム 間相 互 接 続(OSI)一 コ ネ ク シ ョン レス セ ッ

シ ョンプ ロ トコル プ ロ トコル実 装 適 合 記 述(PICS)プ ロ フ ォルマ

情報 技 術 一 開放型 シス テ ム 間相 互 接 続(OSI)一 コネ ク シ ョン レス プ レ

ゼ ンテ ー シ ョン プ ロ トコル プ ロ トコル実 装 適 合 記 述(PICS)プ ロ フ

オルマ

情 報 技 術 一開放 型 シス テ ム 間相 互 接 続(OSI)一 抽 象 的文 法 表 記1

(ASN.1):基 本 符 号 化 仕 様

情 報技 術 一ASN.1符 号 化 規 則 一パ ック化 符 号 規 則(PER)

情 報技 術 一開放 型 シ ス テ ム 間相 互 接 続(OSI)一 ネ ッ トワー クサ ー ビス

定 義

情 報技 術 一 コネ ク シ ョ ン レス 型 ネ ッ トワ ー クサ ー ビス を提 供 す る プ ロ トコ

ル プ ロ トコル仕様

下位 レイ ヤ セ キ ュ リテ ィモ デ ル

OSIコ ネ クシ ョ ン レス 型 デ ー タ リン クサ ー ビス に用 い るX .25LAPB
一互 換 の デ ー タリ ン ク手 順

OSIデ ー タ リン ク レイヤ'車 懲 理 桂 手

(注)※ は6週 間ルールが適用 された勧告案

SG8(テ レマ テ ィー ク ・サ ー ビス の た め の端 末 装 置)

勧告番号 勧 告 名
T.61!

T.101

T.413

T.421

T.42

T.4

T.30

T.24

G3,G4フ ァクシミリ、 テ レテ ックス、 テ レックスのための

PCIAPPLI/COM

ビデオテ ックスに対 す る国際的 なインタワーキング

情報管理の技術一〇DAと 交換 フ ォーマ ッ トーODA文 書 の操作 に対す る

理論的 なイ ンタフェース

情報管理の技術一〇DAと 交換 フ ォーマ ッ トー表構造 と表 の レイアウ ト
ファクシミリのための連続調 カラー 表現方法

G3フ ァクシ ミリ装置 の標準化

公衆網 における文書 ファクシミリ伝送手順

デジタル化 された標準試験画像

嘲566
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T,107

T.503

AmexB

T.521

T.563

T.123

T.90

T.502

T.505

T.83

Z.105

Z.120

AnnexB

シ ン タ ック ス をベ ー ス とす る ビデ オテ ックス の アプ リケ ー シ ョ ン レイヤの

フ ロ トコ ル

マ ンマ シ ンイ ン タ フ ェ ー スサ ー ビ スが拡 張 され た ビデ オ テ ックス

G4フ ァ ク シ ミリ文 書 交 換 の た め のDAP

セ ッシ ョンサ ー ビス をベ ー ス とす る文 書 のバ ル ク伝 送 の た め の通 信 ア プ リ

ケ ー シ ョン プ ロ フ ァ イルBTO

G4フ ァク シ ミリ装 置 の端 末特 性

オ ーデ ィ オ グ ラ フ イ ッ クや オ ー デ イオ ビジ ュ ア ル に よ る通 信 会議 の た めの

フ ロ トコル ス タ ッ ク

ISDNで の テ レマ テ ィー クサ ー ビス に適 用 す る端 末 の特 性 とプ ロ トコル

DAPPM-11

DAPPM-26

情 報 に関 す る技 術 一コ ンテ ィニ ュ ア ス トー ンの静 止 画 に対 す るデ ジ タル

圧縮 と コー デ ィ ン グ

SDLとASN.1と の結 合

メ ッセ ー ジ シー ケ ンス の意 味(Z .120へ のAnnexB)

J.21
J.51

J.67
91

SGIO

勧告番号 勧 告 名
(今会期中の今年中の新規又は改訂勧告なし)

SGユ1(郵 便投票が承認 された勧 告草案)

勧告番号 勧 告 名
Q.76

Q.85.6

Q.512

Q,764

AnnexH

Q.788

Q.923

Q.931

bis

Q.1400

Addendu皿

Q.2010

Q.2120

Q.2140

Q.2610

Q.2650

Q.2660

UPTの ため の機 能 モ デ ル と情 報 フロ ー(ス テー ジ2)

GVNSス テー ジ2記 述

交換 機 の 加 入 者 ア クセ ス イ ン タ フェ ー ス

1993年 度 版No.7信 号 方 式 工SDNユ ーザ部 のSDL

国 際 間ISDNユ ーザ 部 を とお したUNI間 の試 験 仕様

OSI-CONSを 提 供 す る ため のユ ー ザ 面 と機 能 面 の 調整 機 能

ISDNユ ーザ ・網 イ ン タフ ェ ース レイヤ3Q.931試 験 仕 様

信 号 プ ロ トコ ル アー キ テ クチ ャへ の追 記(コ ンパ チ ビ リテ ィ)

B-ISDN信 号 方式CS-1リ リー ス ユの概 要

B-ISDN用 メ タ シ グナ リ ン グ

B-ISDN用 網 問 イ ン タ フェ ー ス にお け るSAAL用SSCF

B-ISDNに お け る理 由表 示 と位 置情 報 の利 用

B-ISUPとDSS2の イ ン タワ ーキ ン グ仕 様

B-ISUPとN-ISUPの イ ン タ ワー キ ン グ仕 様
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Q.2761

Q.2762
Q.2763

Q.2764
Q,2931

Q.2951.l

Q.2951.2
Q.2951.3
Q.2951.4

Q.2951.5

Q.2951.6
Q.2951.8
.2957.1

No.7信 号 方 式B-ISDNユ ー ザ部 付 加 サ ー ビス手 川頁(N-ISUPと の

差 分 のみ)

No.7信 号 方 式B-ISDNユ ー ザ部 機 能記 述

No.7信 号 方 式B-ISDNユ ー ザ部 メ ツセ ー ジお よび信 号 の 一 般 機 能

No.7信 号 方 式B-ISDNユ ー ザ部 フ ォ ーマ ッ トとコ ー ド

No.7信 号 方 式B-ISDNユ ー ザ部 基 本 呼 制御 手順

B-ISDNユ ーザ ・網 イ ン タ フ ェ ース レイヤ3(DSS2)仕 様

B-ISDNユ ーザ ・網 イ ン タ フ ェー ス付 加 サ ー ビス 手 順(DDI)

B-ISDNユ ーザ ・網 イ ン タ フ ェ ー ス付 加 サ ー ビス 手 順(MSN)

B-ISDNユ ーザ ・網 イ ン タ フ ェ ース付 加 サ ー ビス 手 順(CLIP)

B-ISDNユ ーザ ・網 イ ン タ フ ェ ース付 加 サ ー ビス 手 順(CLIR)

B-ISDNユ ーザ ・網 イ ン タ フ ェ ース付 加 サ ー ビス 手 順(COLP)

B-ISDNユ ーザ ・網 イ ン タ フ ェ ー ス付 加 サ ー ビス 手 順(COLR)

B-ISDNユ ーザ ・網 イ ン タ フ ェ ース付 加 サ ー ビス 手 順(SUB)

B-ISDNユ ーザ ・ イ ン タ フ ェ ース ・カ サ ー ビス 順UUS

SGl2

勧告番号 勧 告 名

G.174
P.85

P.311

P.341

無線パー ソナル通信 システムの伝 送品質

音声合成:合 成音声の主観品質評価法

広帯域ハン ドセット電話機の伝送特性

広帯域ハン ドフリー電話機の伝送特性

1.355

1.376

G.964

64kb/s系 の 安定 品質

テ レア ク シ ョンの網 機 能

デ ジ タル 交換 機(LE)に お け るV点 イ ン タフ ェ ー ス ・ア クセ ス ネ ッ トワ
ー クの サ ポー トの た め のV5 .1イ ン タフ ェ ー ス(2048kbit/sベ ー ス)

デ ジ タル 交換 機(LE)に お け るV点 イ ン タフ ェ ー ス ・ア クセ ス ネ ッ トワ
ー クの サ ポ ー トの た め のV5

.2イ ン ター フ ェ イ ス2048kbitsベ ー ス

V.8

V.34

V.58

V.18

電話交換 網 におけるデー タ伝送 の開始手順
28800bit/sま でのデー タ信号速度 で動作す る電話交換網、及び2線 式電話

帯域専用線 用モデム
Vシ リーズDCEに 対す る管理1青報 モデル

テキス ト電話モー ドで動作するモデムの動作、及びインタワーキ ングに対

る ・'久

H.234

H.KEY

H.224

H.DLL

H.281

FECC

G.726

Annex

G.727

Annex

オーデ ィオ ビジュアルサー ビス用の暗号鍵管理と認訂 システム

H。221LSD/HSD/MLPチ ャ ネル を用 い た シ ン プ レ ッ クス ア プ リ

ケ ー シ ョンの た め の実 時 間 制御 プ ロ トコル

H.224を 用 い た テ レ ビ会議 用 遠 端 カ メ ラ制 御 プ ロ トコ ル

直 線 量 子 化 入 出力 で使 わ れ る40,32,24,16kb/s適 応 差 分 パ ル ス符 号 変 調 の

拡 張

直 線 量 子化 入 出力 で使 わ れ る5,4,3,2ピ ット/サンフ.ルエンへ"デッド適 応 差 分 パ ル ス
雑 口亦 調 の 広
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勧告番号 勧 告 名
G.728

Amex

G.775

G,780

G.958

G,774-Ol

G.774-02

G.774-03

16ビ ット精度 の固定小数点演算

LOSとAISの 発生 回復基準

SDH用 語 集

SDH準 拠 光 ファイバ伝送 システム

SDH性 能管理情報 モデル
」

SDH装 置多重化構成 変更管理情報モデル

SDH装 置多重化 セ クシ ョンプロテクシ ョン管理情報モデル

資料6-111TU-T勧 告の概要

勧告シ リーズ名 勧 告 内 容
Aシ リーズ勧 告 ITU-Tの 組織や研究体制等 をまとめた勧告。寄書の提出や他の国際機関との

協力について規定。

Bシ リーズ勧 告 表現の方法をまとめた勧告。記号の意味、国際単位システムの仕様等を規定。
Cシ リーズ勧 告 世界の電気通信に関する統計をまとめた勧告。

Dシ リーズ勧 告
一般的な料金原則を定めた勧告

。専用線、データ網、国際回線の各種サービス
等の料金原則を規定。

Eシ リーズ勧 告 国際電話 サ ー ビスの運用 、 ネ ッ トワー ク管理及 び トラ フ ィック技術 、 ヒューマ
ン ・フ ァク ター に関す る一般原 則 を規定 した勧告 。

Fシ リーズ勧 告 電信 や テ レマテ ィー ク ・サ ー ビス、 メ ッセ ージ通信 、 デ ィレク トリ ・サ ー ビス

の運用 、サ ー ビス 品質及 びサ ー ビス定義 を規定 した勧告 。

Gシ リーズ勧 告 アナログ、デジタル両伝送方式、アナログからデジタルへの移行期に必要とな
る伝送装置及び伝送媒体等に関する勧告。

Hシ リーズ勧 告 電話以外の信号の伝送に関する勧告。
1シ リーズ勧 告 ISDNに 関 す る勧 告 。

1.100シ リー ズ:一 般 共 通 事 項1.200シ リー ズ:サ ー ビス 関係

1.300シ リー ズ:ネ ッ トワ ー ク とル ー テ ィ ン グ

1.400シ リー ズ:イ ン タ フ ェ ー ス1.600シ リー ズ:保 守 関 係

1シ リーズ勧 告 放 送 プ ログ ラム とテ レビジ ョン伝送 に関す る勧告 。
Kシ リーズ勧 告 電磁気的妨害に対する電気通信施設の防御についての勧告。
Lシ リーズ勧 告 ケーブルなどの屋外電気通信施設の建設、設置、保護に関する勧告。
Mシ リーズ勧 告 国際伝送路及び回線等の保守に関する勧告。
Nシ リーズ勧 告 国際音声 プロ グラム とテ レビジ ョンの伝 送 回路 に関す る勧告 。

0シ リーズ勧 告 測定 装置 に関す る勧 告。 アナ ログ、デ ジ タルの測定装 置の仕様 を定義 。
Pシ リーズ勧 告 電話伝送品質の評価法、評価値、及び加入者系等の伝送特性に関する勧告。
Qシ リーズ勧 告 ISDNと 電話網の交換方式及び信号方式に関する勧告。
Rシ リーズ勧告 電信伝送に関する勧告。伝送特性、保守条件、TDM等 について規定。
Sシ リーズ勧 告 アルファベット電信端末の端末特性や国際電信符号等に関する勧告。
Tシ リーズ勧告 テ レマ テ ィー ク ・サ ー ビス のため の プロ トコルや端末特 性 を規定 した勧告。

Uシ リーズ勧告 電信の交換に関する勧告。一般原則、異なる信号方式間の相互接続等を規定。
Vシ リーズ勧告 電話網及び電話型専用回線等において、データ通信に使用される諸装置や伝送

方式を規定した勧告。
Xシ リーズ勧告 デ ー タ通 信 網 に関 す る勧 告 。

X.200シ リー ズ:OSI参 照 モ デ ルX.400シ リー ズ:MHS

X.500シ リ ー ズ:デ ィ レ ク トリX.700シ リー ズ:OSI管 理

Zシ リーズ勧告 通信 ソ フ トウェ アに関す る勧告 。
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資料6-121TU-R各 研究委員会の勧告作成等の状況

SM.328-8

SM.669-l

SM.1055

SM.1045

SM.1048

SM.1047

SM.1046

SM.1049

SGI(ス ペ ク トラム利 用技 術)

勧告番号 勧 告 名
SM.377-3

SM.1050

SM.1051

SM.1052

SM.1053

SM.1054

国際監視 のための局 における周波数測定の精度

国内的及び国際的業務に監視局の職務
406-406.IMHz帯 における電波妨害 の識別 及び排 除の優先度

無線局の自動識別

固定する局におけるHF方 向探知精度 の改 善方法

監視局 にお ける宇宙機からの電波監視

蕩論 騨 間共用及び両響)告 名
(今年中の新規又は改訂勧告なし)

PN.310-9

PN.311-7

PN.341-3

PN.369-6

PN.370-6

PN.452-6

P]N.453-4

PN.525-2

PN.526-3

PN.530-5

PN.618-3

PN.681-1

PN.833-l

PN.834-1

PN.835-l

PN.837-l

PN.840-l

PN.1057

PN.1058

非 電離媒質 内伝搬 に関す る用語 の定義

対流圏伝搬研究におけるデータの取得、表示、解析

無線回線における伝送損失の概念

屈折 に関する基準大気

30MHz～100MHzの 周波数VHF/UHF伝 搬 曲線(放 送業務)

約0。7GHz以 上 の周波数 にお ける地上局のマ イクロ波干渉評価の

推定手順

電波屈折率 その表式 と屈折指数データ

自由空間減衰の計算

回折 による伝搬

地上見通 し回線設計のための伝搬 データと推定法

衛星回線の設計のための伝搬データと推定法

陸上移動衛星通信方式に必要な伝搬 データ

植生による減衰

電波伝搬に及ぼす対流圏屈折の影響

大気 ガス減衰のための基準 となる標準大気

伝搬モデル化のための降水の特性

雲 と霧 による減衰

電波伝搬モデリングに関係 した確率分布

云 殉のためのディジタル地 蔓データベース
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SG3 (電離媒質内電波伝搬)

勧告番号 勧 告 名

PI.372-6

PI。531-3

PI.533-4

PI.684-l

PI.842-1

PI.844-l

PI.845-l

PI.1059

PI.1060

電波雑音

宇宙無線系 に及ぼす電離圏効果

HF伝 搬予 測法

約500KHz以 下の周波数帯 における電界強度予測

HF無 線系の信頼性 と両立性計算

VHF-UHF(30MHz-3GHz)周 波数共用 に及ぼす電離圏効果

HF電 界強度測定

1605-1705KHz空 間波電界強度予 測法

HF地 上系 の周波数共用 に及 ぼす伝搬要因

S.579-3

S.580-5

S.614-3

S.736-l

S.741-2

S.743-1

SNG.770-l

S.1061

S.1062

S.1063

S.1064

S.1065

S.1066

S.1067

S.1069

S.1070

固定衛星業務 における周波数分割多重電話のための疑似参照回線にお

ける許容雑音電力

電話のためのパルス符号変調を用いる固定衛星業務の参照疑似デジタ
ルパスの出力における許容 ビット誤 り率

6及 び14GHz帯 で送信 す る固定衛星業務の地球局からの軸外e.i.r.p.

密度 の最大許容 レベ ル

衛 星回線 の稼働率

静止衛星と用いる地球局のアンテナの設計 目標 としての放射特性
サービス統合デジタル網の国際接続を形成する15GHz以 下 で運用す る

固定衛 星業務 の参照疑似デジタルパスのための許容誤 り性能

アナログテ レビジョン搬送波から狭帯域SCPC伝 送の保護 に必要 な

干渉保 護此

固定衛星業務の静止衛星通信網間の干渉計算における偏波識別度評価

固定衛星業務の通信網間の搬送波対干渉比計算方法

わずかに傾斜 した静止衛星軌道を用いる衛星通信網問及びそのような

通信網 と非傾斜静止衛星通信網 との間の調整

SNGに 関す る統一運用基準

固定衛星業務 におけるフェージング対策法及び技術の利用
一次群以上で運用する参照疑似デジタルパスのための許容誤 り性能

BSSフ ィーダ リンクとFSSの 地球か ら宇宙方向又は宇宙 か ら地球

方向のリンクとの問の共用基準
FSSに おける衛星搭載 アンテナの設計 目標 としての指向精度

ll.7-12.2GHz帯 のBSSに 関連 して第二地域のFSSに 対 する[無 線

通信規則]第14条 の適用促 進のための電力束密度値

12GHz帯 周辺 の一の地域か ら他の地域へ の干渉の軽減方法

12GHz帯 周辺 の隣接周波数利用 におけるBSSか らFSSへ の干渉軽

減方法
13.75-14GHz帯 にお ける固定衛星業務 と無線標定及び無線航行業務 と

の周波数共用

13.75-14GHz帯 における固定衛星業務 と宇宙科学業務 との両立性

アナログ変調方式を用いるSNG及 び放 送以外のための 自動識別信号
天二'署

SG4/9(固 定業務 と固定衛 星業務 問の周波数共用)

勧告番号 勧 告 名

SF.675-3 角度変調 された搬送波 の最大電力密度(41(Hz平 均)の 計算

571一



一6技 術開発

SG7(科 堂業務)

(文書番号)勧 告 名
SA.1071宇 宙科学業務 と固定衛星業務 の13.75-14.OGHz帯 の利用

M.1072

M.1073

M.1074

M.1075

M.1076

M.1077

M.1078

M.1079

M.1080

M.1081

M.1082

M.1083

M.1084

M.1085

M.1086

M.539-3

M.818-l

M.819-l

M.493-6

M.541-5

M.822-l

M.689-2

M.628-3

M.824-l

M.828-1

M.829-1

25-3000MHzの 陸上移動業務 における相互変調積による干渉

デジタルセルラー陸上移動通信システム

公衆移動無線通信システムの統合

陸上移動業務 における漏洩ケーブルシステム

補聴器用無線通信システム

疑似同期 を利用 したアナログスピーチ用マルチ送信 システム
FPLMTSの セ キュ リテ ィ原則

FPLMTSの 通話及 びボ イスバ ン ドデー タの性能要求条件

多元装置のためのDSCシ ステムの拡張

海上移動ユ ーザのための自動HF帯 ファクシ ミリ及 びデー タシス テム
DSC信 号 フ ォーマ ッ トに基づ く自動設備を有する国際海上MF/H

F無 線電話 システム

船舶用電話 システムのインターワーキング

海上移動業務の局による156-174MHz帯 の使 用効率の改善

ウイ ン ドプロファイラレーダの技術上及び運用上の特性

同一周波数帯 を共用する静止衛星移動通信網の間の調整の必要性の決

　
lGHz以 下の陸上移動 システム とスペ ク トラム拡散LEOMSSと の

間の共用 の評価方法

無線航行衛星業務に分配された周波数帯で運用する他業務のシステム
との共用に関する考察

AMS(R)Sを サポー トする移動衛星 システム間の調整のための技術

考察

移動衛星業務における非線形 トランスポンダを用いる単一チャンネル

単一搬送波(SCPC)の 衛星伝送 のため の周波数計画
1～3GHzの 周 波数範 囲の陸上移動業務で運用される移動地球局アンテ

ナのための参照軸外放射パ ターン

国際無線呼び出しシステムの技術 ・運用特性
FPLMTSの 衛星運用

発展途上 国へ のFPLMTSの 適用

海上移動業務 に用 い るDSCシ ステム

海上移動業務 におけ るDSCの 使用 に関す る運用手順

海上移動業務で使用するDSCの 呼 び出 しチ ャンネル負荷
DS⊆ 信号 フォーマ ッ トに基づ く自動設備を有する国際海上VHF無

線 電話 システム

捜査救助用 レー ダ トランスポンダ(SART)の 技 術特性

レー ダビー コン(RACONS)の 技術 的パ ラメー タ

移動衛星業務 の通信回線の稼働率の定義

1660-1660.5MHz帯 にお ける稼働衛 星業務 と電波天文業務 との問の周波

数共用
1.6GHz帯 の静止衛 星 を用いた衛 星非常用位置指示無線標識(衛 星EP

IRBの 云'美奪性

ISDNのHigh-grade回 線 部 分 を構 成 す る実 デ ジ タル 無線

中 継 工'に ・
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止 丞 口

F.1092

F.1093

F.1094

F.1095

F.1096

F.1097

F.746-l

F.1098

F.1099

F.385-6

F.636-3

F.637-2

F.748-1

F.749-l

F.llOO

F.750-l

F.751-l

F.1101

F.1102

F.699-2

F.752-l

F.596-l

F.700-2

F.llO3

F.701-1

F.755-l

F.llO4

F.llO5

F.698-2

F.1106

F.760-1

F.llO7

F.1108

F.1109

F.lllO

F.762-l

F.llll

F.1112

F.436-3

F.518-1

6-3標 準化活動 一

止

27500㎞ のHRPの 国際部分 を構成す るデジ タル無線中継方式により

伝送 される1次 群以上 の定 ビッ ドレー トデ ジタルパスに関する品質目

標

見通 し内無線方式の設計 と運用におけるマルチパス伝搬の影響

他からの発射及び放射干渉によるデジタル無線中継方式の最大許容エ

ラー品質劣化及び稼働率劣化

無線中継方式の調整エリアを決定するための手続き

地表面散乱 による無線中継方式への見通 し内干渉の計算方法

デジタル無線中継方式 とレーダ方式の共存を確保するための干渉軽減

対策

無線 中継方式のための無線周波数チ ャンネル配置

1900-2300MHz帯 の無線周波数チ ャンネル配置

5GHz(4400-5000MHz)帯 の大容量無線周波数チ ャンネル配置

7GHz帯 で運用 してい る無線 中継方式 の無線周波数チャンネル配置

15GHz帯 で運用 してい る無線 中継方式 の無線周波数チャンネル配置

23GHz帯 で運用 してい る無線 中継方式 の無線周波数チャンネル配置

25.26及 び28GHz帯 で運用 している無線 中継方式の無線周波数チ ャンネ

ル配置

38GHz帯 で運用 してい る無線 中継方式 の無線周波数チャンネル配置

55GHz帯 で運用 してい る無線 中継方式 の無線周波数チャンネル配置

SDH網 対応無線 中継 方式 のアーキテクチャ及び機能的側面

SDH網 対応無線 中継方式 の伝送特性 と品質要求

約17GHZ帯 以下の周波数帯 における無線 中継方式の特性

約17GHZ帯 以上の周波数帯 における無線 中継方式の特性
1～40GHz帯 にお ける調 整検討及 び干渉評価 に用いる見通 し内無線中継

システム用アンテナの標準放射パ ターン

無線中継方式のダイバーシテイ技術
デジタル無線中継方式の相互接続

システム ・ビットレー ト接続点におけるデジタル無線中継区間のエラ
ー品質と稼働率の測定アルゴリズム

帯域8.9の 過疎地域加入者接続用無線 中継方式
1.427～2.690GHzの 範囲の周波数帯 で運用 しているアナロキグ及びデジ

タルP-MP無 線 方式の無線周波数チ ャンネル配置

固定業務に使用されるP-MP方 式

ISDN接 続のLoca1-grade部 分で用 い られ るP-MP無

線方式 に対す る要求

救済運用 のための可搬型固定無線通信設備

見通 し外無線 中継方式の好 ましい周波数帯

見通 し外無線 中継方式の設計 と運用における伝搬の影響

20GHz帯 付 近 にお ける放送衛星業務 か らの干渉に対する地上系見通 し

内無線中継方式の保護

静止軌道を占有する衛星から固定業務に対する干渉の統計的評価法

共用周波数帯での非静止衛星軌道宇宙局の放射からの固定業務の保護

基準の決定

30MHz以 下の周波数 での固定サ ー ビスのシステムに関する再印刷 され

ない勧告文

30MHz以 下の周波数 における適応型無線 システム
HF受 信、送信局用遠 隔制御、監視 システムの主要特性

HF無 線電話 回線 における改善型 リンコンペックスシステム

301咀z以下の システムでのデジ タル音声伝送

HF無 線 回線 、音声周波数FS電 信チ ャンネルの配列
'b一チ ャンネル"量AR電 旨シス テム
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勧告番号 勧 告 名

F.763-1

F.764-l

F.lll3

PSKを 使用す るHF回 線 デー タ伝送
パケ ッ ト伝送 プロ トコルによるHF無 線 システムの必 要基準

流 星伝搬利用無線システム

BR.777-l

BO.789-1

BS.412-6

BS.640-2

BS.707-1

BS.775-l

BS.1115

BS.1116

デ ジタル音声記録の国際交換

500-3000MHzの 周波数帯 にお ける放送衛星業務(音 声)の ための車 両、

携帯 及び固定受信機に対するデジタル音声放送

1000-30001咀zの 周波数帯 にお ける放送衛星業務(音 声)の ための車両 、

携帯 及び固定受信機に対するデジタル音声放送のシステム

VHF帯 のFM音 声放送 のための計画基準

HF放 送 のSSBシ ス テム

多音声地上 テ レビジ ョンシステムPALB,G,H及 びSECAML
の伝送

VHF/UHF帯 にお ける地上送信 機iを用いた車両、携帯及 び固定受

信機 に対するデジタル音声放送

映像 を伴 う場合 と伴わない場合の多チャンネルステ レオ音声システム

低 ビッ トレー ト音声符号化

多チャンネル音声システムを含む音声システムにおける劣化の少ない

場合の主観評価法

30-300MHzの 周波数帯 にお ける車両、携 帯及び固定受信機 に対する地

上デジタル土士'美 の システム

BT.ll20

BT.ll26

BT.798-l

BT.1125

BT.ll23

BT.ll24

BT.655-3

BT.500-6

BT.ll29

BT.811-l

BT.800-1

BT.814-l

BT.601-4

BT.815-1

BT.1128

BT.1121

レベ ルにおいて運用 する525及 び625テ レビジ ョンシステム におけ るデ

ジ タルコンポーネン ト映像信号のインタフェース

レベルにおいて運用する525及 び625テ レビジ ョンシステムにおけるデ

ジ タルコンポーネン ト映像信号のインタフェース

HDTVス タジオ信号 のデジ タルイ ンタフェース

衛星テ レビジ ョン放送のデータチ ャンネルを使用 したデータ放送のた

めのデータ伝送プロ トコル及び伝送制御方法

VHF/UHF周 波数帯 におけるデジ タル地上 テ レビジョン放送

DTTBシ ステムの計画及 び導入 のための基本目標

VHF/UHF帯 にお ける625地 上 テ レビジ ョンの ため の計画法

テ レビジョンにおけるゴース ト除去のための基準信号

AM残 留側波帯地上 テ レビジ ョンシステムのためのRF保 護比

テ レビジ ョン画像 の品質 の主観評価のための方法

現行システムの品質又はそれに近いデジタルテレビジョンシステムの

主観評価

勧告ITU-RBT.601に 従 って作 成 され た信号 を伝 送す るデジタル

符号化の主観評価のための試験画像及びシーケンス
エ ンハンス トPAL及 びSECAMシ ス テムの主観評価

基準 に従 って定義 したデジタルテレビジョン信号の素材伝送及び一次

分配ネットワークによる伝送のためのユーザ要求

ディスプレイの輝度及びコン トラス トの設定のための仕様及び手順

スタジオ用デジタルテレビジョンの符号化パラメータ

ディスプレイのコン トラス ト比の測定のための信号の仕様

現行テレビジョンシステムの主観評価

デジタルHDTV信 号 の素材伝送 及び一次分 配ネ ッ トワークによる伝'美のための
ユ ーザ
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BT.710-2

BT.lll7

BT.1127

BT.1118

BR.714-l

BR.782-1

BR.781-1

BR.783-1

BR.602-3

BR.778-1

BR.716-2

BO.788-1

SDTV、HDTV及 び階層符号化 のための放送 、二次分配のための
ユ ーザ 要 求

高 精 細 度 テ レ ビジ ョンの 画像 品 質 の た め の主 観評 価 法
エ ンハ ンス ト16:9625テ レビ ジ ョンシ ス テ ム(D及 びD2 -MAC

ALplus,エ ン ハ ン ス トSECAM)の た め の ス タ ジ オ フ ォ ー マ

資料6-131TU-R勧 告の概要

関係SG ITU-Rシ リ ー ズ

1 SMシ リーズ スペク トラム利用技術

2 ISシ リ ー ズ 業務間共用及び両立性
3 PNシ リーズ 非電離媒質内電波伝播
3 PIシ リ ー ズ 電離媒質内電波伝播
4 Sシ リーズ 固定衛星業務
SNGシ リーズ サ テ ラ イ ト ・ニ ュ ー ス ・ギ ャザ リ ン グ(SNG)

7 TFシ リーズ 報時信号と標準周波数の放射
7 SAシ リー ズ 宇宙研究
7 RAシ リー ズ 電波天文
8 Mシ リー ズ 移動、無線測位、アマチュア及びこれらの衛星業務

9 Fシ リー ズ 固定業務
4-9 SFシ リー ズ 固定業務と固定衛星業務問の周波数共用
10 BSシ リー ズ 放送業務(音 声)
ll BTシ リー ズ 放送業務(テ レビジ ョン)
10-ll BOシ リー ズ 衛星放送業務(音 声及びテ レビジ ョン)

10-ll BRシ リー ズ 放送用録音録画
CCV Vシ リー ズ 無線通信研究委員会における用語

(SG2は 旧SG12。SG3は 旧SG5及 びSG6を 統 合 したSG。)
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資料6-14JUST委 員会の審議の結果、作成された推奨通信方式

推奨通信方式の対象とする電気通信システム 制定時期 告示番号
フ ァ ク シ ミリグ ル ー プ2型 装 置 昭54.10月

改 昭58.10月

第645号

第794号

コ ン ピ ュー タ ・コ ミュニ ケ ー シ ョン ・ネ ッ トワー ク

(リ ン ク レベ ル通 信 規 約 及 びパ ケ ッ トレベ ル通 信 規 約)

昭55.ll月

改 昭59.3月

第844号

第218号

フ ァ ク シ ミリグ ル ー プ3型 装 置 昭56.12月

改 昭63.12月

第1013号

第865号

日本語 テ レックス装置 昭58.12月

改 昭59.10月

改 昭60.3月

改 昭63.12月

第889号

第749号

第196号

第866号
パ ー ソナ ル ・コ ン ピュー タ通 信 装 置 昭59.12月

改 昭60.3月

第971号

第199号

フ ァク シ ミリ グル ー プ4型 装 置 昭60.3月 第197号

ミクス トモ ー ド通 信 昭60.3月 第198号

電子 メール通信網 間接続 昭62.ll月 第886号

電子 メール通信端末 アクセス 昭62.11月 第887号

オブジェク ト識別子 平2.12月 第729号

JUST:JapaneseUnifiedStandardsforTelecommunications

資料6-15相 互接続推進体制

(事務局:郵 政省)
高度通信システム相互接続推進会議

(HATS推 進会議)

1幹事会1

基本接続
分科会

ファクシミリ

分科 会

PBX

分科会

LAN間

接続

分科会

コンピュータ・

ターミナル

分 科 会

テレビ電話
・会議

分科会

相互接続推進の具体的検討

⇔
嚢

愈 愈 レ 愈 愈 愈
∠ 、

相互接続試験実施連絡会(事 務局:通 信機械工業会)

電話 ・TA

相互接続

試験

実施連絡会

ファクシミリ

相互接続

試験

実施連絡会

PBX

相互接続

試験

実施連絡会

LAN間

相互接続

試験

実施連絡会

コンピュータ・

ターミナル相 互

接 続 試 験

実 施 連 絡 会

テレビ電話 ・

会議相互

接続試験

実施連絡会

相互接続試験の実施殴
ノ

活
動
支
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資料6-16相 互接続試験実施状況

対象システム
相互接続試験実施状況

備 考
元年度以前 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度 6年 度

G4フ ァ ク シ ミ リ

(フ ァ ク シ ミ リ分 科 会)

ロ ー一 □

63,111.3

ステ ップ1

ス テ ップ1は 回 線交 換

モ ー ド

ス テ ップ2は バ ケ ッ ト

交換 モ ー ド
[ユ ー[ユ ー
ステップ2

一}

口

注1

MHS

(コ ンピュータ ・ターミナル

分 科 会)

一ロ ー一一

ステ ツプ1

口

ス テ ップ1は84年 度 版

X.400

ステ ップ2は84年 度 版

X.400を 用 い たEDI

口
1.4

ステップ2

デジタル電話 ・ター

ミナルアダプタ

(基本接続分科会)

ロ ー一ロ ー-

1,41.9

[】 一一一□
一ロ ー一一[ユ 一一一[}

必要に応 じ、引き続き

相互接続試験を実施。

[ト ー

PBX

(PBX分 科会)

ロ ーロ ー

1.61.12

一一{]一 一

ステップ1

[}一 一

ステップ2

一』一 一一ロ ー

… 一 一[}

ロ ー一一

ステ ップ3

一一一[ユ ー一 一一一 一[卜

一一一ロ

…[】

ステップ1は 回線交換

モー ド

ステップ2は バケット

交換モー ド
ステップ3は 共通チャ

ネル形信号方式

巳

口

アナログテレビ電話

(テレビ電話 ・会議

分科会)

JJ-40.10(第1版 〉
口

デジタルテレビ電話 ・

会議

(テレビ電話 ・会議分

科会)

(端末) [卜 一

注2

ステップ2

端 末 はJT-H320準 拠 、

ス テ ップ1は 通 信 モ ー

ド固 定 、 タ イ プX(基

本 イ ンタ フ ェ ース)及

び タイ プY(一 次 群 イ

ン タフ エー ス)

ステ ップ2は 伝 送 中 に

ビデ オ伝 送 モ ー ドを変

更

静 止 画 はJJ-41.10準 拠

多 地 点 はJT-H231、JT-

H243準 拠 の装 置 を対 象

ロ

ステップ1

口 伺

(静止画)口 暫

(多地点)ロ ー

LAN間 接続装置

(ルータ)

(LAN間 接続分科会)

OSI系 、TCP/IP系 と も

にス テ ップ1はPSPDN

(DDX-P)を 用 い 、 ステ ッ

プ2はISDNバ ケ ッ ト(IN

S-P)を 用 い たLAN-WAN
_LAN接 続

口

OSI系

ステップ1

口

口

CSI系

ステップ2

TCP/IP系

ステ ップ1

口

コ ン ピ ュー タ ・タ ー

ミナ ル

(コ ン ピ ュ ー タ ・ター

ミナ ル 分 科 会)

ステップ(グ ループ2)

はOSI階 層モデルの下位

3層 までを対象とし、

回線交換又はバケッ ト

交換にて実施

ロ

ステップ1

(グループ2)

一 一 一 一.

(注)1.日 ・EC国 際相互接続実験

2.コ ミュニケーシ ョン東京94
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資料6-17

SO

(国際標準化機構)

相互接続試験を行うまでの手順

lTU郵 政 省

国際標準の作成 電気通信技術審議会

:

▼

メ カ

製 品 開 発

プロトコル試験

コンフォーマンス試験等

端末審査

網～端末接続試験

相互接続試験
への参加

　

Ψ

標準準拠の表示

カタログ等への表

示又はマーク貼付

↓
lSDN/OSl

製 品 の販売

TT

(社)電 信電話技術委員会

国内標準の作成

」

▼

相互接続試験実施

ガイ ドライン
の発行

T
l

標準準拠確認制度

TTC標 準

補遣等への反映

C電 気通信事業者

:

▼

仕様アナウンス

網～端末接続試験用

ネットワークの提供

HATS推 進会議

HATS推 進会議

試験対象
の決定

試験体制の検討

基本ルールの作成

相互接続試験実施
連絡会

← 試験手順
の作成

相互接続試験
の実施

試験結果の

とりまとめ

HATS推 進

会議への報告

HATS推 進会議

唖
標 準への

フ ィー ドバ ック
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6-4宇 宙通信技術

資料6-18 技術開発及び実用の分野の人工衛星(運 用中)
区 別 国の宇宙開発計画に基づいて開発された衛星(宇 宙開発嘱業団) 民間の衛星

衛 星 技術試験衛星V型

〔ETS-V)

「きく5号1

技術試験衛星Vl型

(ETS-VI)

通信 衛 星3号 一a.b

〔CS-3a.b〕

「さ くら3,トa,b1

放送 衛 里3号 一a,b

(BS-3a,b}

1ゆ り3号 一a.b1

BS-3N アマチュア衛星

qAS-lb)

1ふ じ2号1

JCSAT-1,2 ス ーパー バー ド

ーA ,B

目 的

、

静止三軸衛星バスの

蕊盤技術の確立、次

期実用衛星開発に必

要な自・け支術の蓄積、

航空機の洋E管 制、

船舶の通信、航行援

助、捜索救難等のた

めの移動体通信実験

H-【1ロ ケ ソト試験

機の性能確認、大型

静止三軸衛星バス技

術の確立、固定通信

及び移動体通信並び

に衛星間通信に関す

る高度の衛星通信の

ための技術開発及び

その実験

CS-2に よる通信

サービスの継紙、増

大する通信需'聚に対

処、通信衛星に関す

る技術開発

BS-2に よる枚送

サービスの継続.増

大かつ多様化する放

送需要に対処、放送

衛星に関する技術開

発

BS-3a,bに よ る

放送 サ ー ビスの バ ノ

クア ップ

JAS-1の 後継機

としてアマチュア無

線技術のllコ1上及びア

マチュア無線を通じ

ての国際親善を促進

第 ・種電気通信1喋
「

r衛星通信サービス)

受託放送「}喋(2の

み)

第.一ケ1陀気通信夏1工業

〔衛}i樋 信サービス1

受託放送'1喋`Bの

み}

打Lげ 時 期 62.8.27 6.8.28 63,2,ig(3a)

63,9,16(3b)

2,8.28(3a)

3,825〔3b}

6,7.9 2,2.7 ン亡.3.7「P

2『1.1(2}

4.i2.21A)

4,2271B}

打上げロケソト H-[ H-【1 H-1 H-1 アリアン4(聡A) H-1 ア リア ン4(随A)(D

タイ タン 田(米 国)12)

ア リア ン4〔 をSA)

軌 道 位 置

(東 経)

150度 一 132度 〔3a)

136度 〔3b)

110度 Iio度 近地点高度約900km、

遠地点高度約L700k

m、 傾斜角約99。の

楕円軌道

i50度 〔1)

15破r2)

158度rAl

I62度IB}

軌 道 上 重 量 約550kg 約2.000kg 約550kg 約550kg 約630㎏ 50k区 約L340kg 約L660kglA,

約L550k只 〔B)

姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 スピン安定方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 　 スピン安定方式 =軸 姿勢制御方式

設 計 寿 命 ユ.5年 約10年 約7年 約7年 7年 以上 約3年 約10年 約13年 ぐA〕

約10年(B}

搭 載 中 継 器 Lバ ン ド

Cバ ン ド

Kaバ ン ド

Cバ ンド

Sバ ンド

Qバ ンド

光

Kaバ ン ドqo)

Cバ ン ド〔2)

Kuバ ン ド`3} Kuバ ン ド〔3) M5咄z/435囲zバ ン

ド

Kuバ ン ド〔32) Kuバ ン ド123}

Kaパ ン ドで2}

資料6-19技 術開発及び実用の分野の人工衛星(計 画中)
区 別 国の宇宙開発計画に基づいて開発される衛星(宇宙開発事業団) 民間の衛星

衛 星 通信放送技術衛星
(COMETS)

熱帯降雨観測衛星
(TRMM)

技 術試験 衛星VH型
(ETS-VH)

N-STARa,b JCSAT-3 BSAT-1a,b

目 的 高度移動体衛星通信
技術、衛星間通信及
び高度衛星放送の新
技術、多周波数帯イ
ンテグレーション技

術並びに大型静止衛
星の高性能化技術の
開発及びその実験 ・
実証

全地球的規模のエネ
ルギー収支のメカニ
ズム解明等に不可欠

な熱帯降雨の観測等

ラ ンデブ ・ドッキ ン

グ技術 、遠隔操 作技

術 等の 軌道上実 験等 、

宇 宙用 ロボ ッ トに関

す る先行 的実験

第一種電気通信事業
(衛星通信サービス)

第一種電気通信事業
(衛星通信サービス)

BS-3に よる放送

サ ー ビス の継続、新

たな放送サ ー ビスの

開始

打 上 げ 時 期 8年 度 9年 度 9年 度 7年2月(a)

7年8月(b)

7年8月 9年 度(1a)

10年 度(1b)

打上げロケ ッ ト H-H H-H H-H ア リアン4(ESA) ア トラスH-AS

(米国)
未定

軌 道 位 置

(東 経)

121度 予定

辱

高度約350㎞ 、傾斜 角

約35。 の 円軌道

高 度約550㎞ 、傾斜 角

約35。 の円軌道

ユ32度(a)

136度(b)

128度 予定 llO度 予定

軌 道 上 重 量 約2,000kg 約3,500kg 約2,600kg 約2,000kg 約1,800kg 未定

姿勢制御方式 =軸 姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 三軸姿勢制御方式 未定

設 計 寿 命 約3年 約3年 約1.5年 10年 以上 約12年 10年 以 上

搭 栽 中 継 器 Kaバ ン ド
Sバ ン ド

ミ リ波

降雨 レー ダー、可 視
・赤外 観測装 置 、T

RMMマ イク ロ波 観

測 装置 、雲 及び地 球

放射 エ ネルギー観 測

装 罷 、雷観測 装 置

Sバ ン ド Kaバ ン ド(11)

Kuバ ン ド(8)

Cバ ン ド(6)

Sバ ン ド(1)

Kuバ ン ド(28)

Cバ ン ド(12>

未定
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6-5放 送の技術動向

資料6-20放 送の技術動向

項 目 概 要
第2世 代EDTV ・電気通信技術審議会の答申をふまえ、7年 夏頃を目途に第2世 代EDTVに

関する省令改正等を行う。
衛星 によるデー タ

伝送

・放送衛星によるデータ放送が可能 となるよう関係省令等の改正を6年9月 に

行い、7年 春頃には実用化を図る予定である。また、通信衛星によるデータ
放送等の技術的条件について電気通信技術審議会から6年6月 に一部答申を
受け、平成7年 春頃を目途に関係省令等の改正を行 う。

デジタル放送 ・電気通信技術審議 会デジ タル放送 システム委 員会 におい て、6年6月 よ り、
地上放送 、衛星放送 、CATVの 各 メデ ィア につ いて通信等他の メデ ィア と
の整合性 を考慮 しつつ、デ ジタル放 送方式 に係 る技術的条件 を横 断的、総合

的に審議 中。

6-6基 準認証制度等

資料6-21用 途別高周波利用設備許可件数(累 計)の 推移

年度末
区別

元

.

2 3 4 5

通信用
設 備
電力線搬送設備 17,833

. 17,831 17,763 17,756 16,552
誘導式通信設備 7ユ4

. 758 78ユ 845 856
小 計 18,547

■
18,589 18,544 18,601 17,408

医 療 用 設 備 14,125
1

14,426 14,700 14,979 15,352
工 業 用 加 熱 設 備 40,311

1 40,950 41,470 41,970 42,ll1
各 種 設 備 !08,133

.
108,920 llO,066 !11,377 102,286

合 計 ユ8ユ,ユユ6 ユ82,885 ユ84,780 ユ86,927 ユ77,ユ57

(注)許 可の対象 となる高周波利用設備は、10KHz以 上の周波数を使用する通信設備

(郵政省令て淀 めるものを除 く)及 び、ISM設 備(産 業用、科学用、医療用、家庭

用その他これと類似の用途に利用する通信設備以外の設備亡 高周波出力が50Wを

越えるもの)で ある

資料6-22高 周波利用設備の機種別型式指定 ・確認件数

(累計)
年度末

区別
元 2 3 4 5

搬送式 インターホ ン 82 84 85 86 87
電 子 レ ン ジ 508(692) 612(692) 713(692) 807(692) 887(692)
電磁誘導加熱式調理器 156 180 221 255 307
超音波洗浄機、超音波ウェ
ルダー及び超音波加工機

220 253 281 320 373

一般搬送式デジタル伝送

装置
100 108 117 ll9 151

特別搬送式デジタル伝送
装置

35 38 44 44 44

合 計 1、101(692) 1,275(692) 1.46ユ(692) ユ。63ユ(692) 1.849(692)

(注)()内 の数字は旧制度 における電子レンジの型式指定の件数
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6-6 基準認証制度等一

資料6-23 端末機器技術基準等適合認定脚兄

(累計)
年度 末

区別
2 3 4 5 6

技術基準適合認定 7,415 8,552 9,708 10,926 12,328
電 話 機 2,109 2,285 2,470 2,674 2,908
構 内 交 換 機 470 551 636 737 821
ボ タ ン 電 話 機 999 1,232 1,463 1,695 1,904
そ の 他 の 機 器 3,837 4,484 5,139 5,820 6,615
技術的条件適合認定 3,061 3,607 4,144 4,805 5,325
専 用 回 線 端 末 1,244 1,438 L613 L816 1,984
フ ァク シ ミ リ通信 端末 2 2 2 2 2
回 線 交 換 端 末 ※ 1,080 1,119 1,138 1,157 1,162
加 入 電 信 端 末 88 89 89 89 90
テ レ ビ 会 議 端 末 7 7 7 7 7
自 動 車 電 話 端 末 97 116 124 156 159
船 舶 電 話 端 末 9 11 ll 11 ll
空港 無 線電 話 端末 10 10 10 10 12
ISDN 435 720 1,051 1,445 1,768
そ の 他 89 95 99 112 130
総 計 10,476 12,159 13,852 15,731 17,653

※ パケッ ト交換端末 を含む。

資料6-24 技術基準適合証明の証明数

(累計)
年 度 末

区 別

試 験 申 請 合 格 台 数 書面申請

1合 格件数
2 3 4 5 6 6

沿 岸 無 線 電 話 8,623 8,623 8,623 8,623 8,623 2

航 空 機 電 話 150 190 210 249 249
1

0

800MHz帯i携 帯 ・自 動 車 電 話 296,084 401,675 460,253 531,055 704,590
I

l44

MCA 206,446 221,205 242,520 260,502 272,287 60

1地 域 防 災 鉦 線 123 201 273 382 382
1

0

港 湾 無 線 竃 話 2,880 4,777 5,377 5,577 5,577
1

2

1簡 易 陸 上 移 動 8,600 8,805 9,315 12,815 13,345
1

8

テ レ'タ ー ミ ナ ル 1,159 2,523 3,588 5,655 16,068
1

0

空 港 無 線 雷 話 1,636 1,991 2,291 4,432 5,392
10

SSB無 線 電 話 162 162 162 162 162
■

0

デ ジ タ ル 無 線 1,537 2,728 3,345 3,965 5,559
1

20
F3E等 112,449 126,838 143,735 159,277 177,103

■

6

特 定 ラ ジ オ マ イ ク 567 1,443 2,088 3,011 4,636
1

0

無 線 標 定 3,075 4,241 5,635 6,929 8,079
1

0

市 民 ラ ジ オ 619,798 639,987 658,667 663,816 668,726
1

10
パ ー ソ ナ ル 無 線 1,756,846 1,788,961 1,802,766 1,817,054 1,83L929

1

9

50GHz帯 簡 易 無 線 2,580 2,958 3,396 3,743 4,137 0

構 内 無 線 37,838 43,374 47,289 50,700 53,686
ll

コ ー ド レ ス 電 話 288,788 315,508 329,088 340,577 349,348 L410

特 定 小 電 力 447,773 1,205,079 1,687,098 2,049,089 2,581,606
l

l20

VSAT 1,513 1,778 2,821 3,417 3,939 0

ア マ チ ュ ア 無 線 一 0 1,000 1,140 1,190 141

800MHz帯 テ"ジ タル携 帯 ・自動 車 電 話
一 一 2,085 31,158 145,749 22

1,500MHz帯 携 帯 ・自 動 車 電 話 一 一 0 8,158 141,416
1

26

テ レ メ ー タ 用 等 の 固 定 局 一 一 198 2,095 4,226
1

0

非 常 警 報 固 定 局 用 一 一 2 100 162 0

小 電 力 デ ー タ 通 信 シ ス テ ム
一 一 0 3,436 ll,253 0

小 電 力 セ キ ュ リ テ ィ シ ス テ ム
一 一 0 139 9,693 1

陸 上 移 動 地 球 局 一 一 0 99 462
1

0

移 動 通 信 基 地 局 エ ン トラ ン ス
一 一 0 32 60

1

0

デ ジ タ ル コ ー ド レ ス 電 話 一 一 一 893 15,833
1

9

簡易型携帯電話陸上移動局(PHS)
一 『 一 3,170 15,703 7

デ ジ タ ルMCA
一 一 一 365 2,854

1

3

車 両 感 知 用 無 線 標 定 陸 上 局
一 一 一 10 10

I

l
△ 計
口

3,798,627 4,783,047 5,421,825 5,981,825 7,064,034
1

2,002
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資料6-25無 線機器の型式検定合格機器の件数

(累計)

区 分 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度 6年 度

義務検定機器 周波数測定装置 253 256 256 256 256

警急自動受信機 48 48 48 48 48

船舶救命用無線機器 41 51 53 58 77

DSC送 受信機 ※ 4 25 26 33 37

DSC装 置 ※ 4 9 9 12 15

狭帯域直接印刷電信 ※ 3 4 4 5 5

DSC専 用受信機 ※ 4 13 13 17 22

ナ ブテ ックス ※ 4 4 4 5 8

インマルサ ット高機能グル
ープ呼出受信機の機器

一 一 0 0 0

船舶地球局 一 一 0 0 0

航空機用無線機器 26 28 28 28 28

無線方位測定器 133 133 133 133 134

レー ダ ー 549 616 649 688 738

任意検定機器 気象援助用無線機器 174 174 177 178 179

ミニサテ用送受信装置 5 5 7 8 9

海上DSB
一 一 1 5 9

公共用 トラ ンシーバ ー 9 9 9 9 9

航空機無線電話 2 2 2 2 2

800MHz帯 自動車電話 87 104 123 168 236

1,500MHz帯 自動車電話 一 一 0 20 43

MCA 138 157 169 192 213

デジタルMCA 一 一 0 3 6

地域防災用無線機器 9 12 17 21 24

港湾無線電話 8 8 8 8 8

簡易陸上移動無線電話 5 7 11 11 12

テ レ ター ミナ ル 1 3 5 5 7

空港無線電話 2 2 2 5 5

沿岸無線電話 4 4 4 4 4

簡易無線 1,331 1,372 1,398 1,493 1,530

非常用位置指示無線標識 60 60 60 60 60

ラ ジオ ・ブ イ 200 205 205 206 213

SSB 517 517 517 519 519

F3E等 2,584 2,690 2,778 2,850 2,947

高周波利用機器 0 0 0 0 0

合 計 6,205 6,518 6,716 7,050 7,403

(注)1.レ ーダ ー には、義務検 定 に該 当す るもの と任意検 定 に該 当す る ものがあ る。

2.※ の機 器 は、4年2月1日 よ り義務検 定機器 に移 行 した。

資料6-26ガ ッ ト通報件数

(6年 度天現在)
年 度 2 3 4 5 6

規 格 ・ 基 準 4 4 4 6 7

認 証 制 度 2 4 4 3 1

(注)我 が国 は55年5月 に スタ ンダ ー ド協定 を受 諾 した。
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特 殊 切 手
(平成6年4月 ～平成7年3月 発行)

切手趣味週 間

(6.4.20)

1994年 国際家族年記念(6.5.13) 国土緑化 国連防災世界会議記念

(6.5.20)(6.5.23)

高速増殖原型炉 「も

ん じゅ」臨界記念

(6.5.24)

環境の 日制定記念

(6.6.1)

ふ み の 日

(6,7.22)

第10回 国 際 エ イ ズ

会 議記念(6.8.5)
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郵便切手の歩みシ リーズ第1集

(前島密 と竜切手)(6.8.10)
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国際電気通信連合京都

全権委員会議記念

(6.9.19)

関西国際空港開港記念

(6.9.2)
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o

第12回 アジァ競技大会広 島記念

(6.9,30)

国際文通週間(6.10.6)

士女遊 楽図屏風 ・ 士女遊楽図屏風 ・ 士女遊楽図屏風 ・

双六 将棋 囲碁

第49回 国 民 体 育 大 会

記念(6.10,28)
平成6年 文化人切手(6.11.4)

宮城道雄 速水御舟

第15回 国 際 糖 尿 病

会議記念(6.11.4)

平安建都1200年 記念(6.11』)

修学院離宮 石庭
平安建都1200年 記念(6.11.8)

観楓図

平成7年 用年賀郵便切手(6.11.15)

出雲張子 ・亥 高山木版手染め

ぬいぐるみ ・亥

平成7年 用寄 附金付

お年玉付郵便切手

(6.11.15)
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郵 便切 手 の歩 み シ リーズ 第2集

(キ ヨッソーネ と小判切手)

(6.11.18)

o

世界遺産 シ リーズ第1集(6.12.14)

姫路城図 姫路城 天守閣

郵便切手の歩みシ リーズ第3集

大婚切手 と郵便取扱の図(7.1.25)

世界遺産 シ リーズ第2集(7.2.22)

法隆寺 ・金堂壁画 法隆寺 ・金 堂

日本 ブラジル修好100周 年記念

(7.3.3)

雛

箋驚

藤原京創都1300年 記念

(7.3.28)

近代解剖教育記念

(7.3.31)・

パ
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ふ る さ と 切 手

黒部峡谷 と黒部ダム ー 茶 の ふ る さ と柏 原 出雲 の 阿 国 と出雲 大 社

(富山県)(6.4.25)(長 野県)(6,5.2)(島 根県)(6.5.2)

吹割 の滝(群 馬県)

(6.6.6)

エ ゾシカ(北 海道)

(6.6.7)

講
「乱.脚、Fご,.4区 曜r膚 りAζ=」'=.「

辰鼓櫓(し ん ころ う)と

但 馬の祭典(兵 庫県)

(6.6.23)

和歌浦(わ か うら)と マ リ
ーナ シテ ィ(和歌 山県)

(6.7.15)

.シ
ロチ ドリ と二 見 浦

(ふ たみ うら)(三 重 県).

(6.7。22)

阿波踊 り(徳 島県)

(6.8.1)

綱 ひ き(沖 縄県)気 比(け ひ)の 松原(福 井県) ,松 島(宮 城 県)

(6.8,1)(6.9.1)(6.9.20)

長崎 くんち(長 崎県)エ ゾシマ リス(北 海道)

(6.10.3)(7,3.3)



圏

索

アジア・太平洋経済協力224

アジア ・太平洋地域における標準化の推進に

関する調査研究会

アジア ・太平洋電気通信共同体

アジア ・太平洋郵便連合

アジア ・太平洋映像国際放送会議 ………295

332

228

229

活 き活 き情 報 交 流 サ ー ビ ス308.309

委託 協会 国 際放 送 業 務294

一般 専用 サ ー ビ ス15
.17.25

「 般第二 種 電気 通 信 事 業 者 …59.73.75.177

移 動体 衛星 通 信 シ ス テ ム … … …257.282.322

移動 通信 用 鉄 塔 施 設整 備 事 業 ・・… … ・86.247

イン テ リジェ ン ト電波 利 用技 術277

イン テ リジェ ン トビル245

イ ン テ リジェ ン ト放 送 シ ス テ ム研 究 開発 基 盤

施 設整iイ蒲事 業264.291.432

イ ン テ リジェ ン ト窓 口 に関 す る研 究 会 …329

イ ン テル サ ッ ト226.227

イ ンマル サ ッ ト49.50.226.227

宇宙天気予報システム

衛星系新第一種電気通信事業者

256

71

引

衛星系民間放送事業者

衛星通信

77.78

21.140.144.145.146.206.221.229.258.

259.277.321

衛星データ放送

衛星放送

293

3.27、28.29.136.258.291.293.400.402.

406.430

衛 星 放 送 受 信 対 策 基 金303

映 像 国 際 放 送229.288.292.294.295

㈱ エ イ ・テ ィ・アール 知 能映 像 通信 研 究所 … …327

エ ー ジ ェ ン ト通 信392 .401

遠 隔 医 療36.188.189.239.371.435

遠隔学習

遠隔教育

371.381

188.239

大阪湾 臨海地域開発整備法248

小笠原地区テレビ倣 送難視聴解消事業 ………247

オ フ トーク通信サー ビス23

カ ー ・ナ ビ ゲ ー シ ョ ン

外国語FM放 送

281

海事衛星通信サービス

289.299

解説放送

45.49.50

301

加入者系光フアイバ網整備特別融資制度234



簡易型携帯電話システム実用化実験評価

研 究会270

簡 易 陸上 移 動 無 線 電話 サ ー ビ ス15

関 西 文 化 学 術 研 究都 市

237.266.306.377.380.384.386.390.397.

398

圏
ギガ ビットネ ットワーク協議会243

企業通信 ネ ッ トワー クサー ビス49

基盤技術研究促進 セ ンター ……264.291.327

団
ク ロス オ ー ナ ー シ ップ規 制

携 帯 ・自動 車 電 話 サ ー ビ ス

1.2.3.10.25.177.275

423

携帯1青報機器

376.391.392.399.400.401.403.404.408.

409.410

ケーブル テレビ

28.34.35.36.87.106.108.110.119.144.

167.243.251.288.291.292.314.320.326.

342.347.388.398.399.400.403.418.419.

423.425.427.428.429

ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 者

36.75.76.78.79.201.234.235.259.260.

261.264.292.335.336.343.356.397.398.

402.408.415.418.421.423.425.427.428.

431

ケ ー ブ ル テ レ ビ の 将 来 ビ ジ ョ ン に 関 す る 調 査

研究会

航空衛星通信サービス

292

航空機公衆電話

50

15

高速 衛 星 通信 に関 す る調 査 研 究 会 … … …258

高 速 デ ジタル 伝 送 サ ー ビス

1.2.3.15.16.25.27

高 速 ペ ー ジ ャー シ ス テ ム279

広 帯 域ISDN実 用 化 実験

238.377.380.381.384.388.397.435

広 帯域 イ ンタ ラク テ ィブCATV実 験 施 設 …

293

高度衛星放送技術322

高度映像技術開発推進会議319

高度三次元画像情報の通信技術に関する研究

開発 323.324

高劇 青報社会を展望 した電気通信の標準化に

関する基本方策について348

高度i青報通信社会推進本部214

高度1青報通信社会推進に向けた基本方針214

高度通信システム相互接続推進会議 ……330

高齢化社会における情報通信の在 り方に関す

る調査研究会

国際ISDNサ ー ビス

253

国際VANサ ー ビス

国際エ クスプ レスメール

45.49.182

50.59.225

国際海事衛星機構

44

226

国際専 用回線 サー ビス …45.46.47.48.52.72

国際 テ レックスサー ビス50

国際 テレビジ ョン伝 送サ ー ビス48

国際電気通信衛星機構226



国際電気通信事業者

国際電気通信連合

国際電報サービス

51.64.191

221

国際ボランティア貯金

国内電気通信事業者

50

3!0

国境 を越 え るテレビ

64

コ ミュニ テ ィ放 送

295

コ ロケー シ ョン裁 定

277.288.298

コン ピ ュー タ郵 便

417.428

團

305

災害1青報緊急伝達システムに関する調査研究

会

在宅医療支援

206

在宅勤務

371.382.434

サイマル放送

事業者間接続料金

自治体ネットワーク

371

290

時分割多重伝送

字幕放送

245

398

受託内外放送

255.301

首都圏広域地殻変動観測施設

消費者政策会議

情 報 還流 促 進 セ ンタ ー

情 報 社会 に関 す る関係 閣 僚 会 合

214.218.219.224.259.349.434

情 報 ス トック104.ユ18.119.ユ21

情 報 通信 機 器 ス トック

104.122.123.124.125.127.128

情 報 通信 技 術 に関 す る研 究 開 発指 針 … …318

294

207

251

235

情報通信 セキュ リティ技術243

情報通信 と環境 問題 に関 す る調査 研究会255

情報通信ネ ッ トワーク安全 ・信 頼1生基準205

情報流通 セ ンサ ス104.105.107.114

将来 のマルチメディアi青報通信技術 の展望335

人材研修事業 264

新時代における放送産業の在 り方に関する懇

談会 288

新 世代 地 域 ケー ブ ル テ レ ビ施 設 整 備 事業 … …

84.292

新 世 代 地 域 ケ ー ブル テ レ ビ235

新 世 代 通 信 網 パ イ ロ ッ トモ デ ル事 業 … … …

237.306.386.390.398.435

信 頼1生 向上施 設 設 備 事業205

世 界 電 気 通 信 閣 僚 会 合218.334

セ ッ ト ・ トップ ・ボ ッ ク ス

402.403.408.409.410.411.432

選択二部料金制

船舶電話

総合無線局監理システム

27

15

287

第 一 種 電 気 通 信 事 業 者

1.3.15.19.58.62.63.64.65.74.75.86.

94.176.178.202.26ユ.268.269.273.430

大 地 震 対応 の 通 信 ネ ッ トワ ー ク 体 制 に 関 す る

検討会 206



第 二種 電 気 通信 事業 者

19.58.63.73.75.177.178.223.430

第2世 代EDTV

第二電電㈱

太平洋経済協力会議

264.299.300

5.18.25.27.68.267

229

地域系新第一種 電気通信事業 者 …5.17.69

地域情報化 ア ドバ イザー制度249

地域 ・生活 『青報通信基盤 高度化事業 ………

84.235.247.435

地域通信事業者

416.417.418.420.423.427.428.429.431

地 上 系 民 間放 送 事 業 者77

知 的 活 動 のネ ッ トワー キ ング に関 す る研 究 …

240

長 距 離 系 新 第 一種 電 気 通 信 事業 者 … …5.68

長距離通信事業者

335.415.418.419.421.422.425.426.427.

429.431

著作権

直交周波数分割多重

囹
通信衛星による放送

190

277

通信産業設備投資等実態調査

通信ネットワーク調査

30

通信 ・放送機構

73.79

148.150

264.319.323.324.325.326.327.378.433

通 信 ・放 送 身 体 障 害 者 利 用 円 滑 化 事 業 …253

訂正放送

データ通信

デジタル化

289

19.167.241.243

3.44.146.190.289.290.292.378.399.

402.406

デ ジ タ ル デ ー タ 伝 送 サ ー ビ ス3.18.146.182

デ ジ タ ノレ ・ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ド … …378

デ ジ タ ル 放 送290.291.399.400.406

テ レ コ ム タ ウ ン構 想249

テレコムプ ラザ

テ レ コ ム ・ リサ ー チ パ ー ク

テ レ タ ー ミナ ル サ ー ビ ス15

テ レ トビσア構 想 …163.167.172.243.250.251

テレビ会議

245

245

16.46.49.99.!40.141.143.144.188.189.

247.252.255.314.315.331.332.394

テ レ ビ ジ ョ ン 音 声 多 重 放 送28

テ レ ビ 電 話154.322.325.331.378.382.390

テ レポ ー ト245

テ レ ワー ク セ ン タ ー235

電気 通信 格 差 是 正 事 業 … …86.246.302.303

電気通信技術審議会

241.271.276.279.280.281.287.291.293.

300.318.329.330.331.400

電 気 通 信 基 盤 充 実 臨 時 措 置 法 …205.245.275

電 気 通 信 サ ー ビ ス モ ニ タ ー251

電気通信事業法 333

電気通信の高度化のための番号の在 り方に関

する研究会

電気通信 フロンティア

275

320



電 子会 議358.376

電 子掲 示 板149.190.314.358.400

電 子情 報 とネ ッ トワー ク利 用 に関 す る調 査 研

究会

電子メール

240.436

140.148.149.150.160.279.314.376.383.

385.391.392.393.394.400.401.412

電波有効利用指針

電波利用料制度

電報サービス

276

285

固
統合デジタルカラオケ

22

統合デジタル放送

388

289

特定市外局番指定の全時間帯通話料金月極割

引サービス 27

特 定 通 信 ・放 送 開 発 事 業 実 施 円滑 化法 …265

特 別 第二種 電 気 通 信 事 業 者 …59.73.75.177

都 市 型 ケー ブル テ レ ビ

1.3.34.35.61.134.135.171.172.311.

430

都 市 受 信 障 害 解 消 事 業247.303

トラ ヒ ック か らみ た電 話 の利 用 状 況110.164

取消放送

ナブテックスシステム

289

ナポ リ ・サ ミッ ト

283

219.349

21世 紀 に向 けた通信 ・放送 の融合 に関す る懇

談会 239.301.434

21世 紀に向けた新 しい情報通信産業の将来像

研究会 240

21世 紀 の知 的 社 会 へ の 改革 に向 け て一 情 報 通

信 基 盤 整 備 プ ログ ラムー

231.232.235.250.316.318.320.344

21世 紀 を展 望 したデ ジ タル 映 像 技 術 の在 り方

につ いて 319

21世 紀 を展望 した高度i青報通信基盤 の整 備 に

向 けた国際的連携の在 り方 について218.434

ネオ テレ トピア構想

熱帯降雨観測衛星

バ ー チ ャル リア リテ ィ

250

256

パー トナーズ計画

376.394

バイパス事業者

259

417

ハ イ ビ ジ ョ ン ・シ テ ィモ デ ル 都 市 …295 .311

ハ イ ビ ジ ョ ン放 送 … … …28 .31.32.290.311

パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ ス18 .19

パ ソコン通信

36.148.172.190.255.305.314.315.358.

373.376.383.392.400.404

万国郵便連合

阪神 ・淡路大震災

224

193.199.203.205.206.255.365.385

光周波数分割多重伝送

光伝送技術

398

光波長分割多重伝送

320.412

398



光 フアイバ

19.87.188.205.232.234.235.237.253.

259.260.261.274.275.325.345.347.348.

349.378.386.397.398.415.417.422.427.

428.43!.434

光無線通信 284.285

ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ド

36.237.241.320.347.373.377.380.386.

390.402.403.407.408.425.427.428

ビ デ オ サ ー バ378.402.403.408.411

ビ デ オ ・ダ イ ヤ ル トー ン …336.420.423.427

ビ デ オ テ ッ ク ス通 信 サ ー ビ ス22

固
フ ァク シ ミ リ通 信 網 サ ー ビ ス

フノレサ ー ビ ス ・ネ ッ ト

10

ふるさと小包推進協議会

36.292

ふ るさ と融資制 度

フルネ ッ トワー ク

308

261

フ レー ム リ レ ー サ ー ビ ス

3.18.19.75.267.430

318.326.378

困
米国連邦緊急事態管理庁

包括周波数指定免許制度

208

放送衛星

275

178.179.182.258.259.264.290.293

放送大学学園 28

放送 のデ ジタル化 に関 す る研究会 ………289

放送番組情報デ ータベ ー ス302

放送番組素材利用促進事業300.301

ボランティア支援に対する省内連絡会議255

マ イ ク ロ波

マスメディア集 中排除原則

マ リネ ッ ト電話サー ビス

277

288

マ ノレコ ー 二

15

マルチメディア移動通信

287

マルチ メデ ィアOS

マルチ メデ ィア化

277.278

401

293.333.334.370.377.396.398.414.422.

427.428.431.432.433.434

マ ル チ メ デ ィ ア 時 代 に お け る放 送 の 在 り方 に

関する懇談会 290

マル チメデ ィア時代 の情報 通信産業 における

研究開発の在 り方に関する調査研究会239.433

マル チメデ ィア時代 のユ ニバ ーサ ルサービス

・料金 に関す る研究会239 .436

マル チメデ ィア社 会 にお けるセ キュ リティ技

術 に関す る調査研究会242

マル チ ・メデ ィア ・タ ワー245

マルチ メデ ィア に対応 した人材 育成の在 り方

に関す る調査研究会239.432

ミ リ波256.276.281.321

民 活法 施 設 整 備 事 業167.245

民 間 放 送 事業 者75.76.77.79.178.182.201.

民 放 中波 ラ ジオ放 送 受 信 障 害 解 消 事 業 … … …

86.247.303

民 放 テ レ ビ放 送 難 視 聴 解 消事 業 … …247.302



無線通信総会319.329

無線呼出 しサ ー ビス

1.2.3.14.25.177

迷惑電話防止 サー ビス9.182

モザ イク385.389

夜間 ・土 日祝 限定利 用サー ビス27

郵政行政情報化5か 年計 画313.435

郵政省通信総合研究所

276.277.293.318.320.321.322.433.435

郵政省郵政研究所328

郵政短時 間職員307

有線 テレビジ ョン放送番組充実事業 ………

264.301.302

郵便 局モニター252

郵便処理 システムの情報機絨 化 に関す る

調査研究会307

郵便番号 自動読取 区分機81.307

郵便利 用構 造調査37

翌朝郵便 サー ビス303

圃
ラジオ 日本

回
リメ ー リング

レタ ック ス

列 車 公 衆 電 話

ワ イヤ レス カー ド

ワ ン ・ス トップ ・シ ョ ッピ ング

ワ ン ・ス トップ ・ビ リング

囚
ACTセ ン ター

53

56

ADSL

AIC

AII

APEC

APPU

APT

APT衛 星 セ ミナー

AT&T

305.306

15

280

428

428

293

398

229.332

218.229.258.349.350

224.225.226

228.229.295.332.350

229

229

212.333.334.335.414.415.426.429.431

ATMフ ォー ラム

ATM技 術

ATV

囮

397.407

397.432

400.406

CALS370

CAP… …335.415.417.422.425.428.429



CD-ROM

CG

CISPR

313.317.328.373.381.391

145.377.378.380.393.395

286.287

COMETS通 信 ・放送 実験推進会議 …322

DAVIC

DGPT

403.407.408

DTI

343.345

EDI

EMS

340.341.342

140.150.151.225.370

ETS-VI対 策 連絡会

44.54.55.224.229

画
FCC

321

334.335.336.400.415.417.418.420.423.

427.428

FEMA

FM文 字多重放送

FPLMTS

208.209.210.211

298.299

G7

280

GATS

GATT

GII

219.221.223.349

223

223.226

GMDSS

218.224.258.259.349

GPS

GUI

283

391

389.392.400

H.261

HATS推 進会議

406

HDSL

330.331.332

ICカ ー ド

398

280

ISDNサ ー ビ ス1.2.3.20.182.332

1SDN国 際 共 同 研 究 会229.332

1SO216.319.331.399.405.406

ITS国 際会議

ITU

281

216.221.222.227.280.281.285.289.291.

319.329.330.331.399.405.407.409

Kaバ ン ド

国
LAN

321

15.19.284.315.370.397.407

M/Nコ ンバ ー タ

MA

32.290

MCA

MFJ

MIDI

16.110.111.164.165.168

146.147

335.414.424.427

MPEG-1

MPEG-2

MPEG-4

190

399.406.412

289.319.388 .399.406.407

399

MSO(多 施 設所 有 事 業 者)…292 .415.428



N-STAR

NII

NTIA

282

337.427

334.337

TAS

TTCマ ー ク

ODA

OECD

OFDM

348.349

團
UPU

331

227.228.230

96.223.224

OFTEL

277.289.291

OSI

VAN

VICS

VSAT

56.224.229

340

P-SAT

330.331

314

PCM音 声 放 送27.30.31.182

PCS(PersonalCommunicationsSer-

vice)418.421.424.425.428.429

PECC

POS

229

17.20.145.151

223.370

234.281

WAN

WTO

㎜

144

19.370

223

316.373.385.389.392

RCR

RHC

271.285.330.406

335.336.415.416.422.423.424.425.427.

428.429.431

SIG

SNG

Sバ ン ド

190

144

282.322




